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開会式開会式開会式開会式    

挨挨挨挨    拶拶拶拶    

福田康夫福田康夫福田康夫福田康夫    

財団法人アジア人口・開発協会（APDA）理事長 

国際人口問題議員懇談会（JPFP）会長 

人口と開発に関するアジア議員フォーラム（AFPPD）議長 

 

 

 本日は、国際人口問題議員懇談会（JPFP）

と財団法人アジア人口・開発協会（APDA）

が主催致します「人口・開発分野 ODA 実施

における説明責任の向上に向けた国会議員能

力構築プロジェクト-パート 2」にご参加賜り、

心より感謝申し上げます。 

 この事業は、政府開発援助（ODA）をさら

に拡大させるためにはどのようにしたらよい

か、という問題意識から形成されました。皆

様ご存知のとおり、今なお途上国において、

人口は増え続けています。この増加する人口

に対して必要となる基礎的な教育や医療すら

十分に提供されていません。また、地球環境、

特に気候変動の問題が深刻化し、旱魃や局所

的な豪雨、海水準の上昇、それに伴い沿岸地

域を中心とする広範な地域での塩害被害の拡

大が起こるとともに、マラリアやデング熱な

ど熱帯性の感染症の発生地域の拡大が生じて

きています。 

 グローバル化された社会では、感染症等は

すぐに世界的な影響を与えます。人口が増加

する中で、気候の変動は食料の供給を不安定

にします。例えば、アジアやアフリカの主要

な米作地帯における塩害の進展は、米作の生

産性に大きな影響を与え始めています。 こ

れらの問題には、一国だけで対応することは

できません。先進国と途上国の双方が手を取

り合い、協力していくことが重要です。この

ような国際協力の手段として、先進国が供与

する ODA の重要性はますます増大していま

す。このような認識に基づき、いかにしたら

先進国からの ODA を拡大することができる

のか、さらにいかにしたら先進国の貴重な税

金によって賄われている ODA の効率を高め、

その効果を最大限に発揮させることができる

のか、検討を重ねて参りました。 

 この問題を考える上で重要な意味を持つ世

論調査が、先頃日本で行われました。その結

果によれば、「ODA の拡大を望まない、また

は現状のままでよい」という ODA に消極的

な意見を持つ人にその理由を聞いたところ、

「実際にどのような援助がなされ、どのよう

な成果が上がっているかわからないから」と

いう理由が最多となっていました。つまり、

先進国が ODA を拡大するためには、いかな

る ODA がなされ、それがどれだけの成果を

挙げているのかを有権者に示す必要がありま

す。これは先進国からの ODA を拡大するた

めだけに重要なのではありません。このよう

な成果を先進国と途上国とが共有し、相互理

解を深めることにより、供与国、受容国の双

方が満足する結果を得られるのです。この事

は、これからの地球社会を持続可能な形で発

展させる上で不可欠な条件です。そのために

は国会議員としての目線と役割が不可欠です。 

 昨年のセミナーでは問題の洗い出しがあっ

たと報告を頂いていますが、今回のプログラ

ムでは、昨年の成果を踏まえ、国会議員が説

明責任を果たす上でどのような視点が必要か、

さらに法と社会の関係、法と国会議員の役割

について、改めて情報提供を行うことにして

います。目的を達成するために合理的な視点
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から、時には法や制度を見直すことは、まさ

しく国会議員の役割です。しかし、それは同

時に ODA の説明責任の向上を実現すること

になります。そして、国会議員のネットワー

クを通じた相互交流を強化することで、議員

を通じて直接途上国の国民の声が先進国の国

民の耳に届き、さらに先進国の国民の善意が

途上国に届くようになると思います。 

 私たちが直面している地球規模的な課題に

対応し、持続可能な希望あふれる未来を子ど

もたちの世代に残していくためには、このよ

うな先進国と途上国の連携が、その基礎的な

条件となります。 

 これから4日間にわたるセミナーが行われ

ますが、皆様方の滞在が実り豊かなものとな

りますことを、心より念願致しております。

事務局はわずかな人数で運営していますので、

ご不便をおかけする場合もあるかと思います

が、ご寛恕のうえ、ご協力くださいますよう

お願い申し上げます。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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開会式開会式開会式開会式    

挨挨挨挨    拶拶拶拶    

小宮山洋子小宮山洋子小宮山洋子小宮山洋子    

国際人口問題議員懇談会（JPFP）副会長 

民主党財務委員長 

 

 

「人口・開発分野 ODA 実施における説明責

任の向上に向けた国会議員能力構築プロジェ

クト-Part II」に遠路はるばるご参集賜りあり

がとうございました。 

 このプロジェクトは国会議員として、国民

に ODA の成果や意義を十分に説明するため

にはどのようにしたらよいか、という問題意

識で開催されています。 

 現在、先進国では少子高齢化に伴う社会保

障費の増大などから、財政難に苦しんでおり、

我が国日本も例外ではありません。このよう

な状況下で、ODA に予算を振り向けるため

には、国民の理解と支持が必要です。 

 昨年、我が国では歴史的な政権交代が起こ

り、民主党政権が樹立されました。民主党政

権の基本的な考え方として、国民の目線に立

った政治があり、民意を反映させた政策を実

施していきたいと考えています。その中で、

ODA に関してもできる限り民意を反映させ、

重点化を果たすことで、より良い成果を上げ

ていきたいと念願しています。 

 7 月に行われた内閣府の世論調査で、国民

の多くが人口分野の ODA の拡大を望んでい

ることが明らかになりました。それと同時に、

その拡大に反対する人々の反対理由は、どの

ような援助が実際に行われているかわかりま

せん。今回、財団法人アジア人口・開発協会

と国際人口問題議員懇談会が実施しています、

このプロジェクトは、国民の目から見た

ODA の課題に真正面から取り組み、民意を

実際に実現するためにはどのようにしたらよ

いかを検討するものであり、ODA を拡大さ

せるために必要な、非常に画期的なプロジェ

クトだと思います。 

 政権交代いたしましたが、国際人口問題議

員懇談会は超党派の議連として、与野党が連

携して、人類の未来のために、困っているお

母さんのために、可能な限りの努力をし、限

られた予算の中でもその成果を最大にしてい

きたいと念願しています。 

 これからのご討議が実り豊かなものとなり

ますことを確信しています。 
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開会式開会式開会式開会式    

挨挨挨挨    拶拶拶拶    

須須須須永永永永和男和男和男和男 

外務省国際協力局審議官 

 

 

本日は、国会議員の皆様、国連人口基金

（UNFPA）等の国際機関の方々、学術関係

者並びに経済界の方々も参加される場におい

て、ご挨拶ができますことを光栄に存じます。

福田総理、小宮山先生には、これまで多くの

取り組みを先導して実施されてこられたこと

に関し、深く敬意を表したいと思います。 

 また、本年6月、福田総理が議長を務めて

おられる「人口と開発に関するアジア議員フ

ォーラム（AFPPD）」の活動が、国際的に高

く評価され、国連人口賞を受賞されたことは、

大変喜ばしいものです。 

 本日から実施されるプロジェクトは、我が

国政府が国連人口基金に設置した「インター

カントリーなNGO支援信託基金」を活用し

たものと承知しています。本件が、人口・開

発問題の解決と持続可能な開発の達成に関す

る、有意義なプロジェクトとなりますことを

期待しています。 

 我が国は、貧困、紛争、感染症、環境破壊

といった脅威に対処するために、人間一人ひ

とりに焦点を当て、個人の保護と能力強化を

通じて、人々が自己の可能性を実現できる社

会、国づくりを目指すという、人間の安全保

障を外交政策の柱の一つに位置付けています。

我が国は、人口問題は、感染症、人の移動等

の様々な課題と深く関係する問題であり、人

間の安全保障の観点から、国際社会が協力し

て対応していく必要があると考えています。 

 我が国は、2000年の九州沖縄サミットで

は感染症を主要なテーマとして取り上げ、

2008 年の TICADIV では、福田総理より

MDGs達成を含め、人口問題、母子保健につ

いても言及して頂きました。同年のG8北海

道洞爺湖サミットでも、母子保健と保健シス

テム強化の重要性について我が国が国際的な

議論を促し、国際保健は各国首脳の関心事項

として定着いたしました。 

 本年 6月の G8 ムスコカ・サミットでは、

我が国は、MDGsの中でも最も進捗が遅れて

いる母子保健分野について、2011年から 5

年間で最大 500 億円規模の追加的支援を行

っていくことを表明いたしました。母子保健

の最大の障害は、多くの妊産婦が適切な治療

に辿り着く前に亡くなっていることが挙げら

れます。この点に着目して、日本は産前から

産後まで切れ目のない手当てを確保する支援

を、引き続き実施していきたいと考えていま

す。また、来る 9 月 20～22 日にニューヨ

ークで開催される MDGs 国連首脳会合にお

いても、こうした日本の考え方や取り組みを

国際社会に発信していきたいと考えています。 

 人口と開発の問題は、地域ごとの文化的な

背景を考慮しつつ、現場のニーズに応えるよ

うに対応していく必要があります。今後とも、

我が国は、国際保健分野に関心を有する議員

の皆様や、国際機関、民間財団、企業、学界

に至る幅広い関係者との連携を重視し、人口

と開発分野に取り組んでいく考えです。 

 最後になりますが、本プロジェクトが成功

されますことを、改めて心からお祈り致しま

す。ありがとうございました。 
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開会式開会式開会式開会式    

挨挨挨挨    拶拶拶拶    

池上清子池上清子池上清子池上清子    

国連人口基金（UNFPA）東京事務所長 

    

    

ご参集の皆様、東京で皆様にお目にかかる

ことができ大変嬉しく存じます。ご尽力頂き

お礼申し上げます。 

 長年、国連人口基金（UNFPA）は、国際

人口開発問題（ICPD）に関して国会議員の皆

様と密接に取り組んでおり、このパートナー

シップを大変光栄に感じています。また今年、

国連人口賞が AFPPD に授与されましたが、

これは AFPPD がアジア・太平洋地域でこの

問題におけるパイオニアとして成果を上げた

証だと思います。福田康夫議長、シフ・カレ

ー事務局長に、心よりお祝い申し上げます。 

 今は非常に重要な時期です。来週には、

MDGsハイレベル会合が、国連首脳会合とし

て始まります。これは 2015年のMDGs達

成期限を前に、今後 5年で目標が達成できな

いのではないかという危機感から、コミット

メントを再確認します。 

 MDGsに関しては、人口、リプロダクティ

ブ・ヘルス、青少年・女性のエンパワーメン

ト、また富める者・貧しい者の不平等、力の

ある者・ない者の不平等、男女間の不平等も

含めて、取り組んでいかなければなりません。 

 今日、妊産婦死亡は、世界でも最も大きな

不平等の一部です。毎年何千人もの女性や少

女が、妊娠や出産で命を落としています。パ

ン・ギムン国連事務総長も、グローバル戦略

として、子ども達、新生児の健康に加えて、

最も社会の隅に追いやられた人々に対して、

このような社会の不平等の状況を改善するべ

く、MDGsに関連した戦略を打ち出していま

す。このような世界の保健の構造を改善する

ために、国会議員の皆様は非常に大きな役割

を担っています。 

 この ICPD のビジョンと目標に対して、継

続してMDGsを統合しています。多くの方々

が参加されましたが、昨年の 10月に第 4回

IPCI行動計画として、アジスアベバ宣言が採

択されました。これは、サービスをより広く

利用可能にし、家族計画やHIV 予防、また女

性・女児の健康や健全な生活を保障するもの

です。皆様が強い政治的意志を持ち、良い政

策を作り、法律を変え、また資金を導入する

重要な役割を担っています。かつてない強固

な連帯、国際協力が必要です。MDGsのため

には、個人としても、また集団でも、政策実

施という形で、国内また国際レベルで影響力

を発揮して頂きたいと思います。このMDGs

とカイロ目標を達成できるよう、更なる大き

な飛躍・前進を遂げて頂きたいと思います。 

ご清聴ありがとうございました。 
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基調講演基調講演基調講演基調講演    

日本の日本の日本の日本の ODAODAODAODA と説明責任：と説明責任：と説明責任：と説明責任：国会議員の役割国会議員の役割国会議員の役割国会議員の役割    

林林林林芳正芳正芳正芳正    

参議院議員 

    

    

 本日はようこそおいで下さいました。昨

年は会議開催の数日前に、急に内閣府特命

担当大臣・経済財政政策担当に就任したた

め、この会議に伺うことができませんでし

た。その前の年には、ここにいらっしゃる

福田先生が内閣総理大臣を務められており、

私を防衛大臣に任命くださり、大変感謝い

たしております。 

私は 1994 年にハーバード大学ケネデ

ィ行政大学院を卒業し、1995 年に参議院

選に出馬しましたので、議員生活も今年で

15 年目になりました。 

先程、福田会長がおっしゃったように、

日本国内では ODA の増額を支持しない方

もいれば、また ODA の中身をよく理解し

ているけれども、なぜ ODA の増額が必要

なのか、その使途や効果をきちんと明らか

にして欲しいという有権者もいます。私は

短い期間でしたが、参議院政府開発援助等

に関する特別委員長就任を務めました。そ

の期間にこの問題の基本を学ぶことができ

ました。これについては後ほど触れたいと

思います。 

 まず、説明責任の話ですが、現在、ヨー

ロッパ、アメリカ諸国同様、私どもも財政

再建に努めています。ただ欧米諸国に比べ、

非常に問題が根深いと考えています。とい

いますのは、日本政府が国債を発行し始め

たのは 20 年前で、リーマンショックの前

から、私どもの金融状況は非常に逼迫して

いました。リーマンショックの後、経済を

立て直すために景気刺激対策も行いました

が、地方政府の債務、また市場からの短期

の借り入れを含めますと、900兆円に達す

る勢いです。毎年の予算が、90 兆円とい

うことを考えますと、10 年分の予算こと

になります。 

例えば、１つの会社の１年間の売上が、

１億円だとします。その予算の 10 倍の額

を借り尽くしてしまっている状況になりま

す。2006 年から、財政の建て直しをする

ために、2006～2011 年にかけて、歳出

を削減する計画があります。10％一律に削

減するということではないのですが、社会

福祉費を 0.2兆円減らしていく、あるいは

公共の建物は 2～3％減らすというように、

1 つの大きな問題ごとに対応していくわけ

です。それから ODA も毎年 1～2％削減

することを考えています。つまり 5 年経ち

ますと、22 兆円から 0 のプライマリバラ

ンスに持ち込むことになります。その計画

によると、2011 年にはプライマリバラン

スを、達成できることになります。予算計

画の 3 年目となる 2008 年にリーマンシ

ョックが起こり、輸出が非常に打撃を受け

ました。ヨーロッパ、アジア、アメリカの

経済もリーマンショックの影響を受けまし

た。GDP のギャップが 30兆円で、私ども

の輸出は 30％から 50％縮小してしまい

ました。これが景気を非常に押さえつけて

いたわけです。 

 私は麻生政権下で経済政策担当大臣を務

めました。麻生総理大臣は、リーマンショ

ックの後の 2008 年に、景気刺激対策によ

って経済を刺激し、2011 年から 2012

年にかけて財政再建を行うことを決定しま
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した。その結果、財政再建を 2015 年まで

延期し、2015 年から 2020 年に行うこ

とになりました。民主党も 10 年かけてプ

ライマリバランスを達成していこうと考え

られているようです。3 年以内にやろうと

したことをすべて行うために、補助金出し

ています。車を買うための補助金は、昨日

終わりました。あとは減税です。テレビ、

冷蔵庫を買う場合にはエコポイントをつけ

ました。あるいは、公共事業も補助を行い

ました。2009年の春の前には 15兆円の

経済対策を補正予算として打ち出しました。

その後、小宮山議員がおっしゃったように、

昨年の 9 月に民主党が与党になりました。

多少、政策を変更していますが、民主党は

同様に、2015 年～2020 年に財政再建を

行い、景気を刺激するという考え方です。 

 今、私ども日本はこのような状況に直面

しています。私どもの党では、マニフェス

トとして、歳出を削減するだけでは不十分

ですので、野党として稀なことだとは思い

ますが、消費税を 5％から 10％に増税す

るべきだと考えています。そうしなければ、

社会福祉、年金プログラムなどは財源が確

保できません。菅首相も、消費税増税は可

能性としては、選択肢ではありうると打ち

出しています。 

幸いなことに、日本国民は、ある程度、

消費税を増税するということに対してやぶ

さかではない状況になっています。ですか

ら世論調査でも、聞き方にもよりますが、

ほとんどの場合、消費税を上げることを受

け入れなければいけない、でなければ財政

均衡は望めないのではないかと考えられて

います。また社会福祉、社会保障プログラ

ムなども賄えないのだという意見です。高

齢化が進んでいるため理解が得られていま

す。もちろん世論調査にもよりますが、50

～60％の日本の国民は、消費税増税は仕方

がないと考えているようです。 

 これが現在、私どもが直面している現状

です。こういった世論調査で、ODA を支

持しますかという問いに対して、このよう

な経済的な背景を念頭に置かなければいけ

ません。もし景気が非常に良くて、また財

政均衡に向かうようであれば、国民はもっ

と途上国の人たちを助けるという機運が盛

り上がると思うのですが、今の日本の国民

は、やはり自分自身の将来について、また

社会の安定にについて非常に不安を持って

います。福祉のネットワークについても不

安を持っています。国内で年金の問題や、

医療費がどうなるのかが不安であれば、

ODA についてどう思いますかと聞かれる

と、どのように答えるかということは、お

察しいただけるかと思います。 

説明責任を全うするために、参院に数年

前に ODA の特別委員会を設けました。こ

れは外交関係とはまた別の委員会です。 

ODA は予算の問題であるというばかり

ではなく、いかに効果的に税金を使って、

他の諸国の国民を助けたら良いのかという

重要な問題です。 

 福田会長もおっしゃっておられますよう

に、非常に効果的に ODA が使われ、そし

てどのように使われているかという透明性

が高まれば、国民も ODA の拠出金を自分

のポケットから出すことにやぶさかではな

くなると思います。 

 私たちは長年かけて、議員として ODA

のプログラムをどのように政府が実行して

いるかチェックしてきましたが、ここ 10

年で、政府に対して国別のプランについて

明らかにするように要請を出しました。日

本には JICA などの国際援助機関がありま

すが、このような各国の援助機関、多国間

の国際機関の調整が重要です。実施してい

る仕事の内容が重複し、同じようなことを

行っているのに、お互いの存在を知りえな

いというようなことがないようにしなけれ

ばなりません。仕事の重複が避けられれば、

それぞれの国で援助が役立つような使われ

方ができるのではないでしょうか。 

 5 年前には ODA の費用対効果の分析が
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行われました。そのプログラムが実施され

た場合、そのプロジェクトの暫定報告や、

その完了報告の中に費用対効果の分析を必

ず含めることが重要です。そういった報告

があれば、その数字を各委員会で振り返る

ことができるわけです。昨年、特別委員会

が第 5 回の派遣団を送りました。第１回目

から第4回目のミッションが援助受入国を

訪れ、どのように援助資金が使われている

かをチェックしました。 

 昨年は初めてドナー国にミッションを送

り、どのように援助の供与を調整している

かを見て来ました。ヨーロッパで援助を提

供している国々が、他の援助供与国と調整

を行い、効果を上げていました。Ａ国がＸ

に対して効果的な援助を行っていれば、Ｂ

国が同じプログラムを同じＸ国に資金を送

る必要はないわけです。その代わりにＹ国

に援助を供与することができます。そうす

ることで、お互い情報を共有し、知識も共

有し、その成果もまた共用することができ

ます。そういったことを 5 回目の派遣によ

って学びました。そのアイデアを実際に学

んで、他の援助供与国との調整の可能性に

ついても考えています。 

他の国際機関等と連携することも非常に

重要です。このような連携を強めなければ

なりません。多国籍にわたる国際機関から

も、いろいろな方に活躍していただかなけ

ればいけないと思っています。委員会とし

ても、実際の財政面での地固めというのが、

私どもの非常に大きな目的となっています。 

他に取り組んでいるアジェンダとしては、

このような国際的な国会議員の活動の他、

国際連帯税に関する議連があります。これ

は ODA に対する歳入を作るべく、2 年ほ

ど前に発足したものです。これは例えば、

航空券を購入する際に、ODA のみに使う

というような税金をつけるといった仕組み

です。議連では、国際連帯税を航空券にの

みかけるのではなく、外国為替、手数料等

に賦課しようとしたのですが、政治的にも

税の技術的にも難しい面があり、もし実施

するとすれば、多くの国で同時に行わなけ

ればならなくなります。同時にこれはドル、

ユーロといったような主要通貨で行われな

くてはなりません。議連では国際連帯税を

通貨の取引に賦課できないか検討していま

す。 

 私は、今年 12 月に日本がホストするこ

の問題を扱う会議で議長を務めますので、

議論を少し前進させたいと考えています。

それができれば非常に重要な ODA の収入

源となり、日本政府にとってだけでなく、

ほかのドナー国にとっても良い結果になる

と思います。 

為替取引の市場で 考 え れ ば 、 例 え ば

0.0001％であったとしても、ドルで円を

買う場合、1万ドルで 1円、日本への税が

つくだけですが、為替市場の規模の大きさ

を考えればこれを世界中で実施すれば、大

きな資金源を確保することになります。 

この問題に関しては、日本がイニシアテ

ィブをとっているだけではなく、フランス

といったヨーロッパ諸国もリーダーシップ

をとっておりで、英国政府、特にゴードン・

ブラウン首相は、その点では非常にこの問

題の大きなサポーターです。 

このように、私どもは収入を創出すると

いう問題に取り組んでいる最中です。この

ような通貨取引税、為替税がユニークなの

は、１つの国だけでなく、国と国の調整や、

多国間の組織でこれを実施することになる

点だと思います。 

申し上げたように、政府、もしくは政府

間の調整、もしくは多国間の組織での調整

が、このような良いプログラムを実施して

いくことになるのではないかと考えていま

す。 

 もう 1つ指摘したいのは、民間の財団で

す。日本の ODA は地球規模の援助資金と

して責任を持っていますが、民間の資金、

例えばビル＆メリンダ・ゲイツ財団などの

民間の財団も非常に大きな資金を扱ってい
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ます。こういった民間のセクターとの連携

も非常に大きな意味を持つと思います。こ

ういった調整に関しては、調整の専門技術

を持った人材が必要です。特に受入国の現

場で、保健政策や、インフラや、建設とい

ったような政策を導入する際の専門家、ま

た政府との調整役、もしくは多国間、民間

財団等の調整役ができるような人材が必要

だと思います。政府と民間など両方の面が

わかる人材、また外部に対しても良い発信

をしていただけるような人が必要だと思い

ます。 

国会議員として私どもの取り組みを説明

いたしました。この背景としては、財政面

で基盤作りが一番重要な点であるという点

からこのような取り組みをしています。 

ご清聴ありがとうございました。 
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基調講演基調講演基調講演基調講演    

質疑応答質疑応答質疑応答質疑応答 

 

 

シュリ・シャンタラム・ラックスマン・ナイ

ク議員（インド）： 

 国によっては ODA資金が不正使用されて

いるということに関してはいかがでしょうか。 

 

林芳正議員： 

確かに以前は、新聞記事や週刊誌の記事で、

ODA の資金が不正使用されたということが

いわれましたが、最近はあまりそういった記

事を見かけません。人々にもそういったイメ

ージが、まだ払拭しきれずに残っていると思

います。そういった点でも慎重に、納税者の

理解を得たいと考えています。今では国別に

費用便益分析もしており、どのプログラムも

非常に効率よく行われるようになってきまし

た。しかし、おっしゃるとおり、昔はそうい

った批判記事がかなりありました。次の質問

どうぞ。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

 ODA の資金援助がされる時、JICA から資

金が出ていることは知られていますが、大使

館でも何か特別なプログラムとして行ってい

ると聞いています。これをもっと展開し、

ODA の資金援助がその国の中でどのように

使われているか、どういったところに供与さ

れているのかも含めて、情報開示のための構

造があればいいと思います。海外の ODA の

役人担当に知らせて頂きたいと思います。 

 また先程、消費税を 5％から 10％に増税

するというお話がありました。10％は非常に

大きな増税ですが、国民は納得しているので

しょうか。我々の国でも増税は非常に敏感な

問題です。この増税分は、社会福祉、インフ

ラ等に使われるのでしょうか。 

 

林芳正議員： 

 最初のご質問に関しては、須永審議官から

もっと技術的な回答をして頂けると思います。

調整について言いますと、援助受入国におい

て、例えばケニアの中で、日本政府、JICA、

MOFA、その他の団体が、お互いに調整し合

い、情報が 1カ所で収集できるような仕組み

を作るべきだと提案していますが、もっと努

力が必要だと思います。ただ、今おっしゃっ

た点は非常に重要な点だと思います。JICA

は特に技術的な援助、人対人の援助を仕切っ

ています。それに対して、MOFA はインフラ

構築を関連団体と一緒に実施しています。例

えば港湾、飛行場、またダム等のインフラを

造っています。それに対して、JICA はまた

別のルートで援助を供与することになります。

もしこのような情報を1つのリストにまとめ

れば、非常に効率的だと思います。MOFA も

一生懸命そのような調整を行っていますが、

もっと満足のいくレベルにするためには、さ

らなる努力が必要だと思います。 

 2 つ目のポイントですが、5％から 10％へ

の増税は確かに非常に大きいと思います。

5％から 8％に増税してから、いずれ 10％に

する、と段階を踏もうという議論も出ていま

したが、昨年ギリシャの問題が浮上してきま

した。ギリシャ政府は、大々的な財政対策を

行いましたが、方針を間違い、それによって

ギリシャ国外の投資家たちがギリシャ債を買

ってもいいものかどうか大きな疑問を持ちま

した。それ以来、経済が悪化してしまいまし

た。段階的な消費税の増税では 10 年、20

年とかかかるので、ギリシャのような問題を

回避するために、日本の国民に対して、財政

状況が悪くなっている説明をきちんと行い、

一足飛びに財政再建をするということです。 
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また消費税は、社会福祉の財源に充てると

しています。例えば、公共の建物の建設、防

衛、ODA プログラムには使わず、とにかく

国民の社会保障に使うことを約束しています。

5％で 12 兆円まかないますが、高齢者が年

金を受け取りやすくしたり、育児ケアの施設

を建設する、育児ケアのスタッフの給料を上

げる、といったことがすべてこの計画に盛り

込まれていますので、増税で税金をより多く

払うことになるだけでなく、社会保障のプロ

グラムの恩恵に浴することができるようにな

るという計画を国民に示しています。自民党

は当初から 10％と言っていたのですが、今

ではこの野党の計画を与党の首相も述べてい

ます。 

2025 年に高齢化がピークに達すると、

1.7人あるいは1.5人の労働人口が1人の高

齢者を支えなければなりません。以前は 5人

の労働人口が1人を支えていました。法人税、

個人所得税といった労働者からの税だけでは

なく、高齢者また労働者がともに支払う消費

税を増税することを国民に対して明らかにす

ることで、国民もいくらか理解を示してくれ

たという状況です。 

 

須永審議官： 

 林先生がおっしゃったことに補足ですが、

現在 ODA について、なるべく使い道を透明

に示し、国民に情報を開示しようとしていま

す。ケニアでは日本の ODA のカントリーチ

ームを作りました。大使館、JICA、JBICさ

らに日本のNGO も構成員です。包括的に情

報を提供することができるので、是非、日本

の大使館とご連絡をとって頂ければ、情報を

開示すると思います。 

 

ドーニャ・アジズ議員（パキスタン）： 

 林先生、大変包括的なプレゼンテーション

をありがとうございました。ケニアの議員が

おっしゃったことに追加したいのですが、受

入国において、議員は、そうした援助をどれ

だけ受け取っているか、どのように使われて

いるかは全く知りようがありません。援助供

与国が調整をするとのことですが、是非受入

国とも調整をして頂きたいと思います。その

ためには仕組みが必要ですが、どれだけのお

金を頂いて、どこにそのお金が使われたかに

ついての情報を議会に報告を入れて頂くこと

が重要です。日本の納税者、ヨーロッパの納

税者、アメリカの納税者の善意のお金が入っ

てきますが、国民はどこにお金が行ったかを

知る権利があると思います。今は謎に包まれ

た状況です。今、須永審議官が、その情報を

探しに行けば頂けるとおっしゃいましたが、

私たちも忙しい議員ですので、そう簡単には

情報を探しにいくことはできません。情報を

頂ければ、それを加工して使うことはできる

かと思います。 

 

林芳正議員： 

本当に重要なポイントだと思います。そう

いった情報が、どこかに行けばもらえるかも

しれないという不確かなことでは難しいと思

います。そういった情報が 1 つの紙や Web

サイトにまとめてないことが問題です。現在

努力中ですが、以前は全く調整がありません

でした。須永審議官がおっしゃったように、

現在途上国ではチームを組み、大使館や

JICA、JBIC、NGO、さらにその他の国々が

力を合わせています。そういったチームの目

標は、情報を同じレベルで入手できるように

することです。つまり必要な情報を関係者が

容易に1つの場所で集中的に集めることがで

きるようにすることです。 

また、私自身も含めて、議員は皆多忙なス

ケジュールを抱えていますので、1枚の紙に

まとめて、チラッと見ればわかる状況にして

頂きたいと思います。まさにそれに向けて努

力していかなければなりません。援助供与国

との調整は、現在、可能かどうかを分析中で

す。須永審議官、私が間違っていたら正して

頂きたいのですが、まだ調査中で、まだ実際

には行われていないのでしょうか。 
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須永審議官： 

 大変素晴らしい提案だと思います。大使館

は政府ですので、直接議員の方と関わること

は少ないのではないかと思います。そのよう

なことが原因で情報が伝わらないと思います

ので、改善が必要な点だと思います。 

 

議長： 

 カンボジアの方、お願いします。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 カンボジア国民を代表し、日本政府に心よ

り、このような機会を与えて頂いたことに感

謝したいと思います。日本政府のおかげで、

今、カンボジアは平和を享受することができ

ています。2009年のワークショップから少

しずつ進歩しています。様々な支援策を日本

の政府から頂いています。刑法の改善、汚職

防止法も、日本政府の支援のおかげで改正し

つつあります。教育、社会保険等の分野でも

改善ができ、また、インフラ整備においても、

日本政府から2.2㎞の新しい橋を建設するた

めに 1 億 3000 万ドルの建設費を頂いてい

ます。また 2010年6月には、300万ドル

を ODA監視のための人材養成のために頂い

ています。詳細は明日、プレゼンテーション

させて頂きますが、政府や国のリーダーが一

体となり、定期的に会合を開き、コミュニケ

ーションをとって話し合いを行っています。 

また、報告のシステム等も整備しようとし

ています。つまり、政府は議員に対して報告

をしなければならないという議論をしていま

す。一般の国民に対して、どのように情報を

開示するかが重要だと思います。情報をより

多く得てもらうためには、どうしたらいいか

を考えています。どうすれば情報やコミュニ

ケーションの共有を促進することができるで

しょうか。 

 

林芳正議員： 

 これについても、須永審議官から詳しい報

告を頂けると思いますが、私としては、自国

で国民に対して ODA に関する情報普及を行

い、カンボジアの人々が日本の納税者に感謝

をしているといった表明をして頂ければ、日

本の納税者はそのようなフィードバックを非

常に喜ぶでしょう。まずカンボジアの政府が

どのような形でそのような表明ができるか、

これについては須永審議官にもお知恵を拝借

したいと思います。実際、私自身、今日の話

し合いから多くのことを学んでいます。日本

大使館がもっとそのような情報普及活動にも

もっと力を入れることができるのではないか

と思います。申し上げたように、日本大使館

は、これまで受け入れ国政府との対話に力を

集中していましたから、今後、現地の国会議

員や地元の方々との交流という面でのコミュ

ニケーションや情報普及活動を行っていかな

ければならないと思います。その際、皆様か

らの支援は非常に有益です。大使館も頑張っ

ていますが、良いメディアや、もちろん良く

ないメディアもありますから、そういった点

でそのような表明があれば、非常に喜ばれる

と思います。 

 

ジーザス・クリスピン・レミュラ議員（フィ

リピン）： 

 私たちは今、予算編成の時期に来ています。

その中で私も ODA の問題を提起しておりま

す。それはこれまでと逆の発想で、ODA が

実際に国のためになるのかという検討をして

います。といいますのも、ODA は基本的に

は、先進国等から供出される好意の篤志だと

思います。私も以前、エストラーダ大統領の

時代に、このような ODA プログラム実施を

担当していました。その際、プログラム終了

時、契約を更新するかどうかという話になり

ました。そのとき言われたことは修正をせず、

日本が承認しなければ、もう資金援助は出な

いという話でした。そのミッションの対応に

ショックを受けました。私は大統領と大統領

の代理である官房長官とも直接働いていまし

たので、その時にはドナーの方々が、受入国

に対して助けてくださるとの話でしたが、そ
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の他のフィリピンやパキスタンや他の話を聞

きますと、ODA の動きはまた違うようです

し、それぞれ対応が違うようです。 

例を挙げますと、例えば JBICや JICA が

その国に資金を供与する時、例えば空港開発

では運輸省の執行部門に資金が注入されます。

その後、様々な協議プロセスを経ますが、そ

の内の最大 16％までコンサルタントに資金

が行きます。業者に関しても、ドナーの国か

らの業者しか認められなかったり、ドナー国

の業者が落札するとよく聞きます。つまり、

中国の企業が落札して、フィリピンの企業が

落札できなければ、フィリピンの経済には何

のプラスにもなりません。建設プロジェクト

の資材に関しても、我々の自国にあるもので

はなく、高いお金を払って輸入し、それを使

っているということがあります。 

ODA が我々にとって非常に必要なことは

明白です。しかし、そのような仕組みであれ

ば、融資を受けた方がいいのではないかと思

います。そうでなければ、結局、プロジェク

トが完成した時には、コンサルタント費や、

建材等を考えると、ODA 供与国の業者やコ

ンサルタントの利益になっており、受入国が

こういったプロジェクト契約の更新をしなけ

れば、もうお金は来ないという形で脅迫され

るような形は、考え直さなければならないと

思います。 

 先程、林先生が執行部門についてお話して

いましたが、元々ODA でもっと廉価にやろ

うと思っていたことが、結果的にはその目的

を果たさないことになり、普通に融資を受け

るよりも結果的に不利を被ります。フィリピ

ンでは、監視委員会等で、このような ODA

に関して見ていくことが重要なのではないか

と思います。国民にもその利益が来るような

形にしていかなければなりません。もちろん、

不遜な態度だと思われたくはありませんが、

途上国で起こることの ODA の 1 例として、

私の考察を申し上げました。 

 

林芳正議員： 

 非常に忌憚ないご意見ありがとうございま

す。このようなひも付きの ODA の問題は、

すでに日本の側でも論議されています。例え

ば、最初の ODA の目的は空港建設、2 つ目

がいかに受入国の経済や技術を底上げするか

になります。空港がどのように貴国で建設さ

れるべきか。また経済的に空港建設がどのよ

うなプラスをもたらすかです。それに対して、

日本の納税者は、利他的であるばかりで、納

税者は何も利益を受けないと批判することも

ありました。 

誰が参入できるかというところでは、最初

の優先項目が空港建設であれば、それは良い

空港でなければいけません。その目標を達成

するためには、誰でもいいというわけにはい

かないと思いますので、透明性のある手続き

をとっていくことが必要です。日本の技術が

よければ、排除する必要があるかどうかとい

うこともあります。透明性さえ確保できれば、

誰でも参入してもいいのではないかと思いま

す。日本の企業が何らかのビジネスを得て、

その結果、フィリピンにもビジネスをもたら

すことになればいいと思います。費用対効果

の分析をして監視し、PDCAサイクルを通し

て確認していく中で、ベストマッチを見つけ

ることです。その点では、中国、ヨーロッパ

といった他の国々も参入できるような透明な

状況を作るが一番良いのではないでしょうか。 

 

楠本 APDA 事務局長（日本）： 

 過去 10年間、日本は ODA のひもをずい

ぶん外してきました。ひも付きでない割合が

85％ですので、他の国々の平均に比べると、

ひも付きでない援助の割合が多いと思います。

日本の企業から、日本の ODA をもっとひも

付きにして欲しいというプレッシャーが来て

いるのも事実です。現在、日本の ODA のほ

とんどは、中国、インド、または台湾の会社

が取っています。日本のコンサルタントは入

っていませんが、日本の ODA がもっと地元

の会社によって調達されることを希望してい

ます。現在、調達の政策も、改善しようと努
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力しています。 

 

ジーザス・クリスピン・レミュラ議員（フィ

リピン）： 

 政治の状況は、私たちでも非常に重要です

ので、お気持ちお察します。援助政策につい

て、ODA 資金をどのように使っているかを

すべてお話しすることができないという状況

もあります。ODA に関して、最初から最後

まできちんと明らかにすることが必要だと思

います。透明性になりますと、必ずしも具体

的な中身が伝わらないことがあります。例え

ば空港の建設プロジェクトの調査をしました。

わかったことは、日本の国民にもこう伝えて

いいと思いますが、ほとんどのコンサルタン

トが自分の業務をきちんと行いません。地元

の人たちに仕事を振り、その人たちには少し

かお金を供与しません。日本のエンジニアが

海外出張してきますが。設計のアウトプット

も必ずしも、結局あまり使えないという状況

になります。何度も何度も修正されるので、

最終的にはプロジェクトの費用が高くついて

しまうことになります。現実にそぐわないも

のを造り、あとで修正が必要になります。利

他的になるためにも、自分の利益を守らなけ

ればなりません。そういった教訓をまさに私

たちODA の教訓として学びつつあります。 

 

議長： 

 少し時間がなくなっていましたので、タン

ザニアの方、ザンビアの方、最後にインドネ

シアの方にお話し頂きたいと思います。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

 昨年のワークショップに続いて、今年も参

加することができて嬉しく思います。池上さ

んに対して、人口問題についてお話くださり

お礼申し上げます。人口問題において忘れて

はならないのが、ジェンダーの問題、男女共

同参画、男女平等、リプロダクティブ・ヘル

スだと思います。昨年、私たちは決議をしま

したが、自分たちへの宿題として、人口問題、

特にリプロダクティブ・ヘルスの問題の優先

順位を高め、ODA に要請することが挙げら

れていたと思います。人口問題を解決し、リ

プロダクティブ・ヘルス、ジェンダーの問題、

男女の共同参画に対しての ODA に供与する

と決めるまで議論が進んでいるでしょうか。

どの程度日本の国会では進んでいるのでしょ

うか。 

 

林芳正議員： 

 小宮山洋子副会長が、この問題についてお

答えされるのが適切かもしれません。多少、

議論が行われていると思います。この問題が

大切なことは皆分かっています。ただ、イン

フラ整備が優先だという人もいます。私はす

べての問題が重きを持つと思いますので、結

局、全体の金額を上げることが結論になりま

す。多数の議員が 1つの問題から別の問題に

移るという動きは、私は感知いたしてはおり

ません。例えば国別のプログラムがあります。

これは国によって事情が異なります。介護の

問題やジェンダーの問題が、港湾建設や空港

建設よりも大切なのかもしれません。だから

こそ、国によって国別プログラムを作ってい

ます。ODA は必ずしもすべての受入国で同

じように扱われているわけではありません。

国によっては1つの分野が別の分野より急を

要することがあります。JBIC は空港建設等

に関わり、JICA は技術援助、技術移転が中

心です。また労働省、厚生労働省は、ジェン

ダーの問題に肩入れしているかもしれません。

だからこそお互い調整し合い、その他のチー

ムが何をしているかを意識し、受入国のプロ

グラムを微調整していく必要があると思いま

す。 

 

ロンバニ・ムシチリ議員（ザンビア）： 

 先程のお答えのフォローアップですが、情

報の欠如は他の国でも当てはまることだと思

います。須永審議官がケニアではカントリー

チームを結成し、情報はそこから得られると
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のことでしたが、このチームはケニアだけな

のでしょうか。それとも、例えばザンビアの

ような他のアフリカ諸国でも結成されていま

すでしょうか。 

 また補足ですが、同僚から聞きましたが、

特に道路工事のプロジェクトがよく遅れてし

まうとのことです。実際に請負業者を探し、

その請負業者が入ってくるまでに時間がかか

り、さらに気候が悪くてすぐに工事が始めら

れず、道路工事が 3年も遅延してしたことが

あります。地元の請負業者に事業を振ること

はできないのでしょうか。 

 

須永審議官（日本）： 

ODA を受け入れている国々において、そ

ういったカントリーチームは作られていると

思います。ザンビアについては調べさせて頂

きます。また工事の遅延は、日本の ODA プ

ロジェクトのお話なのでしょうか。具体的な

例は存じ上げないのですが、工事が遅延して

する背景には、様々な理由があると思います。

遅延の理由をまず確認したいと思います。 

 

議長： 

 インドネシアの方、どうぞ。 

 

レディア・アマリア・ハニファ議員（インド

ネシア）： 

 大変明確な発表をありがとうございました。

私の質問ですが、議員としての機能は、もち

ろん政府を監視することですが、日本の国会

で、そのような委員会を設けているでしょう

か。日本の国会内に特別委員会は設けられて

いるでしょうか。インドネシアでは、開発計

画委員会とパートナーシップを持っています

ので、すべての援助供与国からの資金の調整

を行っています。必ず資金供与が適切に効果

的なプログラムに使われているかをチェック

しています。もしこのようなことを行う委員

会が日本の国会にあれば、その委員会を通し

てコミュニケーションをとることができると

思います。情報がわざわざ日本の政府や日本

の大使館に送られるのを待つのではなく、議

員同士でもっとコミュニケーションをとるこ

とが必要だと思います。それが可能になれば、

インドネシアのプログラムでの説明責任等も

管理することができますし、日本が援助受入

国に、ODA を出す目的等もクリアになるの

ではないでしょうか。 

 

林芳正議員： 

 大変重要なポイントだと思います。先程私

も申し上げましたが、日本の参議院には

ODA 特別委員会があり、私は昨年、わずか

な期間でしたが議長を務めさせて頂きました。

また、衆議院では外交関係委員会が ODA の

問題を扱っています。インドネシアの議会に

それに匹敵するような委員会があれば、是非

2 国間の議員間のコミュニケーション、対話

を図っていきたいと思います。まさにこのよ

うな場で皆様一堂に会して、情報を共有する

ことで、政府がどのように機能しているのか

どうかを管理することができると思いますの

で、このような場所が本当に望ましい協働の

場ではないかと思います。福田議長に、この

ような率直な意見交換ができる場を作って頂

きましたことに感謝したいと思います。そう

いった 2 国間の問題だけではなく、多国間の

議員のコミュニケーションは非常に重要だと

思います。 

 

議長： 

 最後に 1つ。池上さんからタンザニアの方

にお答え頂きたいと思います。 

 

池上UNFPA東京事務所長： 

 2点、手短に申し上げます。まず、タンザ

ニアの方、ジェンダーの問題は本当に開発関

連で重要な問題です。私の知る限り、日本の

ODA の中でジェンダー問題を進める点では、

あまり進展はありません。2年ほど前、MDGs

のチェックリストの中に入れました。JICA

のプログラムのプロポーザルの時には、その

活動が何らかの MDGs に関連しているかど
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うか見ますので、そういった点では前よりも

良くなっています。しかし、具体的にジェン

ターに配慮がされているかというチェックリ

ストが項目として必要だと思います。ジェン

ダー関連の問題でいえば、今まで日本政府に

提案しているのは、子どもの健康助成金はあ

りますので、女性の健康に関しても、助成金、

補助金として支援する制度があってもいいと

思います。 

 もう 1点、林先生の忌憚ないご提案もあり

ましたが、まず説明責任を考える時、皆様の

国、また我々も実際のドナー国として納税者

に対して説明責任があるというところで、両

方に平行した動きがあると思いました。平行

線ですが、そういった視点が大事だと思いま

す。例えば NEDA という国連のカントリー

チームがあります。そういった開発を監督し

ているその国の局と国連のこのような局と直

接連絡を取る際、国会議員とも直接連絡がと

れるような、情報のフローが重要だと思いま

す。実際にドナー側、また国連組織から、国

会議員の方々にもその情報が流れることが大

事だと思います。 

 2 つ目には、情報とコミュニケーションの

重要性です。カンボジアの方がおっしゃった

ように、メディアの報道も大事だと思います。

同時に国会議員が自分の選挙区に戻った時に、

ODA に関して、いかに国家、資金が出てい

るか、いないかを話して頂く。これはもちろ

ん日本の ODA だけでなく、他のドナー国か

らや国連機関からの拠出についてもお話頂け

たらと思います。 

 

議長： 

 最後にケニアの方、どうぞ。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

 池上さんに、今、情報のフローについてお

答え頂きたいのですが、ケニアで、もうすで

に情報が分担されています。例えば議会で私

自身が、他の議員メンバーに ODA について

知らせる立場にありますが、他のグループで

も、別個に ODA だけの事を話すグループが

います。例えば、私が日本でこのような形で

ODA の関連の方たちと接触をしようとすれ

ば、その中の秩序を乱すことになります。特

に大使館レベル等では、ODA で必ずそのグ

ループに報告するメンバーがいて、このよう

な情報はせっかく出したくてもその人を通さ

なければならない状況です。本来ならば政府

や省庁がそういったところを出すべきだと思

いますが、国会議員にはそういった情報がな

く、情報フローが機能していないと思います。

もっとそれを報告がなされるべきだと思いま

す。ケニアではもっときちんと ODA に関し

て明示される必要があると思います。 

 

福田康夫 JPFP 会長： 

 大事な問題提起がありましたので、関心を

持って伺っていましたが。その中で、全体的

な情報が把握できないという話がございまし

た。供与国側の情報開示は当然必要ですが、

基本的に申し上げれば、供与を受ける側の国

の政府の問題です。と申しますのは、我が国

の政府が受ける側の政府と交渉して内容を決

めます。受ける側の国の、例えばケニアの政

府が日本からどのような供与を受けているか

は、本当は全部理解していなければなりませ

ん。一番よく知っているのはケニアの政府に

なると思います。我々供与国は、勝手に行っ

ているわけではありません。すべて受入国側

の理解、要望、要求に基づいて ODA は実施

されていますから、一義的にこの内容の必要

度、内容の実行状況、これを承知しているの

は受入国の政府の責任です。そこのところを

1つよくお考え頂いて、もし必要なことがあ

れば、議会に政府の人を呼び、よく話を聞く

ことが必要です。これが一番大事な点です。

我々、供与国側が勝手に行っているわけでは

ないので、政府が行うことに不満足であれば、

議員の皆様方が、国会で追及する等してもら

わなくてはなりません。その事を 1つご理解

頂きたいと思います。 

タンザニアのジェンダーの話に少し付け加
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えますが、これもタンザニアの国の問題です。

政府や政治家が、タンザニアの中でジェンダ

ー問題をどのぐらい重要に考えているかが基

本ですので、ジェンダーに対する対応が少な

いというのであれば、これは政府に対して、

そういった要求をしなければなりません。そ

の中で、政府がこの部分については他の国か

らの ODA の援助が必要と考えるならば、

我々、供与国側と話し合いが始まります。そ

ういう意味において、実例を申しますと、5、

6 年前ですが、アフガニスタンでは大変なジ

ェンダー問題があり、我々も調査しました。

政府からも、この問題に対して協力をして欲

しいという要請がありましたので、ジェンダ

ーの中で一番大事なのは教育の問題だと考え

て、女性に対する教育を採り上げたことはご

ざいます。これはやはりアフガニスタン政府

が必要だと考えるから、そういったことを行

いました。我々から、これをしなさい、あれ

をしなさいと言うわけにはいきません。この

ODA はそういう性格のものだとお考え頂き

たいと思います。特にジェンダーの問題は、

宗教の問題や民族性、また伝統的な問題もあ

りますので、基本的には他国から押し付ける

ものではないと考えています。 

 

MC: 

 実り豊かなセッションだったと思います。

ありがとうございました。 

 



 23

 

 

 

 

 

 

 
 

セッション１セッション１セッション１セッション１



 24

セッションセッションセッションセッション 1111    

2009200920092009 年プロジェクト（年プロジェクト（年プロジェクト（年プロジェクト（Part IPart IPart IPart I）の成果と進展）の成果と進展）の成果と進展）の成果と進展 

 

 

MC:  

 それでは、セッション 1を始めたいと思い

ます。2009年の成果の進展とその成果につ

いて、フレデリック・オウタ議員に議長をお

願いしたいと思います。オウタ議員は、ケニ

アの西部のニャンド選挙区から2007年12

月に国会議員に選出されました。現在、保健・

農業委員会と、議長委員会にも属しています。

アメリカで修士号と博士号を取得されました。

オウタ議員お願いします。 

 

議長： 

 昨年お会いした方とも、またここでお会い

でき大変嬉しく思います。また議長という大

役を仰せつかり光栄です。 

 さて、セッション 1では、2009年のワー

クショップの成果と進展について見ていきた

いと思います。始めに、タンザニア議会のマ

ガマ議員にお話し頂きます。マガマ議員はコ

ミュニティ開発委員会の委員長をなさってい

ます。また、現在、タンザニア国会の議事主

宰者（Presiding Officer）を務めています。

また現代経営管理学の学士を持っています。 

二人目は、カンボジアのオック議員です。ま

たお目にかかることができて大変嬉しく思い

ます。1954年、カンボジアのカンダール省

でお生まれになりました。公共行政の修士号

をお持ちです。現在、法律に関する博士論文

に取り組んでいらっしゃいます。カンボジア

の赤十字の副総裁を 16年間お務めになりま

した。国会議員を2年間お務めになっており、

CAPPD の事務総長をお務めです。このお二

人がリソースパーソンとして講演をして頂き

ます。 

昨年の成果をお持ち帰りになり、自国でど

のような進展があったかについてお話し下さ

います。このワークショップで、私たちがこ

の1年間学習したことを皆様と共有したいと

思います。それでは、タンザニアのジェニス

タ議員からお願い致します。

 

 



 25 

セッションセッションセッションセッション 1111    

2020202000009999 年プロジェクト年プロジェクト年プロジェクト年プロジェクト（（（（PartPartPartPart1111））））の成果と進展の成果と進展の成果と進展の成果と進展    

ジェジェジェジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員ニスタ・ジョアキン・マガマ議員ニスタ・ジョアキン・マガマ議員ニスタ・ジョアキン・マガマ議員    

タンザニア    
    

    

タンザニア議員を代表して、昨年の APDA

のワークショップに参加させて頂き、実際に

どのようなことを自国に持ち帰り、タンザニ

アの議会で進展をもたらしたかをお話したい

と思います。 

 まず最初に、主催者の方々、事務局の方た

ちにこの会議参加の機会を与えてくださった

ことを感謝したいと思います。 

タンザニアは国際社会の一員として、行動

計画1994年カイロで採択された行動計画、

様々な国際会議で採択された意思決定、また

MDGs等も目標に掲げています。昨年のワー

クショップの後で、4つの提案と優先順位を

自国に持ち帰り、議会で提案をいくつか行い

ました。 

最初の提案ですが、まず政府にリクエスト

を出す上で、2 つの事がなされなければなら

ないと提案いたしました。1つは、政府は議

員に対して適切で、タイムリーな ODA に関

する情報を提供するべきです。タンザニアは

議員同士で、政府にそういったリクエストを

出すことを決定いたしました。実際に私たち

は、その運営委員会を使い、ワークショップ

で学んだことを報告いたしました。運営委員

会が 4カ月ごとに必ず、予算を組む前に、計

画委員会を開催し、その中でまず、政府が様々

な援助供与国からリソースを動員する場合に、

どのようなプロジェクトが実施されるか情報

提供することを要求しました。このような計

画を行う会議を今年始めまして、来年はより

成果のある形で実施したいと思います。 

2 つ目の政府に対するリクエストとして、

最初に人口開発に関するタンザニア議員連盟

は政府に対して、人口開発の優先順位をもっ

と高めるよう、また ODA をもっと人口開発

問題に使ってもらえるように要求しました。

そして、政府の各省庁と協力して非常に大き

なフォーラムを催すことを合意いたしました。

人口開発問題に取り組んでいる省庁だけでな

く、その他の国際的なNGO にも協力しても

らうことになりました。フォーラムの中では、

リプロダクティブ・ヘルスが直面している問

題について話し合い、現在の状況を改善する

ための課題、リプロダクティブ・ヘルスの実

現を阻む問題、また人口問題全般、また国の

発展のために、そのような問題を話し合いま

した。人口問題に関して。私たちは国内で非

常に問題を抱えています。そのフォーラムを

開催した時に、そうした課題を協議すること

ができました。タンザニアの人口は、まだ拡

大しています。そのスピードが経済成長の度

合いよりも速いため、教育サービスが不足し

ています。また医療サービスも追いついてい

ません。このような人口の増加は、高い出生

率が要因です。1人の女性が約 6名の子ども

出産するような状況があります。 

2 つ目の課題として、国として頻繁に避妊

具が不足しています。男性も女性も避妊具の

サービスが必要ですが、それが入手できない

状況です。 

3つ目の課題ですが、政府によって家族計

画のための予算が不足しており、需要に応え

られていません。その予算もここ 3年間でど

んどん減っています。援助供与国は直接家族

計画の問題には資金を提供していないという

状況があります。 
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結論になりますが、人口・開発に関するタ

ンザニア議員連盟は、大きな会議を開き協議

した後に、政府に対して 2 つの要請を出しま

した。1つは、政府に対して家族計画サービ

ス活動にもっと予算を振り分けて欲しいと要

求しました。家族計画に必要な経費は、2010

年の活動計画にもすでにその経費の見積もり

が出ています。これは厚生省また社会保障省

の監督の下で、そのような経費をきちんと計

算して、政府に予算を要請しました。 

また、政府に対するもう 1つの要請は、特

定の家族計画の目標を作ることです。予算の

項目に関連して、厚生省や社会保障省の予算

の範囲内で見積もりをし、家族計画がきちん

と成功しているかを追跡し、さらに予算を動

員することをお願いしました。何らかの方法

で、この問題をタンザニアの国内で解決しよ

うとしています。 

このフォーラムを通じて、非常に大きな進

展があり、私たちの提案が受け入れられ、非

常に満足しています。政府は社会保障省と協

力し、開発に適切な方法で第三次家族計画を

作成し、これを 2010年から 2015年に実

行します。具体的な活動計画として、国内で

避妊具がきちんと行き渡るようにします。ま

た様々なサービスを提供するための対応能力

を構築し、システムを管理することで人口問

題を解決していくという姿勢を打ち出してく

れました。政府が動き出し、私たちは非常に

喜んでいます。私たちの人口議連の働きかけ

により、政府と協力して人口問題を解決する

方向に動いています。 

 2 つ目の提案、3つ目の提案に関しては、

私たちの活動は十分ではありません。でも少

なくとも 3つ目の提案に関しては、活動を実

行することができました。政府は私たち議員

と議論を重ねまして、内部監査法を公共部門

で改正できないかと提案しました。政府のガ

バナンスまた説明責任を向上して、財務部門

で透明性を保障できないかと提案しました。 

また経済財務省の会計部門が、2 日間のワ

ークショップを主催し、運営委員会を設け、

公共部門の内部監査を改正しています。ワー

クショップの目的は、より高い意識や知識を

議員の間に醸成することが目的でした。様々

なプロジェクトを監視するという責任を強化

するためです。特に地方の政府レベルでその

ようなことが行われるように、行政単位でも

そのようなことを行いました。また、内部監

査をより強化することにより、持続可能な開

発が国内で可能になるように努力しています。 

 私たちはリプロダクティブ・ヘルスに投資

し、ジェンダー平等を実現することにより、

人口の安定によりよい影響をもたらすことが

できると思います。経済の開発も前向きに進

めることができると思います。貧困削減を保

証しなければいけません。開発やその他の努

力を通じて、経済開発を可能にするために、

人口問題を解決していきたいと思います。こ

のようなお話をさせて頂く機会を頂き、感謝

申し上げます。 
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セッションセッションセッションセッション 1111    

2009200920092009 年プロジェクト（年プロジェクト（年プロジェクト（年プロジェクト（Part1Part1Part1Part1）の成果と進展）の成果と進展）の成果と進展）の成果と進展    

ダムリー・オック議員ダムリー・オック議員ダムリー・オック議員ダムリー・オック議員    

カンボジア 

    

    

このような会議に参加する機会を頂き、昨

年からのフィードバックをここで発表できる

ことを嬉しく思います。これまでの進捗とし

て、カンボジアの状況をご報告します。 

 まず、カンボジアの国民議会に関して、法

と協定の採択に対する進捗があります。もう

1つには、能力構築として 2009年のワーク

ショップも含めまして、昨年以降、カンボジ

アで国会議員が、様々なワークショップや会

議に参加していいます。 

カンボジアの国民議会では、2009年8月

から 2010年8月までの間、討議を経て 25

の法案が採択されました。その中のうち、10

は国際的な貿易や商業に関する協定、中国、

日本、韓国といった国との協定です。またさ

らに採択した中には重要な法律もありました。

例えばこれはカンボジアの状況の中で必要と

する法案でしたが、刑法があります。また刑

法と一緒に汚職防止法を、カンボジアの状況

に合わせて改正をしました。汚職防止法に対

しても、法令として発布し、今年、2010年

の 12月から発布されます。 

これはドイツ、香港、日本などの事例を参

考にさせて頂いた汚職防止法です。また、土

地収用法という、政府が何らかの形で民間か

ら土地、不動産を、道路や、学校、病院等の

建設の時に土地を収用できるよう、市場価格

で引き取る、制度である土地収用法も採択し

ました。また、デモといった抗議行動に対し

て、平和的行動行進法も制定されています。 

 さらい、我が国としては、国際養子縁組法

を採択し、2010年度予算法案も採択しまし

た。それが今回の議会で上院・下院で採択さ

れています。 

 また、議員の代表団が中国を訪問し、法に

よる汚職取り締まりに関する法律である汚職

防止法等の実情視察を行い、立法の参考にさ

せて頂きました。また韓国への訪問でも、同

じく汚職防止法に関する協議を行いました。

我々は汚職に対する対応について、監視チー

ムを設立いたしました。汚職防止機関と司法

警察といった汚職防止の担当局で監視します。 

 能力構築では、国会議員がそれぞれ様々な

具体的な分野で、会議、ワークショップ等に

参加しています。能力構築に関する会議、ワ

ークショップは 17回実施しています。国民

議会また上院議会、議員会館等で行い、ミー

ティングやワークショップをプノンペンで 4

回行いました。また、地方でも 4回開催して

います。また国際研修、調査ミッションとし

てマレーシアを訪問し、女性の出産に関する

（Women Deliver）会議や、人権関連のワ

ークショップ等に参加しています。 

また国内では、国連人口基金の支援により、

国会議員の能力構築のワークショップ等を行

っています。海外のミッションから戻ってく

ると、議会報告を行い、他のメンバーへの報

告会を実施しています。 

前回、私が米国ワシントンでのウィメンデ

リバーの会議から戻った時には、4つのワー

クショップと 1 つの円卓会議を行いました。

この中で、メディアとの記者会見、テレビ放

映等も含め、情報普及も行いました。国連の

事務総長のメッセージや、ウィメンデリバー

という MDGs 関連の報告等を行いました。

他にも、母子健康およびリプロダクティブ・
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ヘルス、有害な慣行の削減等のトピックでも、

国会議員の能力構築を行っています。 

 他の進捗では、議会と政府との情報の共有

化、コミュニケーション強化を行っています。

お互いに情報を出す上では、特に議会は、政

府に対して例えば ODA 開発プログラムに関

しての十分な情報開示の勧告や、国の開発計

画の建設の進捗に関する情報開示の勧告を出

しています。公聴会も行い、一般大衆にその

ような情報を、ラジオ、テレビといった広報

を通して行っています。 

カンボジアでは、日本を含め様々な国から

ODA を受けています。今回我々が来る前に

も、非常に大きな支援が決まりました。国道

第 1号に橋を架ける事業ですが、建設費用が

130 万ドル、人的資源の開発に 3 万ドルの

プロジェクトです。 

 カンボジアでは、上院議長、下院議長およ

び、首相という 3人のリーダーがグループと

なり、随時国家開発等の情報を共有すること

にしています。 

 先程、汚職防止の監視局を作ったことを申

しました。これは 3月からです。2009年か

ら 2013年までの国民議会戦略開発計画も、

採択しています。今カンボジアに対する援助

の報告も最終段階に入っています。 

 カンボジアでは、グッドガバナンスをその

中核に備えた形で、あらゆるプロジェクトや

活動を実施するようにしています。現在、第

二段階です。法令発布には国王殿下の署名が

必要です。グッドガバナンスとしては、司法

戦略を拡大し、その中核としては、汚職が国

家開発の障害ですので、汚職防止を第一に優

先しています。 

 2 つ目には、カンボジアでも構造的により

効果的な司法体系を作らなければなりません。

現在、司法制度の確立を目指していますので、

司法改革をし、検事、判事といったような法

律関連の人たちへの能力構築を実行していま

す。 

 3 番目には行政改革です。特に人材活用が

大部分ですが、進捗も特にテクノロジーの強

化という課題で、質の高いスタッフを確保す

ることが戦略です。 

 最後は、国王軍の改革です。これはオフィ

サーの数を削減する反面、質を向上させてい

くものです。他にも物理的なインフラの強化

や建設等を改善していくことを考えています。 

 国の発展という面から、国を向上させるた

めには、主に建設事業、特に運輸ネットワー

ク、輸送ネットワークや、水資源、灌漑利用

等が重要ですが、首相がすでに公約としてコ

ミットし、2015年までに水資源や灌漑設備

を強化しているところです。 

また、エネルギー部門にも力を入れていま

す。特に 2012 年までに 5 つの大きなエネ

ルギー関連プロジェクトを竣工する予定です。

合計で約700メガWの発電力になると思い

ます。また情報通信技術の発展のために、政

府はすでにこのようなコミュニケーションシ

ステムを各地に設置しました。特に農村等で

の通信情報を確立しています。 

重要なのが、人材の能力構築です。カンボ

ジア政府としても、教育の質の向上に焦点を

当てています。現在、教育の機会を増やして

います。しかし、それに関しては教育の質を

上げなければなりません。教育の質を向上さ

せるための担当局があります。 

また、保健所の看護師や助産師等にも、学

生やスタッフとして起用しています。カンボ

ジアではジェンダー政策実施に関して、国の

指導者から、強い支持を受けています。最近

では私がここに来る 1日前、人口と開発に関

するワークショップを行いました。 

 現在のカンボジアでの進捗は、JICA や、

USAID、その他のドナー諸国からのご支援の

おかげです。ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 1111    

討討討討        議議議議    

議長：フレデリック議長：フレデリック議長：フレデリック議長：フレデリック・オウタ議員・オウタ議員・オウタ議員・オウタ議員    

ケニア    

    

 

議長： 

 タンザニア、カンボジアの方からお話を伺

いました。これから討議に入りたいと思いま

す。是非オープンにディスカッションをして

いきたいと思います。インドの方、どうぞ。 

 

インド： 

 すべての開発に関しては、国民議会が承認

しなければならないとおっしゃったと思いま

すが、ODA に関しては、政府の資金は関わ

っていませんが、どうして国民議会の承認が

必要なのですか。またどのような協議が行わ

れていますか。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 2 つに分けて考えていきたいと思いますが、

ODA や助成金、または借入金に関して、こ

れは国家戦略計画がありますが、いずれにし

てもこれは国民議会の承認が必要です。上院

の承認も必要です。国王が最終的に署名をし

なければならないという手順です。国民議会

で開かれた会議の中で、まずその関連領域の

委員会を開き、その予算について話し合いを

します。監査委員会も協議に参加します。財

務の専門家も関わって話をするのです。その

後、カンボジアの国民議会では 9つの常任委

員会がありますが、常任委員会を開き、この

常任委員会の中で協議を行います。その後、

ワークショップを開きます。これはメンバー

の間で開きますが、この中にはNGO も参加

し、国の機関も一緒になって話をします。 

 ご質問にあった、どういった協議があった

かについて、もちろん反対意見もあれば賛成

意見もあるのは、当然だと思いますが、賛成

意見が多数である場合は、国民議会にかけま

す。ありがとうございます。 

 

議長： 

 ではラオスの方、お願いします。 

  

ドゥアンディー・ウッタチャック議員（ラオ

ス）： 

 2 つ質問があります。1つはタンザニアの

方に質問です。家族計画の実施においてどう

いった達成をなされたのか、教えて頂けます

か。また、タンザニアは貧困軽減に向けてど

のような作業を進めていますか。 

 もう1つの質問はカンボジアの国会議員の

方にお聞きしたいのですが、汚職防止法の実

施の中で、一体何を達成されましたか。また

カンボジアの教育制度ですが、どういった形

の教育制度を確立し、どういったことを達成

されましたか。 

 

議長： 

 ではタンザニアの国会議員の方から質問に

答えて頂きたいと思います。  

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

 先程申し上げましたように、私の国の人口

は大変高い人口増加率で増加中です。現在、

4000万人に近づきつつあり、このように人

口が急増すると、経済成長率が人口増加率に

ついていっていないことに気付きました。だ

からこそ、私たちは貧困という大きな問題に
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直面しており、リソースが足りないという問

題があります。リソースを十分に使い、保健

所を建てたり、教育機関を作るといったこと

ができません。それが大きな問題です。人口

増加率と貧困の軽減を考えた時、人口増加率

が非常に高ければ、私たちが貧困撲滅のため

に闘ったとしても、相殺されてしまいます。

貧困軽減に関しては、国家戦略計画の中に含

めていますが、どれだけ頑張って貧困撲滅の

ための計画を立てたとしても、人口が増加す

る率が高ければ効果は望めません。 

現在、タンザニアの人口関連の国の省庁と

その他国際機関そして、国会議員も一緒にな

り、今話し合いを進めています。私たちはい

かにして人口をコントロールすることができ

るのか。それをもってして、貧困撲滅のため

に闘うことができるのかという話し合いをし

ています。 

人口を安定化させ、リソースを動員してい

けば、この貧困撲滅のために闘うことができ

ると考えています。私たちとしてはすべての

リソースを動員して、特にリプロダクティ

ブ・ヘルスや家族計画等に使っていきたいと

思います。またもっと多く保健所等を作り、

女性、子どもが、医療の支援を受けることが

できるようにしていきたいと考えています。

現在様々なことが計画されていますが、まず

私たちは人口問題に取り組みつつ、それと同

時にこの貧困戦略を達成していかなければな

らないと考えています。 

 

議長： 

 今のでお答え、ご満足ですか？ 

 

ドゥアンディー・ウッタチャック議員（ラオ

ス）： 

 ありがとうございます。もう 1つタンザニ

ア国会議員にご質問したいと思います。その

計画の中で無料の避妊具を配っていますか。

家族計画の中で、そういった取り組みはされ

ていますか。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

 そういったプログラムはあります。実際、

この避妊具は、無料で配布をしています。民

間の病院や民間のクリニックでは、時々販売

されていることもありますが、政府の病院、

地方のクリニックでは、避妊具は無料配布さ

れています。私たちとしては、避妊具を使い

たいと考えているすべての女性は、避妊具を

使える状況にあるべきだと考えています。特

に地方では、人口の増加率がより高い状況で

す。民間のクリニックや病院においては、販

売されていることもあるかもしれません。 

 

オウタ議員： 

 お隣の国ですので、同じような問題を抱え

ていると思います。ケニアにおいても政府系

の診療所では無料で避妊具を配布しています

が、貧困のため女性がそこに赴けないという

状況があります。人口を抑制しなければなら

ないのですが、貧困のために食べ物を優先し

てしまいます。政府が無料で避妊具を配布し

たいと思いますが、その引渡しをする場所に

さえ、女性たちが赴くことができません。人

口抑制のための対策として、男性向けのプロ

グラムはあるでしょうか。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）：（英語訳より） 

 国家保健計画において、すべての村で診療

所が必要です。教育をきちんと施すことで、

コミュニティに対して、避妊具を使うことの

重要性を啓蒙していく。そうすることによっ

て人口問題を解決する必要があると思います。

今、タンザニアの国民は人口を抑制すること

によって貧困を削減することの大切さに気付

きつつあります。家族の人数が多いと、家族

のすべての生活をきちんと管理していくのは

ほとんど不可能になります。男性また女性に

とっても、避妊具を必要としている状況です。 

もう 1つの課題が、伝統的な迷信です。政

府が一生懸命努力をし、NGO も努力をして
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いますが、避妊具は体に悪いといった迷信が

はびこっています。農村地帯のおいては、伝

統的な方法で避妊をしようとしてしまいます。

しかし、国全体で、避妊をすることで、人口

問題や貧困問題が解決できるという考え方、

特に家族の人数を増やさないためにも、避妊

具が必要だという意識は広まりつつあります。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 ラオスの方からの汚職防止法の質問ですが、

カンボジアにおいては、約 30の条項が汚職

防止法に入っています。様々な機関や一般か

ら提案があり、私たちはその後ようやく汚職

防止法を改善するために、法律の改正に動き

始めました。1994年にその努力を始めまし

たが、時間がかかりました。まず他の関連す

る法律を勉強し、どちらの優先順位が高いか

を勉強しなければいけませんでした。汚職防

止のためには何らかの罰則がなければいけま

せん。でも罰則は他の刑法にも影響を与えま

す。まず刑法を優先し、採択しなければなり

ません。1996年に刑法の改正を始めました

が、その他の補足的な法律を作っていかなけ

ればならないことに気づきました。フランス

政府、日本政府、またドイツ政府から、刑法

を作るために様々な支援を頂きました。その

刑法を作った後、そのプロセスは法律に対し

て責任を持つ各省庁、例えば内務省、司法省

と刑法はつながりがあるので、それらが担当

し、社会の情勢も研究しつつ、134回も公聴

会を行いました。各省庁、また一般市民、NGO

からも様々なご意見を頂きました。メディア

からもご意見を頂きました。2009年によう

やく法律改正に至り、閣僚が承認しまして、

国民議会にかけました。このようなプロセス

を通じて法案が承認されます。2009年10

月、刑法が改正され、その後 2010 年 1 月

には汚職防止法が承認されました。法律が承

認された後で、法律を一般に公式に発表して、

汚職防止審議会を作りました。審議会は 2 段

階あり、実務を行う実務課が汚職を防止する

ような活動を行います。また今年の 10月に

は、全政府の職員が、自分の不動産をあきら

めなければなりません。 

カンボジアの教育については、JICA 等の

支援を得ています。また韓国と中国の支援も

得ています。 

最後に、2010年の最新の情報ですが、65

カ所で灌漑を作っています。灌漑水路の補修

もしています。JICA、韓国、中国、私たちの

国家予算から予算がでています。 

 

議長： 

 ベトナムの方、どうぞ。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 カンボジアとタンザニア両国に質問ですが、

ODA 関連の法律をお持ちでしょうか。多く

の国においては、国会において ODA は、国

会で扱われていないと思います。タンザニア、

カンボジアでの状況を教えてください。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

 タンザニアにおいて、答えはＮＯです。私

たちは ODA の法律は全く持ち合わせており

ません。しかしながら、どのような形で国会

議員が ODA について知っていくことができ

るのかを考えています。私たち国会にはルー

ルあり、予算セッションがある 3週間ごとに

国会議員が様々な委員会に参加をし、その委

員会に請求することで、様々な省庁が準備し

ている予算が国会にかけられる前に、委員会

でまず話をすることにしています。国会議員

は様々な省庁の委員会を通して、予算を通過

させる前に、その中でおよそどのくらいがド

ナー国から ODA として受けたものなのかを

きちんと質問して回ることができます。そう

いった中で、ODA を含む様々なリソースに

ついて話ができます。法律の下で ODA の話

ができるのはその機会だけですが、ODA に

特化した法律はありません。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 
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 カンボジアにおいても特別に ODA に関す

る法律はありません。今ある法律の中では、

国家戦略計画に関わるもので、国家の ODA

当局があり、国のレベルで、国家の間の合意

を行うことにしています。これは上下両院で

採択されておりまして、批准に関しては、最

終的に国王が行っています。それが公布され

ます。特別に ODA に特化した法律はありま

せんが、今、既存の法律で、ODA の扱いに

関して、国家の間の協力関係や、国家戦略計

画に関わるようなものはあります。その財務

的なことに関わるようなものはあります。 

 

議長： 

ありがとうございます。ベトナムどうぞ。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 様々な委員会や国会において ODA の使途

に関してモニタリングという話がなされます

が、モニタリングは難しいものです。すべて

の国会が何度か集まると思いますが、予算で

集まるのは 1回だけだと思います。ODA の

支援は年間を通して継続的なものです。国会

が予算を承認した後、1カ月後に ODA の資

金がくるかもしれません。これは省庁が批准

することになると思いますが、そうなると国

会の機能はあまりなくなります。ベトナムで

は、汚職が蔓延しておりまして、JICA から

の ODA の汚職もありました。ODA の使途

に関して批准をすることによって汚職を防止

していかなければなりませんが、難しい状況

があります。国会で 10 年前、ODA 関連法

が必要だといわれたのですが、それは承認に

至りませんでした。私たちは今も ODA の使

途に関して心配をしています。効率的な使用

に関して懸念があり、いかにして汚職を防止

し、しっかりと法制化したメカニズム、仕組

みをつくれるか考えています。 

 

議長： 

 非常にいいコメントでした。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 まだ特に ODA の受け入れに関する法律は

整備されていないので既存の法律を何らかの

形で国の戦略計画また ODA に関して今の法

律を行使して、対策を練っています。カンボ

ジアの議会においては規制があり、また憲法

においても議会に対して権限を与え、各省庁

に対して権限を与えて、質問に答えています。

例えば毎週木曜日ですが、議員が各省に対し

て、汚職に関しても、不正に関するものでも、

どのような質問をしてもよいことになってい

ます。必ず毎週木曜日に各省の代表者が来て、

議会に招聘されて、質問に答えています。直

接答えてもいいし、文書による回答でもかま

いません。 

 

議長： 

 それではここでセッション1を終えたいと

思います。リソースパーソンの方々、非常に

素晴らしいプレゼンテーションをありがとう

ございました。 
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セッションセッションセッションセッション 2222    

イントロダクションイントロダクションイントロダクションイントロダクション：セミナーの趣旨とセッションに関する説明：セミナーの趣旨とセッションに関する説明：セミナーの趣旨とセッションに関する説明：セミナーの趣旨とセッションに関する説明    

    

    

MC:  

 セッション 2 の議長は、ザンビアのロンバ

ニ・ムシチリ議員にお務め頂きます。ムシチ

リ議員は、2006年にカブシ選挙区から国会

議員に選出されました。以前は公認会計士を

されていました。ザンビア人口・開発議員連

盟のメンバーでいらっしゃいます。 

 

議長： 

 ありがとうございます。ご紹介ありがとう

ございました。次のセッショの講演者は、楠

本修 APDA 事務局長です。楠本さんは、国

際学で明治学院から博士号を取得し、東南ア

ジア、南アジア、東アジアの比較研究の論文

を執筆しました。1990年から大学で教鞭を

とられ、リソースパーソンとしても国際会議

に数多く参加されています。楠本さんは人口

調査に関して 17の国で、人口と開発分野の

調査をされました。タイムマネージメントが

非常に今日は厳しいですので 30分のプレゼ

ンの後、45 分の討議の時間がございますの

で、その時にご質問頂きたいと思います。 

では、楠本さん、よろしくお願いします。 
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セッションセッションセッションセッション 2222    

イントロダクション：イントロダクション：イントロダクション：イントロダクション：セミナーの趣旨とセッションにセミナーの趣旨とセッションにセミナーの趣旨とセッションにセミナーの趣旨とセッションに関する関する関する関する説明説明説明説明    

楠本修楠本修楠本修楠本修        

APDA 事務局長・常務理事 

 

 

今回のプログラムを見て頂くと、今回のセ

ミナーでは人口と開発分野の国会議員活動と

いう点から見れば、あまりなじみのない分野

の専門家にご講演をお願いしています。そこ

でお許しを得て、今回のプログラムの趣旨と

これから行われるセッションについて、なぜ

このような構成にしたのか、セッションの意

義についてご説明申し上げます。 

 

＜プロジェクトの位置づけ＞ 

 このプロジェクトは昨年から始まったもの

で、ODA の実績を援助国の国民にとっても、

ドナー国の国民にとっても、はっきりと分か

りやすく示すことで、先進国と途上国の共感

を構築し、援助を拡大させるとともに、途上

国の人々には当事者としての意識を持って頂

くことで、人類の未来を希望あるものとする

ための、基盤である人口問題と持続可能な開

発の問題を解決に向けることを最も大きな目

的としています。 

ODA の成果を分かりやすく示すためには、

ODA の透明性と説明責任の向上が不可欠で

す。また現在、先進国を初めとするドナー機

関は、有権者等に十分な説明責任を果たすた

めに、援助プログラムそのものに高い透明性

と十分な説明責任を求めています。このよう

に高い透明性と十分な説明責任を果たせるよ

うな環境を構築することは、ODA を拡大し

ようと思うならば不可欠の条件となってきて

います。しかし、これらの高い透明性と十分

な説明責任にともなう費用についてはあまり

議論されていないように思います。 

 私たちが長年人口と開発に分野に関わり、

途上国の国会議員の皆様と様々な会議を開催

してきました。その中で常に上がってくるの

が、ODA のかなりの部分が直接の援助に向

けられるのではなく、コンサル会社等の経費

に使用され、途上国には債務だけが残される

という意見です。事実、多くの途上国では、

先進国が求めるような高い説明責任を果たし、

透明性のあるプロジェクトを実施できる人材

が限られています。英文や仏文で先進国やド

ナー機関の求める形式合理性を踏まえた申請

書や報告書を書ける能力を持った人材は、国

際的にもそれ程多くはいません。国際社会で

のニーズに応えて頭脳流出する可能性があり

ます。このようなメカニズムから、途上国に

おいては常に人材が不足し、ドナー機関が求

める形式要件を満たすためには、勢い先進国

のコンサル会社等に頼らざるを得ない状況が

あるといえます。 

 ここにはいくつかの問題があることが分か

ります。単純に考えて、例えば 10万ドルの

事業があった場合に、8万ドルの管理費がか

かってしまっては、一体何のための事業であ

ったのか分からなくなります。しかし、ドナ

ー機関が要求するような非常に詳細な、透明

性や説明責任を満たすことができる文書を作

製できる人材は、先進国でも限られています。

最も完璧な人材像を考えてみると、弁護士と

公認会計士の資格を持ち、尚かつ英語やフラ

ンス語に堪能な人材になります。日本の例で

言えば、そのような人材がいないことはあり

ませんが、平均年収は 30万ドルを超えるよ

うな状態になると考えられます。 

 つまり、先進国の水準で考えれば、高度人
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材が必要だという事から考えれば、8万ドル

の経費は一人の専門家の2ヵ月半分程にしか

当たりません。様々な管理的経費を考えれば、

おそらく 1 か月分、つまり、154 時間分程

の時間しか使えなくなります。これはプロジ

ェクト全体から考えれば、明らかに異常な事

態です。事業の健全性を確保するための経費

が 8割を占めるようでは、プロジェクトを実

施する意味そのものを問う必要があるでしょ

う。つまり、事業目的から見て妥当性のある、

経費の範囲内で説明責任を向上し、妥当な透

明性を確保するにはどのようにしたら良いの

かは、非常に重要な問題です。 

 ここにご参集の皆様は各国の国会議員です。

国会議員と官僚の最も大きな違いは、官僚は

定められた法の範囲でその業務を執行するの

に対して、国会議員はその法の妥当性そのも

のを問い、時代、状況、必要性に合わせて妥

当なものとするために立法する役割を持って

います。官僚は法が定められている以上、そ

の法が絶対であり、その遵守が至上命題です。

これは官僚制の鉄則であり、官僚にそれ以上

を求めることはできません。従って、透明性

や説明責任を規定する法そのものや法の運用

については、国会議員が責任を持って対処す

るしかありません。 

 今回のセミナーだけで完璧な回答が出てく

るような性質のものではありませんが、各国

の国会議員が当事者として、有効な ODA と

はどのようなものか、そこに必要となる妥当

性とはどのようなものか、また ODA の成果

を先進国と連携して高めていくにはどうした

らよいか、という本質的な課題は、国会議員

しか携わることのできない問題です。国会議

員の先生方が日々の政務に追われて、激務と

いえる状況にあることは十分承知しています。

しかし民主主義という制度の中で、各国国民

に責任を持ち、この私たちの住む世界を向上

させていく上で国会議員の役割は決定的とも

いえる大きな意味を持っていると思います。 

 このような協議を通じて、先進国と途上国

の人口と開発に関する議員フォーラムのネッ

トワーキングをより強化することで、ODA

事業の直接的な「見える化」を図り、国民の

理解を得、先進国・途上国共に連帯感を構築

することで、相互協力を拡大する。各国で、

自らの国の状況にあった立法を行うことで、

妥当性のある監査基準や透明性を構築し、

ODA 事業の妥当性を確保することができる

と思います。このような意図からセッション

を構成しています。 

このプロジェクトはかなり野心的なもので

すが、現代社会において絶対に必要となる論

点であり議論だと確信しています。昨年の問

題提起を受けて、議論を深めるために数多く

の専門家に多方面からのご講演をお願いして

います。そのセッションの意図とご講演につ

いての簡単な説明をします。 

 まずセッション 4の講師は、人口と開発と

いう分野から考えれば、非常にユニークだと

思います。岸田孝一先生は、株式会社 SRA

最高顧問で、日本のソフトウエア開発の草分

けとも言える方です。ソフトウエアを単なる

コンピューター上の規則として捉えるのでは

なく、ソフトウエア進化論として、社会を反

映したシステム、または社会の縮図としての

モデルという考え方を提唱されています。 

 私たちが取り組んでいるテーマは、ODA

の透明性と説明責任の拡大です。この事を通

じて、ODA に対する国民の理解を拡大し。

国会議員が人口と開発分野における ODA の

優良事例を理解し、それを国会議員のネット

ワークを通じて共有し、その内容を途上国と

先進国で共有することで、選挙区の人々に

ODA の必要性を理解してもらい、また途上

国と先進国の連帯感を強化しようというもの

です。この事によって、各国で自ら国会議員

の機能を強化し、民主主義を進展し、結果と

してグッドガバナンスを拡大することにもつ

ながります。このためには何が必要でしょう

か。答えは明瞭です。国民に説明できる透明

性と成果が必要です。そのためにはどのよう

な法律が必要で、その法律を実施するにはど

のような裏付けや立法技術が必要か、そのた
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めには国会議員は何をしなければならないの

か、それが最終的な目標になると思います。 

 いずれにしても、法は必要性に基づいて作

られるものです。必要がなければ法は立法さ

れません。アメリカのメリーランド州の法律

に「映画館にライオンを連れて入ってはなら

ない」という法があるそうです。何と馬鹿な

法律！と思われるかもしれませんが、実際、

かつて誰か連れて入っていった人がいて、そ

れをやめてほしいと思っても強制できる根拠

がなく排除できなかったため、制度としてラ

イオンを映画館に連れて入ってはならないと

いう法律ができたと考えられます。つまり法

には必ず必要性があって作られます。従って、

法と法を支える社会環境が適応していなけれ

ば、法は実際的な有効性を失います。法と社

会との関係については、明日、法社会学の立

場から樫澤先生にお話頂きますのでここでは

あまり立ち入りません。 

 私たち先進国の中では、コンプライアンス

遵守の下に、法や規則の精緻化が進んでいま

す。法は形式合理性を尊びますから、一つの

必要性に基づいて立法した場合、その形式合

理性を一貫させるために付随する法や規則が

山ほど形成されます。このような流れは企業

においても進んでおり、政府や私たちのよう

な公益法人も非常に細かい規則によって規定

されています。つまり、ソフトウエアやコン

ピューターの進化が、複雑性を拡大し、実定

法至上主義を押しし進めている側面がありま

す。その意味ではローマ時代と異なり、現代

における実定法至上主義はコンピューターが

介在した複雑性だといえます。 

 国際機関も同様で、UNFPA や UNDP で

走っている ATLASというシステムも、企業

で言えば、ERP （Enterprise Resource 

Planning）と称される人的管理から資金管理

までをコンピュータ・システムで行っている

ものです。労働基準法や様々な社会保障の規

則、いかなる入出金も一つのシステムで管理

されるようになってきています。このように、

コンピューターが導入されることで、かつて

ないほど形式合理性の追求が可能になりまし

た。言葉を代えれば、可能になったために、

その社会的な妥当性が検証されることなく、

精緻化だけがどんどん進んでいるともいえま

す。コンピューターは道具ですが、それによ

って実現可能になった精緻な管理と、実定法

至上主義や官僚制は、親和性が極めて高いた

めに、しばしば形式合理性の追求そのものが

「目的」に置き換わる場合があります。 

 ODA であれば、その目的は事業目的で規

定されている内容でしょうが、形式合理性の

追求が、コンプライアンス遵守や説明責任、

透明性の拡大の大合唱の中で、その妥当性を

問われることなく目的となっています。 

 実はこのような傾向の持つ問題点そのもの

について議論がなされなければならないと思

います。事実問題として、このような形式合

理性の過度の追求が膨大なコストを生んでい

ます。しかし、あまりこのような議論がなさ

れることはありません。 

 ただ国会議員という立場から考えれば、形

式合理性やコンプライアンス遵守が非常に重

要なものだとしても、そこには常にその目的

が問われなければならないと思います。 要

するに国民の代表として、なぜそのようなシ

ステムが必要なのか、どの程度の精緻さを達

成するためにはどの程度のコストがかかるの

か、全体として国民の福利を最も向上させる

という点から考えた場合の、妥当性とはどの

ようなものか、という問いが常にあるのでは

ないでしょうか。 

 現代社会で進展している、このような形式

合理性の追求を伴った精緻化は、官僚制と非

常に親和性の良いものです。マックス・ウエ

ーバーは合理的制度として近代化に伴う官僚

制を挙げました。しかし同時に、官僚制の拡

大がほぼ自動的に進み、拡大する組織そのも

のが組織の形式合理的運営のために、さらに

管理組織を必要とし、その運営のために効率

が低下することも指摘しています。 

 またマルクスは資本主義の究極形態として

計画経済を予見しましたが、完全にコンプラ
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イアンスを遵守したシステムや事業を行おう

とすれば、計画を立て、何が何でも計画通り

に支出するという、計画経済化の途を歩むこ

とになります。 

 1990年ごろに旧ソ連をはじめ、計画経済

システムをとっていた国々が、市場経済化へ

の途を選択しましたが、その理由は計画経済

の効率性の悪さであったと考えられています。

つまり私たちは、20 世紀に人類が行った社

会実験の結果に学ぶことなく、コンピュータ

ー化された社会の中で、目的合理性を失い、

形式合理性の追求が自己目的化し、何のため

の規則や法律かを問うことなく。自らを規則

でがんじがらめにし、効率を低下させている

ともいえるのです。 

このようにすべてを法で規定し、形式合理

性だけを守ればよいという考え方を「実定法

至上主義」と呼ぶそうです。法化社会の中で、

コンプライアンスの名の下に、法律や規則を

数多く作り、実定法至上主義を拡大させ、複

雑性の拡大を放置しておけば、当然、社会は

非常に非効率なものとなり、倒産します。 

 この社会の倒産を防ぐためには、ここまで

拡大した複雑性、つまりあまりにも煩瑣な規

則や法を整理し、現実妥当なものとする必要

があります。従って、今回のプログラムの問

題意識として、実定法至上主義の中で、社会

のシステムとしての法が非常に複雑になり、

その結果、社会的な費用が大きくなってしな

っているという問題に注目していました。こ

の問題を解決できるのは立法者である国会議

員だけです。 

 官僚と国会議員の決定的な違いはここにあ

ります。官僚は国会で定めた法を遵守し、そ

れに基づき、行政を運営することが業務です。

法の意味を考えたり、法の社会的妥当性を考

えたりすることは官僚の機能を超えたもので

す。ここにおいて、国会議員の皆様には社会

の実情を踏まえた上で、妥当性を持った法律

を作る責任があります。このような法の複雑

性の拡大と、時代の変化に伴って妥当性を失

った法の整理、つまり法の複雑性の縮減が行

われたことがあります。これはローマ法をナ

ポレオンが整理し、現在、日本を含む各国の

民法の基盤となっているナポレオン法典がそ

の事例です。 

 皆様ご存知のとおり、かつてローマ帝国が

ありました。ローマはその版図の拡大に伴い、

異なる宗教、異なる文化、異なる民族、異な

る人種が共存する必要が出てきました。これ

らの多種多様な人々に秩序だった活動をして

もらうためには、明文化された実定法が必要

です。繰り返しになりますが、法とは必要性

に応じて作られるものであり、必要がなけれ

ば作られません。つまり複雑化する社会に対

応して実定法が必要となったのです。このよ

うなローマ時代の人々の行動を明文化した法

律をローマ法と呼びます。ローマ時代は短く

見積もっても数世紀にわたって続きました。

この間に法の規定を必要とする膨大な事件が

生じ、それを処理する社会システムとして法

が作られました。 

 人類史の中でこれほど長く、一つの法体系

の中に法が蓄積された時代はないと思います。

しかも同一言語、宗教、民族であれば問題に

ならないようなことも、多様な民族や文化が

混交する帝国の中では、問題になり、複雑な

ものとなっていました。このような現状に対

応するために現実的なローマ人は面白い解決

方法を見いだしました。それは、法が時代に

対応しなくなった時、法そのものを書き換え

るのではなく、必要な条項だけを加筆すると

いう方法で対処したのです。これはローマ法

の原則であったようで、特に何の説明もなく

補則を作り、その補足が規定していない範囲

は、もとの条項が生きるようになっていまし

た。こうすることで、いわゆる“抜け”や“落

ち”を防ぐことができたのです。非常に現実

的なローマ人が考えたシステムだけに、現実

妥当な法システムでした。このような法シス

テムがあったからこそ、ローマは長期にわた

って帝国を維持できたといわれています。 

しかし、数百年の時間が経つうちに、その

法が必要であった理由が分からなくなるとい
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う事例が生じてきます。そうなるとその法の

運用に必要な趣旨が分からなくなります。極

言すれば、何のためにこのような法が作られ

たのか誰もわからないという事例が生じてき

たのです。そして、経験則ではあるものの、

あまりにも複雑なシステムは混乱を招き始め

たのです。 

 法制史の授業ではありませんが、ヨーロッ

パの民法はローマ法を基礎としていました。

それをあまりにも複雑で意味がないと考える

人物が出てきました。それがかの有名なナポ

レオン・ボナパルトで、彼は法学者に命じて

ローマ法を整理させ、ナポレオン法典にまと

めたのです。 

 日本の民法も、明治期に民法を作る際にこ

のナポレオン法典を基に、日本の当時の事情

に合わせて民法を作りましたから、ローマ法

は今の日本の私たちの生活にまで影響を及ぼ

していると言うことができます。ここで言い

たいのは、法の世界で複雑化が進んだ結果、

それを理解しやすくするために、簡単にする

必要性が生じました。これを社会学ではニコ

ラス・ルーマンの言葉を借りて「複雑性の縮

減」と呼びます。つまり現代社会が複雑にな

っていく一方で、どこかで妥当性の原則に基

づいて「複雑性の縮減」が行われなければ、

社会は立ち行かなくなります。 

 先程法は必要性に基づいて作られるという

お話をしましたが、目的合理的であるために

は、必要性に応じて複雑性の縮減をする必要

があります。それは国会議員の仕事です。法

学の分野で、簡明化するにはどのようにした

ら良いかという専門家を探しましたが、現在

日本も法化社会にまっしぐらで、役所を含め、

透明性、説明責任の名の下に、実定法至上主

義化が進んでいます。 

法の専門家はそういう社会になることで仕

事が増えますし、一般の人々はそのようなこ

とには関係がないので、誰もが窮屈だ、変だ、

と感じながらも、なぜ変なのか、どう対処し

たらよいのか分からない状況です。 

 特に、システムをどのように縮減させるの

かというテーマについて話せる講師を見つけ

ることは至難の業でした。 

そこで悩んでいたのですが、同じ知的なシ

ステムとその拡大、および複雑性の縮減を運

命的に実現している分野がありました。意外

なことですが、法も社会のシステムであり、

ある秩序構造を維持するために必要なもので

す。これはコンピューターにおけるソフトウ

エアと全く同じであることもできるのです。

その意味で、コンピュータ・ソフトウエアの

分野で、複雑性の縮減、ソフトウエアの妥当

性について話せる人を探していたところ、岸

田先生を紹介され、この度、講師をお願い致

しました。 

 また現代社会における実定法至上主義やコ

ンプライアンス遵守、透明性の要求を支えて

いるものは、コンピュータ・システムだとい

う側面があります。このようにコンピュー

タ・ソフトウエアも法と同じように必要性に

基づいて、大変な労力をかけて作成されてい

るものであり、非常にその性質が似ています。 

 岸田先生は、コンピュータ・ソフトウエア

の生き証人ともいえる人で、現在のリナック

ス等の基盤を作った GNU運動等にも深く関

わってこられました。日本の九州大学を始め、

数多くの大学で教鞭をとられた経験を持って

います。国際的なソフトウエア作品の審査委

員長等をお務めになられています。ソフトウ

エア進化論として、ソフトウエアは社会を映

す鏡だというお考えをお持ちで、数多くの著

書を書かれています。また本業は画家であり、

数多くの芸術作品を作成されており、画集も

刊行されています。ソフトウエアを思想とし

て捉える、社会の鏡として捉えることは、技

術に振り回されている多くのソフトウエアエ

ンジニアには思いも着かない発想だとも言え

ます。このような現状の中で、その創成期か

らソフトウエアを作り出し、共に歩み、ソフ

トウエアとはいかなるものかについて深く思

索されてきたソフトウエアの哲学者といいう

る方だからこそ可能になったご講演です。 

思想的なお話になるかもしれませんが、お
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話は大変興味深いものになるのではないかと

考えています。 

 セッション 5の築舘会長は、元東京電力の

副社長であるとともに、APDA の理事をお務

め頂きました。現在、東京電力の常勤監査役

をお務めになると共に、日本監査役協会の会

長をお務めです。現在、営利企業であっても、

企業の社会的責任として、アカウンタビリテ

ィやコンプライアンス遵守が強く求められる

ようになってきました。皆様ご存知のとおり、

監査には公認会計等の独立監査人が行う監査

と、企業の内部で内部監査人が行う監査があ

ります。日本の場合、APDA のように財団と

いう法人格を持った公益法人の場合、監事と

いう形で、必要な場合には理事会の招集権限

を持った監査人による監査と、公認会計士の

ように、外部において独立性を確保して客観

的な立場からの監査を受けることになってお

り、その両方が必要です。 

 外部監査人は、中立的かつ専門的な立場か

ら、その決算や事業内容が法令に違反しない

か確認しますが、内部監査人は、企業の経営

方針を含めその実質が、法の精神に適合して

いるかを検証すると同時に、企業戦略や経営

内容を含めてそれが適切かを監査します。 

 大雑把に言えば、外部監査人が形式要件の

充足、つまり法令その他の規則に違反してい

ないかどうかを監査するのに対して、内部監

査人は経営という立場に踏み込みながらも、

経営陣と距離を置き、企業活動が正しいかど

うかを監査します。そのためには経営に携わ

った経験があり、経営の実情を知悉し、その

難しさを理解した上で、「適切さ」を監査する

必要があります。これまで法や規則の妥当性

を問わなければならないというお話をしてき

ましたが、まさしく法を遵守しながら企業運

営の適切性を考える作業を常に行っています。 

 昨年のセミナーで東京工業大学の牟田副学

長が「ODA は先進国が資金を供与するが、

それを受ける途上国の負担が大きく、そのた

めプロジェクトにおいて重要なことは、プロ

ジェクト目的に従った形で成功させることだ。

そのために評価は批判的に評価するというよ

りも、事業を改善するためにはどのようにし

たら良いかという目的に従った評価が重要に

なる。そのためには事後評価ではなく、事前

評価、中間評価と修正が重要だ」と言ってい

たのを覚えている参加者の方もいると思いま

す。その意味で、ODA における評価とは、

いかに ODA を成功に向けるかという目的の

ための評価であるとえます。これはまさしく

企業においては内部監査人が果たしている役

割です。 

 国際的な会計基準の変更や、それに従って

公会計基準等も変更されてきていますが、重

要なことは、このような技術的な内容よりも、

事業を成功に向けるための努力とともに、そ

れがコンプライアンスや社会的な責任と整合

性をもたせる実質的な監査なのではないかと

考えています。この観点から、日本監査役協

会会長を勤める築舘さんにご講演をお願いし

ました。 

 セッション 6では、樫澤秀木佐賀大学教授

から「実定法至上主義と法の社会的妥当性」

についてお話頂きます。先生は法社会学会の

理事であり、学会誌第六七号で『「法化」社会

のゆくえ』の編集委員長を務められました。

佐賀大学では環境法と法社会学を専門に講義

されています。社会が、多様化する中で、そ

の多様な現実に規則を与えるために、世界的

に見て法化という現象が進んでいます。これ

は制度化や形式合理性の追求、透明性、説明

責任、制度の明示化、競争の公正化など、い

ま流行のキーワードがすべてこの社会の法化

を推進しています。これは、一見大変良い傾

向のように思えますが本当にそうなのでしょ

うか。人間の認識に関わる研究を基に考えれ

ば必ずしもそうではありません。例えば、日

本の社会はその歴史上極めて長い間、非常に

同質な社会でした。このような社会において、

阿吽の呼吸といわれる「間（ま）」が非常に重

要なものと考えられてきました。つまり明瞭

にすべてを表現するのではなく、推測に任せ

ることで、すべてを表現するよりも良好な人
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間関係を形成していたのです。 

このようなことが可能になるには、非常に

高いレベルで同じ経験や知識が共有されてい

ることが前提となります。このように高いレ

ベルで経験や知識が共有されている場合、あ

まり明瞭に指示しなくとも、同じ行動、さら

には相互に補う行動をとることができます。 

 これはチームワークの理想です。従って、

日本にはあまり明瞭に表現しないという伝統

があり、表現することをわざわざ「ことあげ」

といって、特別な意味を持たせていた程です。

極端な話ですが日本の演歌には、「愛している

といわなければ、愛していることが分からな

いのか」、という表現があります。これを言語

学的に分析すると、言葉にすることで「異化」

が生じ、愛しているということそのものが変

質してしまうことを意味しています。これは

外国の方にはなかなか理解しにくいことだと

思います。これは日本が極めて同質であった

から可能であったことで、これは情報共有の

コストが極めて低い社会であったといえます。 

 現在では日本の社会も変質し、若者たちに

そのようなことを言っても通じません。「明瞭

に指示してくれなければ分かりません」と、

当たり前の返事が返ってきます。 

 イデオロギーのない歴史はないという言葉

がありますが、何らかの形で文章を残す、言

語として明瞭に表現するためには努力が要り

ます。どのようなに細かく規則を決めても、

言語の特性から、すべてを表現できる訳はあ

りません。 

 ある意味を伝える場合に、言語が指示する

範囲を大きくすれば、その背景にある非言語

的な部分が少なくなることはありますが、な

くなることはありません。つまり言語的に明

示することと、非言語的なコミュニケーショ

ンは、割合の問題であって、どちらも不可欠

だと分かります。ただ明示化、言語化が進め

ば進むほど、明晰性は増すかもしれませんが、

社会的なコストは増大します。これは法の場

合にはもっと顕著です。すべてを規定するた

めに法をどのようなに詳細に定めたとしても

完璧にはなりません。法の背景にある趣旨論

はどんどん失われていきます。最後には、書

いてある法（実定法）に違反しなければ何を

しても良いという見解すら生じてきます。 

 法は必要性に基づいて作られるものです。

これまで法化社会のコストという考え方は一

般的ではありませんでしたが、現代では膨大

なコストを消費しています。しかもこのコス

トはなんら生産的なコストではありません。

このような観点から考えれば、これまでのよ

うに無条件に法を精緻化すればよい、という

考え方には疑問符がつくことがわかります。

社会的な必要性や妥当性の観点から法を見直

し、適切なものにしていく必要性があります。 

 法は独立して存在しているものではありま

せん。私たちの生活に根ざし、その生活を支

えるために存在しています。法がそのような

ものであるからこそ、国民から選ばれた国会

議員が立法者です。国会議員の別名は立法者

であり、国会議員とは各国で法を作る存在で

す。法をどのように考えるかは国会議員にと

って極めて本質的なテーマだと思います。 

 このような観点から、法が目的となり、実

定法至上主義が生じてきたらどのような弊害

が生じるのか、法とはどうあるべきなのかに

ついて樫澤先生にお話頂きます。 

 セッション 7の黒川先生は、現在、政策研

究大学院教授をお務めですが、ご専門は内科

学、特に腎臓をご専門とする医学です。東京

大学をご卒業後、UCLA 医学部の教授を務め

られるなど、国際的にも著名な研究者です。

日本に戻られてからは、東京大学医学部教授、

東海大学医学部長を歴任されました。日本学

術会議議長をお務めになった後、安倍内閣、

福田内閣で科学分野の内閣特別顧問を務めら

れました。保健分野の国際協力についても積

極的に関わってこられ、様々な提言を行って

います。保健分野の ODA を拡大する上で何

が阻害条件となっているのか、その解決のた

めに国会議員が果たすべき役割は何か等につ

いて、ご講演頂きます。 

 セッション 8では、国連機関で重視してい
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る監査の要点等についてご説明頂きたいと思

います。国際機関では数多くの援助プログラ

ムが実施されており、その中でも世界銀行は

最大の援助機関です。この開発の主体とも言

える世界銀行は、これまで数多くの事業を実

施してきました。その中で、事業を成功に導

き、透明性を確保し、説明責任を果たすため

に、これまで数多くの監査も行われています。 

そのような経験の中から、以下の点について

有益なお話が頂けるものと思います。 

① 世界銀行として監査をどのように考える

のか 

② 目的合理的な現実的な妥当性を持った監

査とはいかなるものか 

③ 国際機関として、ドナーに対して説明責

任を果たすための条件と、現実的な実行

可能性の乖離 

④ いかにしてこの乖離を埋めるのか 

⑤ 世界銀行としては、どのような条件を重

視し、事業の実施主体が、その条件を満

たすためにどのようなアドバイスを行っ

ているのか、 

等の点です。 

世界銀行は、世界的に見てももっとも経験

とノウハウが蓄積されている組織でもありま

す。これらの経験は他の組織では得がたいも

のだと思います。 

 また、私たちが事業を行う場合、まず必要

になってくるのが国連関係の監査基準をクリ

アすることです。そこでどのような目的と趣

旨で監査が行われ、その監査評価はどのよう

にプログラムにフィードバックされるのか等

についてお話頂く予定です。 

 セッション 9では、これまでの議論を踏ま

えて、各国において必要とされる監査の条件

とは何かという点に焦点をあててご協議頂き、

行動計画を採択して頂きたいと考えています。

この点の洗い出しはこの事業の大変大きな成

果となることと思います。 

 この事業は来年で最終年を迎える予定です

が、最終年までに、国民が納得できる、つま

り国会議員の目から見た人口と開発分野にお

ける監査基準が形成できれば、大変大きな成

果になると考えています。そして、各国の実

情に合わせた監査基準を確認し、共有するこ

とで、先進国の国会議員が有権者に説明する

ために必要な要件と、途上国でこのような成

果を実現したいという理想が明らかになって

来るのではないでしょうか。このような情報

が共有された中で、国会議員のネットワーク

化を進展させることができたら、今回の事業

目的である国民にとって理解できる ODA を

推進することができるのではないかと考えて

います。 

 そのためには、どのような視点が援助受入

国にとってＯＤＡの成功・失敗を決める上で

重要となるのかについて、同僚議員も交え、

ご協議頂きたいと思います。 
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セッションセッションセッションセッション 2222    

討討討討        議議議議    

議長：議長：議長：議長：ロンバニ・ムシチリロンバニ・ムシチリロンバニ・ムシチリロンバニ・ムシチリ議員議員議員議員    

ザンビア 

    

 

議長： 

 非常に詳しい説明をありがとうございまし

た。ご質問があればどうぞ。パキスタンのア

ジズ議員お願いします。 

 

ドーニャ・アジズ議員（パキスタン）： 

 非常に深いお話をありがとうございました。

是非、概要を書類の形で頂ければと思います。

そうすれば後で使いやすいと思います。 

 ODA の法制化についての研究、調査はこ

れまで踏み込めなかった領域だと思いますが、

このプロジェクトを進めていく上で、援助供

与国から法律を作るように示唆して頂けない

ものかと思います。グローバルプラザでもお

話がありましたが、援助受入国は援助をどち

らかというと、受入国各国の主権に干渉する

ものと捉えがちです。受入国にしてみれば、

そんなこと私たちに言いつける権利は君たち

にはないと言いますが、援助国側の議会が、

受入国の議会に情報を開示するようにと義務

付けてくれれば、私たちにとっても今まで不

透明だったことを明るみすることができると

思います。政府間協議と異なり、受入国と供

与国の議会から議会への提言であれば議会同

士の問題になりますから、必ずしも受入国も

干渉と考えないのではないでしょうか。 

例えば、債務を制限する法律がパキスタン

にはあります。補助金や融資を援助供与国か

ら受ける時に1億ドル、1億5000万ドル、

15 億ドル以上という基準を超えて、1 回に

それだけの融資を受けた場合は、政府は議会

に報告義務があります。書類のペーパーワー

クがありますので、毎回議会に報告しなくて

もいいようになっています。そうなると、既

存の法律があるにも関わらず、補助金や融資

のすべてを官僚が報告する義務がないことに

なります。もし、援助供与国の議会が、援助

受入国の議会に対してそれを義務付けるよう

な法律を作ってくれれば、かなり透明性が高

まると思います。このプロジェクトを運営し

ていく上で、どこかでバランスをとっていか

なければなりません。私たちが昨日お話して

いた、援助供与国が融資の規程で、何か援助

供与国から機材や施設を購入しなければなり

ません。これは納税者のお金ですので、援助

供与国がそれを多少期待するのは、ある程度

は構わないと思います。援助供与国の議会が

そこに関与して、このような問題を利害関係

のあるグループ、また JICA や日本の ODA

に対してロビー活動を行う団体が、供与国の

メーカーに働きかけ、どこかでバランスをと

らなければなりません。パキスタンでも供与

国から機材が入ってきますが、あまり使えま

せん。プロジェクトが終わると、無用の長物

になります。機器が乱用されたり、不正に使

用されたりすることがあります。援助供与国

の議会がそういった情報にアクセスできるよ

うにして頂くよう提案したいと思います。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 難しい問題だと思います。ODA は政府対

政府の合意の下に供与されています。私たち

はこのようなことを考える必要がなかった訳

ではありません。今となっては、途上国だけ

でなく、先進国のためにもこのようなことを

考えなければならないと思います。なぜこの
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ような問題を解決するのが難しいのかといい

ますと、予算の規制があります。このプログ

ラムも、ODA予算から予算を頂いています。

外務省は、ヨーロッパの議員の旅費には、

ODA の予算は使えないと言っていました。

政府の資金が利用できないので 2008 年に

G8 の議員会議を開催した時には、ヨーロッ

パの議員を招待するために、数多くの企業を

回って資金を調達いたしました。 

 おっしゃったことに私も共感します。牟田

博士が昨年おっしゃったのですが、ODA を

受け入れる時に、援助受入国が供与国よりも

多くの重荷を負ってしまいます。ODA は片

方だけが重荷を負っても仕方がありません。

2 国間の条約に基づいています。国際理解を

する上では2国間の合意や2国間条約は必ず

両方の議会が批准しなければなりません。日

本もその例外ではないと思います。このよう

な意見に基づいて、受入国もお金を使ってい

るのですからぜひ努力をして頂きたいと思い

ます。このことは議会できちんと議論をなさ

れなければなりません。AFPPD の前議長の

谷津先生にもお話を伺いたいと思います。 

 

谷津義男前AFPPD 議長（日本）： 

 私も ODA については、党の ODA 対策委

員長も務めました。また内閣で農林大臣を務

めたこともあり、ODA の問題について大変

な議論をしたこともありますが、私たちの実

感を申しますと、その国が政府としてやりた

いと言って、それを吟味しますが、それに対

して我が国は出していました。ところが、国

民にとってそれが大事なものかどうかになる

と、それは少々離れてしまうものが出てきま

す。そういった実態をしっかりと見極めなが

ら、ODA は対策をしていかなければならな

いと思います。1つの例として、アフリカに

行った時に、私たちは強く言われたことがあ

ります。それは、ダムを造るといった大きな

プロジェクトよりも、もっと細かく井戸を掘

ってほしいという実態に合わせた要請があり、

ODA のあり方を変えました。私たちは大使

館がその裁量で供与できる ODA として草の

根無償という 2000 万円ほどの枠を作りま

した。そして現地でプログラムをどんどん実

施できるように提案しました。そうして国と

の要望に応えられるというよりも、その国の

国民の要望に応えられるようなものにしてい

きました。しかし、まだまだかと思います。

今、日本は財政的に非常に厳しい状態にある

ものですから、ODA 予算もかなり削られて

はきています。問題は、ODA は、目的をも

っと明確にしていった方がいいと思います。

環境に力を入れる、あるいは人口問題に対し

て出す、というように、目的がしっかりした

ものに出した方が、ODA の成果が上がって

くるのではないかと思っています。今も政府

に対してもそのようなことを具申している状

況です。私の経験からそのように思います。 

 

議長： 

 カンボジアの方、お願いします。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 関連する実行法また透明性を確保するため

の様々な対策をお話頂きました。質問ですが、

納税者は、ODA についてどのぐらい理解し

ているのでしょうか。たどれだけの効果を上

げているのか。援助がどれくらい活用されて

いるのか。納税者を説得できるような監視の

システムが存在しますでしょうか。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

少し追加的な質問です。昨年のワークショ

ップで提案や優先順位を設けて、様々な分野

で援助供与国の議員に宿題を出しました。昨

年のワークショップの提案の結果がどうなり

ましたでしょうか。カンボジアから質問が出

ましたが、この提案は、非常に重要な情報だ

と思います。昨年からのワークショップから

どれだけ進展したか、また来年のワークショ

ップまでに、どのように進展したらいいかを

考えていきたいと思います。 
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議長： 

 それではお答えを頂いて、その後また発言

頂きましょうか。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 まず最初にタンザニアの方にお答えします。

このセッションの始めにも申し上げたように、

昨年から日本としては政治的な大きな変化が

あり、昨年ここで関わった議員の先生たちは、

すでに議席を離れたりしました。その結果、

話し合いの機会がありませんでしたので、今

後はできる限り実施したいと思います。 

カンボジアへの方のお答えですが、私たち

もそれぞれの受入国に提案したいと思います。

今年このようなものを宿題として来年に向け

て頂きたいと思います。昨年、ODA は秘密

が多く、政府だけが関わり、あまり情報がな

いというお話でした。国民にとってどういっ

た意味合いを持つのかがこのセミナーでは一

番重要な点ですので、個人的な意見ですが、

もし先生方がこのような問題を国内で取り上

げ、また来年度にこのプロジェクトの中に盛

り込んで頂けるとありがたいと思います。 

 

インド： 

 いかに国会議員を巻き込んでいくというと

ころですが、ODA は政府を通してしか実施

されません。例えば JICA の様々な活動に関

しても、E メールをして、ODA のプロジェ

クトをフォローしていきたいと思います。例

えば、インドで 10件のプロジェクトがあれ

ば、情報があればそれを集めたいと思います。

私はゴアを選挙区としている議員ですが、3

年、4年前から現地の新聞には JICA の名前

がいつも出ています。しかし、国会議員とし

て、私には、何も情報が入ってきません。政

府からもそういった情報が入ればいいのです

が、入ってきません。今その執行が留保され

ているプロジェクトも含めて、E メールで状

況を知らせて頂ければ、私たちもフォローし

ます。 

もう 1つ今日、ベトナムから提起されたこ

とですが、それぞれの国の法律だけでは十分

ではありません。パキスタンもおっしゃった

ように、ドナー国と受入国とその援助を受け

るに当たっての合意書が必要だと思います。 

 

議長： 

 これについてご意見お願いします。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 インドは世界最大の民主主義国であり、国

会議員は非常に力を持っています。昨年マン

モハンさんが参加し、フォローアップをして

頂きました。榎木前インド大使をゲストにお

招きし、日本の ODA について、国会議員の

方たちと話をしました。すでに JICA の英語

の Web サイトでプロジェクトの情報開示が

されています。日本はこのような ODA プロ

ジェクトを開示しています。 

 

谷津義男APDA理事（日本）： 

 皆様方に逆に質問したいのですが、各国

ODA について議会で議論したことはありま

すか。政府間で実施されていると思いますが、

どうですか。インドではないのですか。 

 

インド： 

 私が知る限り、議会で話されることはあり

ません。例えば国がその ODA について、そ

の予算を作ることはあっても、それについて

議論をすることはありません。 

 

議長： 

 他に何かありますか。 

 

レミュラ議員（フィリピン）： 

 最初に、法律自体は複雑さがありません。

法律は言語と同じように我々が話すものとし

て、ツールとして、言語と同じように学習す

れば問題ではありません。ソフトウエアもコ

マンドの言語です。コンピューターに入れ、

コンピューターがそれによってきちんと作動

します。法律もそうです。政治家は法律を立
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法で作る時には、国民から科せられた任務と

して、法律の策定、また法案を通過させ、何

か犯罪等ありましたら、その法律を適用して

処罰を行います。それは複雑にするのではな

く、皆が話す言語というところで、法律の下

ではみな平等です。オリエンテーションとい

いますか、この説明の目的を頂いた時には、

弁護士としても様々な法律の裏の理由、妥当

性は何なのか。そういう形で考えれば、我々

がそこから逃れることはできません。それは

実際にどういった言語を使うかというところ

での、その言語、その法律の背景を見れば、

その複雑な言語になったとしてもその法律の

背景はわかります。それに使われている言語

さえわかっていれば、その法律の意味合いは

わかります。ODA に関しても、今、我々に

課せられているのは、もっと単純化して、必

ず利害があるという利他的なジェスチャーで

はなく、我々が共通言語で話せば、何も複雑

なことはないと思います。 

 

議長： 

 それでは今のご質問に対してご発言頂きま

す。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 私も同感です。しかし、日本の場合、例え

ば私たちの財団の場合、法で規定されている

ものは明確ですが、その後、政令、省令、さ

らに政令、省令に対する附則、附則に対する

修正、こうしたもので縛られて非常にハンド

ルしにくくなっているのは事実です。国会議

員の先生方が言われるのは、省令や規則は法

で定められたことではないとおっしゃるので

すが、実質上、そういった面でかなり細かい

規制がかかっていて、どうなっているかはわ

かりません。また大変大きなことは、法の専

門家からしたら問題ないのでしょうが、趣旨

論として法律を考えることがあまりないとい

うことです。これは国会議員の先生がお考え

になることだと思います。しかし、先程申し

ましたように、法律に書いてあれば、官僚は、

こう書いてあるとしか考えません。法の趣旨

論と適用に実は大きなギャップがあり、誰も

これを埋めることができないという現状が少

なくとも日本の場合はあるような気がします。 

 また、ご質問は、法に携わっている先生か

らのご意見として、大変心強いご意見だと思

います。是非、どのようにしたら具体的にで

きるのか、教えて頂ければ。特に来年具体的

なアイデアとして形成していく時には、本当

に役立つと思います。是非お教えください。

よろしくお願いします。 

 

レミュラ議員（フィリピン）： 

 もちろん、弁護士はどうしても、複雑にし

がちなので、我々も迷路の中で迷子になって

いるようなことが往々にしてあります。 

 

議長： 

 ありがとうございました。皆様どうもあり

がとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 3333    

国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法    

    

    

MC： 

 セッション3はレミュラ議員が議長を務め

てくださいます。1988 年に弁護士になり、

その後、1992 年から 1995 年までの間、

地方議員を務められました。その後、大統領

の任命を受けまして、大統領直属の参謀を務

め、また 1998年から 2001年まで大統領

の補佐官を務められました。2002 年から

2003年には、上院事務長を務められました。

2004 年、2007 年、2010 年に再選を果

たしています。 

現在、副議長を務められ、また MDGs に

関する委員会を含め、すべての常設委員の職

務上の委員も務めておられます。議長、よろ

しくおねがいします。 

 

議長： 

 ご紹介ありがとうございます。これから、

3名の方をリソースパーソンとしてお迎えし

たいと思います。 

 1人目は、グェン・ヴァン・ティエン議員

です。ハノイの医学部を卒業され、2000年

に保健衛生分野で博士号を取得されました。

また保健衛生の修士号も持っています。

1994年より、VAPPD の事務局長を務めら

れ、2006年には国会議員に選出されました。 

二人目は、インドのナイク議員です。上院

議員で司法・法務常任委員会の委員でいらっ

しゃいます。また、食料消費常任委員会、財

政常任委員会の委員でもいらっしゃいます。

インド国民会議派委員会の事務局長でもあり、

IAPPD の大変熱心なメンバーでもいらっし

ゃいます。 

 3 番目のスピーカーは、ラオス国民議会の

社会文化委員会の議長、およびラオス人口・

開発議員連盟議長でもあるドゥアンディー・

ウッタチャック議員です。総理府副大臣を 5

年、社会文化委員会副議長を 10年歴任され

ました。 
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セッションセッションセッションセッション 3333    

国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法    

グェン・ヴァン・ティエン議員グェン・ヴァン・ティエン議員グェン・ヴァン・ティエン議員グェン・ヴァン・ティエン議員    

ベトナム 

    

    

    今回このプレゼンテーションの機会を与え

て頂きありがとうございます。ベトナムの人

口関連立法に関してお話しします。 

今回のセミナーですが、焦点は能力構築、

説明責任、人口開発のプログラムの実施です。

この分野は、JICA、ヨーロッパ、国連から、

一番支援金額が多く、能力構築を国会議員の

間で行い、モニタリングを理解し、アドバイ

スを出しつつ、このような問題の実施に当た

っていくことが非常に重要になります。 

まず、ベトナムについてご説明したいと思

います。アフリカの皆様、ベトナムがどこに

あるかご存じない方もいるかもしれませんの

で、まずベトナムの概要、またベトナムの人

口関連の法律についてお話をし、国会議員が

それぞれの国でどういった形で人口・開発問

題の活動を促進していくことができるのかと

いう話をしたいと思います。 

まず、ベトナムは 3000㎞の海岸線を有し

た国です。過去 10年間、経済成長が進みま

した。最近、経済危機もありましたが、それ

でも 5.5％の成長率を昨年実現いたしました。

ベトナム国会は 65周年記念の年となってお

り、12期目です。1期が 5年で、国会議員

数は 500 人、国民の直接選挙により選ばれ

ています。しかし、全国会議員中で 25～

30％程しかフルタイムでの国会議員として

の職務にあたっておりません。それ以外は地

方政府の仕事や、内閣府の仕事をしています。 

ベトナム国会は、国会議員の 30％を女性

にしたいと考えていますが、現状では 26％

です。なかなか 30％には到達できていませ

ん。この 30％という目標に向かって昨年も

頑張りましたが、失敗しました。今年もなか

なか難しい状況ですが、できる限り男女平等

を目指しています。 

ベトナム国会では、10 の常任委員会があ

り、それぞれの委員会に 40～30人程のメン

バーがいます。国会議員は 1つの委員会にし

か参加できません。私の委員会は、社会問題

委員会です。これはリプロダクティブ・ヘル

ス、労働問題、貧困、このような問題を扱っ

ています。この委員会がVAPPD の支援を行

っており、AFPPD の活発なメンバーです。 

ベトナムの人口は今も増加しています。し

かし人口増加率は急激に下がってきています。

しかし人口構成はまだ若く、この人口の増加

率が下がっても、人口自体は増えていくと考

えています。人口センサスをこれまで、1985

年、1989年、1999年、昨年 2009年と、

4度行っています。昨年、人口はおよそ8650

万人になると考えられていましたが、実際の

センサス結果では、8570万人で、私たちの

推計は間違っていたことがわかりました。 

普通死亡率、乳児死亡率、平均余命を比較

すると、昨年 2009年、平均余命は 73年で

した。男性は女性と比較して 5年程短くなっ

ています。過去 50年間でベトナムにおける

出生率はかなり大きく減少し、人口増加率も

下がってきています。2005年以降、ベトナ

ムの人口は置き換え水準を達成しました。 

一家族2人の子どもを目指してきましたが、

現在 TFR は 2.03 ですので、その目標を達

成したことになります。都市部においては

TFRが 1.5や 1.6という場合もあります。

またデルタ地域においても、1.8や 1.7程に
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なってきています。 

 これから 30～40年の間、ベトナムの人口

は人口ボーナスの黄金期です。労働力という

意味でもそうですし、若者が増えているとい

う意味で黄金期と呼んでいます。高齢者が

10％を超えると高齢化と呼びますが、現在は

9.3％程で 10％には到達しておりません。で

ベトナムは黄金期を謳歌しており、これは従

属人口比率が48％になる2030年まで続き

ます。 

 ベトナムの人口規模はかなり大きく、人口

密度も高く、1平方キロメートルにおける人

口密度では、インド、バングラデシュ、日本、

フィリピン、に次いで、ベトナムが5位です。 

避妊実施率は 1995年、60％でしたが、今

年 2009年には 80％程になっており、より

多くの人が避妊具を使用しています。乳幼児

の栄養不良率は、20年前は 50％でしたが、

今は 18％まで下がっています。乳児の死亡

率も下がりました。 

労働力人口は現在も増えています。高齢者

も少しずつ増えています。これはボーナスと

同時に、将来に向けての課題もあります。 

 私たちの強みとしては、人口問題における

コンセンサスがあり、政治制度全体で取り組

みを実施しています。国会の長、政府の長、

地方政府の長が、この人口問題に取り組み、

社会経済の発展を目指しています。家族計画

に関しても知識を持っており、家族の規模を

より小さいものにし、より良い経済条件を達

成しようという取り組みがなされています。 

人口問題が多くの開発プログラムの中でも

主流となっています。教育、ヘルスケア、社

会経済開発においてもそうです。 

多くのボランティアが人口問題の草の根の

取り組みを行っています。また先程も申し上

げたように、人口の黄金期に私たちは入って

います。これらが強みです。 

しかし人口問題に関して、まだまだ課題も

あります。人口が多すぎる、密度が高すぎる、

こうしたことが課題となってきています。 

都市への移住者が増えていることも問題です。

都市の移住者が増えることで、都市部にスラ

ムが増え、多くの社会的な課題が出てきてい

ます。 

 省庁、国会議員、国の代表を他の国に送り

込み、他の国のスラム街も視察し、そこから

学び、いかにして都市の中でスラムを縮小す

ることができるのかを学ぼうとしています。 

また人口の高齢化が、国が富む前に始まっ

てしまうのではないかという課題もあります。 

ベトナムは今でも農業人口が大変多い貧困

国であり、1人当たりの収入もまだ低いレベ

ルです。国や国民が富む前に人口が高齢化し

てしまうと、高齢者のケアが非常に難しくな

ります。また、熟練労働者の数が少ないため、

20％をなかなか超えません。また 70％の労

働人口が農業部門で仕事をしているという状

況もあります。 

 それ以外の課題は、子どもの栄養不良です。

ベトナムでは、5歳以下の子どもの栄養不良

が問題となっています。また乳児死亡率につ

いては、農村部と都市部で格差があります。

政府の資金をもっと動員して、農村部と都市

部の格差を埋めていかなければなりません。 

 都市部人口については、地域ごとに異なり

ます。例えば、北部の山間部では、都市部人

口は 16％しかいません。ホーチミン市はお

よそ 60％と、大きな違いがあります。首都

のハノイでは都市部人口は 30％ぐらいです。

いかにして農村部における貧困を撲滅するこ

とができるのかも、大きな問題です。 

 労働力を地域ごとに見ていくと、例えば山

間部においては、大変労働力が少ない状況が

あります。女性の労働力の比率については、

南と北でそれ程大きな違いはありませんが、

北と比べると南では女性が少ないという状況

です。部門別では、北はより農業が行われて

いますが、南に行けば行くほど、工業、サー

ビス部門が発達しています。 

このような課題に応えていくためにも、ベ

トナムにおける憲法、法律は、政府、社会、

家族、一人ひとりの国民が、妊産婦、乳幼児

のケア、保護をしていく責任を持っていると
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しています。私たちの法律の中には、家族計

画も組み込まれていますが、国民一人ひとり

が家族計画を自主的に実施することが推奨さ

れています。すべての制度、すべての組織を、

NGO を動員して、国民に教育施し、家族計

画を実施していくことを進めています。国会

において、私たちはいくつかの人口関連の法

律を、家族計画だけではなく、それ以外の領

域でも立法化してきました。例えば 2003年

に人口条令ができ、その改正が 2008年にな

されました。高齢者法もありますし、障害者

法、HIV法、家庭内暴力法や男女平等法もあ

ります。ベトナムの問題は、家族計画だけで

なく、それ以外にも様々な男女平等問題や、

高齢化の問題等も含めて包括的な取り組みが

なされています。 

 このような私たちの経験を下に、いくつか

国会の役割について提案をさせて頂きたいと

思います。まず、政策立案者と研究者の間で、

政策開発の面での協力が必要だと思います。

多くのセミナー等を開きつつ、政策決定者と

学術研究者の間でディスカッションを促進し

ています。この政策立案者と学術研究者が話

をする時に、違った見解が提案されます。例

えば資金を頂いて、何かを実施する時に、学

術研究者が政府に言いたくないこともありま

すが、政府としては、率直な情報も必要です。

このような面での協力が非常に重要です。 

この人口開発面での支援活動を強化するこ

とも非常に重要です。といいますのも、国会

議員は政治家であり、スケジュールは詰まっ

ています。NGO や他の経済活動団体や、軍

関連、様々な団体が国会議員にアプローチし、

何らかの事を要求してきますが、その資金が

なければ支援することもできません。十分な

情報を国会議員に出すこともできないことに

なります。人口開発の問題があったとしても

十分な話し合いが国会の中でできないという

問題も生じます。 

もう 1点は、法の実施のモニタリングを強

化する必要があります。これは強調しておき

たいと思います。法律がなければ、その政府

のプログラムのモニタリングはできません。

政府がそういった機能を果たす必要がありま

すが、法律の実施を考えた時には、モニタリ

ングを行うことが非常に重要になります。家

族計画の担当者が家族計画の話をすればそれ

で十分ではなく、HIV、高齢化、青少年、男

女平等や、このようなものすべてを含めた形

で考えていかなければなりません。家族計画

だけでは難しいと思います。例えば、ジェン

ダーや、青少年、思春期という話を考えなけ

ればなりません。といいますのも、それらの

問題が家族計画に影響を与えるので、一総合

的に考えていかなければなりません。 

また私たちは適切な法を練り上げていこう

と考えています。つまり、いかにして人口の

質を改善していくのかにも取り組んでいます。

これが 1つの法律の内容です。人口黄金期の

メリットをいかに享受していくのかも考えて

いこうと考えています。またリプロダクティ

ブ・ヘルスに関して、特に山間部、農村部に

おいて、いかにその質を高めていくのかも、

非常に難しい問題ですが、取り組もうとして

います。リプロダクティブ・ヘルス・サービ

スをもっと山間部で導入しなければなりませ

ん。山間部に住んでいる場合は、医療センタ

ーに行くこともできません。そういった問題

を扱うための様々な施策を考えています。 

また、いかに男女比率の不均衡を変えてい

くのかにも取り組んでいます。例えば、女児

100人に比較して、男児 115人が新生児と

して生まれています。100と 120くらいか

もしれません。このような新生児として生ま

れてくる男女の比率の不均衡を是正していか

なければなりません。 

しかし難しいことです。ODA も含め、人

口問題に取り組むための予算の効率を高めて

いかなければなりません。ODA の予算をい

かに効率が高い形で使っていく必要がありま

す。 

UN、AFPPD やそれ以外の国際機関が果

たせる役割をここに挙げてあります。まずは

国会議員と協力をし、国会議員の支援のレベ
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ルを高めていかなければなりません。政策立

案者等も一緒になって、リプロダクティブ・

ヘルスの政策に対する取り組み、適切な人口

政策を作っていかなければなりません。他の

国からも学ぶことも非常に重要です。インド

ネシアにおいて、人口政策に関して分権化が

行われました。その政策を変える時に、それ

が本当に適切なものなのか、それが本当に人

口プログラムとして効果的なのかを見ていく

ことが重要です。この人口と開発に関わる国

会議員フォーラムとしても、様々なグローバ

ルな問題に取り組んでいかなければなりませ

ん。例えば高齢化、安全な中絶、妊産婦の健

康、DV 等の一緒に取り組んでいかなければ

なりません。いかにして、その他の国会議員

のグループ、または政策立案者の支援を取り

付け、最終的に人口問題への取り組みへの支

援を取り付けていくのかが重要になります。 

ご清聴ありがとうございました。
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インド 

    

    

この機会を利用しまして、日本の政府に対

しまして、ODA という形で多大な支援を頂

いていること感謝申し上げたいと思います。

日本からの ODA は非常に大きな実績をもた

らしました。 

 2 つの問題が人口開発の問題にあります。

開発に関して言いますと、比較的進歩してい

ると思います。他の国にもあてはまることだ

と思います。ただ人口の問題になりますと、

これはむしろ後退してきています。そのため、

さらに問題が膨れ上がっている状況です。 

インド政府の状況をお知らせします。私た

ちは中央政府、28 の州、また中央が直轄で

治めている地域があります。政府は連立政権

でこの 28の州を治めています。 

 インドでは、人口問題を抱えています。

1952年、インドは世界で初めて、家族計画

を打ち出しています。また皆様、ご存知かど

うかわかりませんが、ラグナート・カーブ教

授が 1925 年にムンバイに最初の家族計画

クリニックを開設しました。これは大きな偉

業だったと思います。 

 さて、人口の状況を見ると、世界の人口の

17.1％をインドの人口が占めています。約

10億人です。そして、2.4％の勢いで伸びて

います。インドが中国の人口を上回る日も、

さほど遠いことではないかと思います。 

世界の人口が 3倍に増加する間に、インド

の人口は 20 世紀に 5 倍に増加しています。

つまり、毎年毎年オーストラリアの人口分が、

インドでどんどん増えています。家族計画の

プログラムを実行していますが、この数字を

抑えていかなければ、どのような対策も機能

しません。 

人口と法律についてですが、例えば、憲法の

方面からいきますと、人口問題は共同管轄事

項リスト入っています。インドには、中央の

リスト、州のリスト、共同管轄事項リストの

3つがあります。中央のリストは、インド議

会で法案を作り、中央政府が制定します。共

同管轄事項リストは、中央政府が制定するこ

ともあれば、州政府が制定することもありま

す。州政府も法を制定する権限を持っていま

す。人口問題に関しては、共同管轄事項リス

トに含め、中央政府でも州政府でも方を制定

できます。 

憲法によって、2026年までは議席数を凍

結しています。州の中には、家族計画が成功

している州もあります。議席は人口に応じて

設けられていますので、人口政策に成功する

ことで、議席が減ることがないようにしてい

ます。 

幼婚制限法については、女子は 18歳。男

子は 21歳にならないと結婚は認められてい

ません。この規則を犯した場合、罰則が適応

されます。3カ月間禁固刑、または罰金を払

うことになります。社会的にはこれは実行が

難しいと思います。私が弁護士をしていた時

の話ですが、男の子が 18歳未満の女の子を

妊娠させてしまいまいました。これはレイプ

事件として立件されました。 

 また人工妊娠中絶法は、1971年に制定さ

れました。中絶が認められているのは、母体

の命が脅かされている、もしくは深刻な身体

的・精神的な障害がある、あるいは子どもが

生まれた場合、身体的なあるいは精神的異常
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により深刻なリスクが見込まれるという場合

です。その場合の中絶は認められています。

また、出生前診断技術法は 1994年に制定さ

れ、2002年に改定されました。これは人口

の増加の問題と関わるのですが、性別はあら

かじめ知るために産前診断の技術を使っては

なりません。もしそれに違反しますと、3年

間の禁固刑か罰金となります。しかし、これ

は乱用されてしまう恐れがある法律です。例

えば、ただの診断と称して、性別を知ること

もできます。 

 ベトナムの議員の方もおっしゃっていまし

たが、家庭内暴力防止法もあります。この問

題では、中央政府の法律と地方政府の法律が

あります。もし女性が家族によって何か傷を

負わされた場合、きちんと解決できるための

法律を制定し、実施しています。 

国家人口政策については、これは法律では

なく、指導要領になります。2012年までに

特殊出生率を 2.1に抑え、2045年までに人

口の安定化を図ることを目指しています。

IMRは 2012年までに出生1000人に対し

30以下を目指し、MMRについては、2012

年までに出生 100,000件当たり 100以下

を目指しています。また、全国予防接種のプ

ログラムも推進しています。達成までは時間

がかかるでしょう。 

人口問題と環境は関わりがあります。人口

が増えると、環境に負荷がかかります。住宅

やインフラの重要が増えるため、森林が伐採

され、ダムが建設されます。そのため、イン

ド政府は環境保護法を制定し、開発をどこま

で優先させるのか、またどこまで環境を守る

のか、バランスをとろうとしていますが、こ

れは利害が相反する問題です。環境省とその

他の省との間でもいつも対立がおきています。 

全国農村保健ミッションは、2005年から

始まったプログラムで、効果的なヘルスケア

を農村住民に提供しています。政府もとても

力を入れており、人口の安定化、ジェンダー

や人口動態のバランス、また健康な生活の促

進を目指しています。また伝統的な健康法も

再活用し、アーユルベーダ、ヨガ、自然療法、

ユーナニー、シッダといった伝統医学・伝承

医学、ホメオパシーも取り入れ、村・地方選

挙区に相当するパンチャヤットが公共ヘルス

サービスを提供できるよう、能力構築も行っ

ています。 

また、要求がありながらも、受け入れがた

い法律もあります。例えば、家族計画に対す

る優遇策、また中国の 1人っ子政策のような

法制による子どもの数の制限、また家族の数

で選挙の資格を剥奪するといった罰則は、許

されるべきことではないと思います。 

その他には、父親母親による育児休暇です。

インドではお母さんが赤ちゃんを妊娠した時

に、6カ月産休をとっています。最近法律を

改正して、お父さんも 15日間、有給で休ん

でいいことになりました。お父さんも子ども

に対して責任を負っていますから。育休は当

たり前です。 

 人口政策を行うためにこのような努力をし

ているのは中央政府だけではありません。村

の自治組織という一番小さな行政単位におい

ても、人口の抑制政策を実行しています。先

程申し上げた、選挙区レベルのパンチャヤッ

トがあり、委員会などもあります。市のレベ

ルでも、非常に協力的で、非常に効果的な役

割を果たしています。 

地方がこのような効果的な役割を果たすよ

うになったのは、憲法の第73次改正と第74

次改正からです。第 73次改正ではパンチャ

ヤットについて定め、第 74次改正では、市

町村のレベルについて定めました。 

このような場合、議会またその他のレベル

でも利害関係者の方たちが関わることは大切

です。その面で、IAPPD の役割は非常に重要

であります。マンモハン・シャルマ事務局長

の下、この問題の指南役になって、まるで「一

人軍隊」のように私たち国会議員を引っ張っ

てくれています。彼の働きは称賛に値します。 

ご清聴 ありがとうございました。 

 



 55 

セッションセッションセッションセッション 3333    

国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法国会議員と人口関連立法    

ドゥアンディー・ウッタチャック議員ドゥアンディー・ウッタチャック議員ドゥアンディー・ウッタチャック議員ドゥアンディー・ウッタチャック議員    

ラオス 

 

 

ラオス人民共和国国民議会を代表しまして、

今回、このように日本に招聘して頂き、この

セッションに参加させて頂く機会に心から御

礼申し上げます。 

 ラオスは小さな国で、現在人口は 600 万

です。ラオスは人間開発指数では 182 カ国

のうち 131 位となっています。しかしラオ

スでは、経済成長に伴い、人々の生活はかな

り改善されてきています。ODA のおかげで、

社会経済的な開発を実現しています。 

 ラオスでは、特に日本を含めた有効諸国、

国際組織、NGO からODA を受けています。

日本から主要供与国の一つです。この場をお

借りし、ラオス国民議会を代表とラオス国民

を代表して、日本政府および日本の皆様に、

我が国への ODA の拠出に対しまして、心か

ら感謝を申し上げたいと思います。 

 ODA は、政府の優先計画に沿った形で、

国の社会経済開発に貢献して頂いています。 

特に、社会経済、科学、テクノロジーや環境

分野でのプログラムが実施されています。

我々の目的は、経済成長とともに国全体の貧

困の撲滅です。2020年までには、最貧国リ

ストの中から抜け出したいと考えています。 

またラオスは、国際条約についても、コミ

ットしていく所存です。課題は山積していま

すので、一歩一歩前進していく必要がありま

す。開発のスタートの時点が非常に低い状態

です。開発資本が十分でなく、人材も不足し

ています。母子の死亡率等も高く、栄養不良

の子どもたちも多く、教育の面では、教育資

財および設備も不十分です。 

しかし、我々は国の発展に向けて努力して

いきます。同時に、このような友好諸国、国

際組織、NGO からの ODA は、社会経済開

発の上で非常に重要です。 

ラオス国民議会は、その責任として、この

ような社会開発計画およびプログラムを、

ODA プロジェクトを含め、監視・実施をし

ていきたいと考えています。 

この会合に参加し、ODA の監視や実施に

ついて、また、人口・開発の分野における

ODA について、皆様と経験を共有し、多く

のことを学びたいと思います。 

最後に、APDA の皆様に、温かい歓迎およ

びこの会合に参加させて頂いたこと再度お礼

を申し上げます。ありがとうございました。 
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フィリピン 

 

 

議長： 

 ありがとうございました。これから討議に

入りたいと思います。インドは人口問題の法

律制定に多くの努力を注入し、ベトナムでも

人口開発問題に積極的な取り組みをしていら

っしゃいます。またこれはラオスでも同じく

人口問題に対する対処が、今後の開発や発展

に結びつくと思います。それでは、ご意見等

ありましたらどうぞ。では、ザンビアから。 

 

ロンバニ・ムシチリ議員（ザンビア）： 

 ベトナムの代表の方、国会議員の 25％し

かフルタイムでその職務に着いていないとう

お話でしたが、それはどうしてでしょうか。

また、インドにお聞きしたいのですが、児童

婚に関する法案で3カ月しか罰則がないとい

う話をされたと思います。たった 3カ月でそ

ういった罪を犯した人が釈放されるというの

はどうなのでしょうか。その点に関してもコ

メントをお願いします。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 まず、ザンビアの方の質問ですが、今、フ

ルタイムで国会議員の仕事をしている人は

25%程しかいません。それ以外は地方政府や

草の根で仕事をしていたり、また省庁で仕事

をしていたりします。ベトナムでは国会のセ

ッションは年に 2度で、それぞれ 1カ月半の

期間しかありません。来年の 3月からは、は

フルタイムの国会議員を 40％くらいまで増

やすようにしたいとのことです。フルタイム

とは、国会だけで仕事をしている人をそう呼

んでいます。パートタイムは、それに対して

例えば省庁や地方政府で仕事をしているとい

った人を指しています。 

  

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

 ベトナムの方に質問です。国会議員の

25％しか、フルタイムで仕事をしていないと

いうお話ですが、この 25％の方を選ぶ基準

は一体何でしょうか。選挙区での有権者のた

めの仕事はできるのでしょうか。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 ベトナムでは現在は国会議員の 25％がフ

ルタイムと申し上げましたが、それぞれの県

において、国会議員のグループがあり、その

内の 1人がフルタイムで、その県のレベルで

仕事をします。国会の機能は、常に同じです。

つまり選挙区で有権者と定期的にコンタクト

は当然行います。つまり国会が開かれる前に

選挙区に行き、有権者と話をします。そして、

国会が終わった後、またその選挙区に戻り、

有権者と話をします。そういった手順が踏ま

れています。つまり国会で一体何が行われて

いるのかを有権者に対して話をする。どうい

った意見を述べたのかという話をすることで

す。それはフルタイムの議員でもパートタイ

ムの議員でも同じです。これで明確になりま

したか。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

 私が言いたいのは、フルタイムで仕事をす

るために選ばれるためにはどういった基準を

クリアしなければならないのでしょうか。 
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グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 それは同じです。直接、有権者による選挙

ことになります。例えば、ある選挙区におい

て、6～7 人の候補者から 2～3 人が選ばれ

ます。その時の選ばれる基準は同じです。フ

ルタイムで国会議員として仕事をするために

1人、県ごとに 1人フルタイムの人を選ぶこ

とになります。委員会では 10～15人程の国

会議員が選ばれてメンバーになりますが、そ

の人たちは高い資格を持っていなければなり

ません。経験や知識があることが重要です。

それは女性でも男性でも同じです。そういっ

た基準があり、委員会のメンバーになれます。 

 

議長： 

 ありがとうございます。では日本のご質問

をどうぞ。 

 

日本： 

 ベトナムの代表の方にお聞きしたいと思い

ます。日本は現在、高齢者のケアという問題

を抱えています。ベトナムでは、高齢者法と

いう法律があると発表されましたが、その機

能は一体何なのでしょう。高齢者に対する社

会保障はあるのでしょうか。子どもたちが高

齢者を支える責任を持っているのか教えて頂

きたいと思います。 

 日本に関して申し上げますと、私たちは社

会保障、つまり年金に依存をしています。そ

れ以前は子どもたちに支えてもらうことがで

きましたが、それは過去の事になりまして、

社会は全く変わってしまいました。そういっ

た背景でお聞きしたいと思いました。 

 2 つ目の質問は、インドの代表者の方にお

聞きしたいのですが、人口増加を抑制する取

り組みがなされているのでしょうか。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 ベトナムでは、15 年前、高齢者条例があ

り、高齢者法が、昨年承認されました。この

法律において、60 歳以上の人口が高齢者と

定義されています。社会保障に関しては、ベ

トナムでは 60 歳以上の人口の 30％から

35％が政府の年金を受けています。国会はこ

の高齢者法の中で、もし高齢者が健康で 80

歳を超えた場合は、政府が供与する年金を受

けることができると書かれています。もし、

80 歳以下である場合は、もし健康でない場

合は、政府から何らかの支給を受けることが

できます。健康である場合は、80 歳以降受

けることができます。子どもたちがどういっ

た高齢者の支えを行っているかは、ベトナム

の法律には、高齢者のケアをすることは、子

どもたち家族の責任だと書かれています。 

 

日本： 

 それは法律というよりは道徳的義務ですか。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 法律で義務です。もし父親、母親のケアを

怠った場合は罰則を受けます。法律の中に罰

金や罰則が規定されています。家族が高齢者

ケアの責任を負っています。まずは家族、次

にコミュニティ、次に政府ことになります。 

 

日本： 

 では、もし子どもたちがケアをできないと

いった場合、ケアしてくれるような子どもを

持たない場合、それは政府がケアするのです

か。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 はい。もし子どもがいない、また家族がい

ないといった場合は、毎月政府からお金が支

給されます。何らかの老人センターのような

所に入られることもあります。 

 

シュリ・シャンタラム・ラックスマン・ナイ

ク議員（インド）： 

 インドの人口活動ですが、まず、これはボ

ランティアベースのプログラムです。政府は

そのプログラムを導入しますが、NGO の力

を借りて導入しています。パンチャヤット、

村の自治体を通して、注意深く進めていこう
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と考えています。以前、家族計画が大変強調

された結果として、そのプログラムが機能し

なかったことがあり、注意深く進めていくよ

うになりました。 

 

議長： 

 ありがとうございます。ではインドネシア

の方、どうぞ。 

 

インドネシア： 

 3人のリソースパーソン全員に対して質問

です。人口関連法律について、これらはもち

ろん予算に影響があります。例えばインドネ

シアの場合、国家予算の 5％を必ず医療に使

わなければならないと決めています。皆様の

国でも、人口関連に伴う予算について、法律

では規定されているものはあるのでしょうか。 

 

議長： 

 まず、ラオスからお答え頂けますか。 

 

ドゥアンディー・ウッタチャック（ラオス）： 

 ラオスでは 80の法律がありますが、人口

関連の法律はありません。残念ながらこの分

野の法の施行の話ができませんので、他の方

にマイクを渡したいと思います。 

 

議長： 

 では、インドの代表の方、お願いします。 

 

シュリ・シャンタラム・ラックスマン・ナイ

ク議員（インド）： 

 医療に関しては十分な資金があり、その資

金が維持されています。かなり予算も潤沢に

あるので、医療部門は、海外からの支援を受

ける必要がない程です。中央政府以外に、20

の州と 7のテリトリーがありますが、個々の

地方政府にも十分な予算があります。インド

では製薬業界も進んでおり、インドにおいて

は全く家族計画に関しては問題がないと私も

認知しています。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 よい質問を頂きありがとうございます。人

口、公共保健に関して、条例と人口関連法律

がありますが、その中で、予算の何％人口問

題に使わなければならないとは書かれていま

せん。またそれ程大きな予算があるわけでも

ありません。しかし、2年前ですが、かなり

国会で議論されたことがあります。私たちの

委員会で保健関連、人口関連にいくらお金を

使うべきなのか議論されました。半分の国会

議員が 10％は使うべきだと主張しました。

始めは首相や他の大臣も合意したのですが、

3日後に意見を変えて、10％は無理だという

話になりました。結局、パーセンテージを決

めて、公共衛生のためにお金を使うと決めて

しまうのは難しくなりました。しかし、毎年、

公共衛生に関わる予算に関しては、成長率を

超える割合を充てなければなりません。つま

り、経済成長が 10％の場合は、公共衛生分

野に対する予算は 10％以上にしなければな

らないことになっています。そのような法律

はベトナムにあります。 

 

議長： 

 それではタンザニアの方、次にカンボジア

の方お願いします。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

 ジェンダーについて質問をさせて頂きたい

と思います。ベトナムの議員の方から、男女

平等に関する法律があるとの話でした。その

中で、女性議員が 30％以上を占めることは

難しいということでしたが、なぜそのような

ことがあるのでしょうか。 

今タンザニアには、半分半分にまでもって

いこうとしています。ベトナムで 30％が難

しいという状況ですと、半々にもっていくま

で、多分私たちも課題を抱えることになりま

すので、ぜひベトナムの経験をお聞かせくだ

さい。また、女性の政治参加に関して、イン

ドやラオスではどのような問題を抱えていま
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すでしょうか。 

 

グェン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 これは解決が難しい問題です。多くの男性

が反対に回るため、難しい状況です。このよ

うな法案が出されますと、少なくとも 30％

が女性というのが妥協点です。これは女性の

組合から出されている提案です。女性の特に

政治面での政治参加を高めるには、どのよう

な法律的な障害があるのか協議しますが、男

性と女性の候補者が、同じ年齢でなければな

らないとか、女性の候補者は出産や育児で忙

しいので遅刻が多い、といった批判もでてき

ます。ベトナムでは、定年退職する年齢も男

性と女性では異なり、男性は 60歳、女性は

55 歳です。このような問題も常に議論され

ています。変化をもたらすことは難しいこと

だと思います。私たちの議会では、毎年、政

府は男女平等のために何をしたか、どれだけ

お金を使ったか、そしてどのような進展があ

ったかを、私たちの委員会がコミットメント

をして、政府に情報提供してもらうようにし

ています。 

 

シュリ・シャンタラム・ラックスマン・ナイ

ク議員（インド）： 

 インドの状況では、3分の 1は、特定のカ

ーストに議席をとっておきます。女性の政治

参加は 33％で、国会レベルではそのあたり

が落としどころです。 

 

ドゥアンディー・ウッタチャック（ラオス）： 

 大変鋭い質問ありがとうございます。ジェ

ンダー問題は、ラオスでずいぶん改善してき

ています。ラオスの女性の政治参加は、一貫

して安定しています。現在のところ国会議員

の 25％が女性です。ラオスの国会の女性議

長は女性で、大臣も二人女性です。県レベル

でも、地方議員に、地方政府にも女性が勤め

ていますが、女性にもっと政治参加をするよ

うに呼びかけています。男性の定年退職は

60歳ですが、女性は選択肢があり、55歳か

ら 60までの間で、自分が退職したければ、

その間に退職できます。これがラオスにおけ

る状況です。 

 ラオスは以前に比べますと、男女平等がず

いぶん実現されてきています。ラオスの議会

では、男性議員は恐妻家が多いとのことです。 

 

議長： 

 ではカンボジア、お願いします。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 インドへのご質問です。人口が中国を抜く

勢いだというお話で、2045年までに人口安

定化させたいとのことですが、法律面、また

社会経済的な面から、どのようにこの安定化

を達成しようとされているのでしょうか。 

 

シュリ・シャンタラム・ラックスマン・ナイ

ク議員（インド）： 

 法律をいくつか施行しています。また法律

以上に、私たちは教育を大事に考えています。

国民を教育することにより、一番小さな行政

単位の議員が、村レベルでの教育を呼びかけ

ています。コンドーム等の国民が必要として

いるものを国から支給することになりますの

で、それらが不足しないようにしています。

根拠に基づき国民に啓蒙することができれば、

効果があると思います。 

 

議長： 

 皆様、ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 4444    

社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減    

 

 

MC： 

セッション 4を始めたいと思います。ドー

ニャ・アジズ議員が議長を務めます。パキス

タンの国民議会(下院)議員でいらっしゃり、

以前は人口福祉省の政務次官をお務めになり

ました。保健経済関連の常任委員会のメンバ

ーで、女性議員審議会で、所属政党の代表も

お務めになっています。 

アジズ議員は、パンジャブ大学医学部の外

科学専攻を卒業され、カリフォルニア大学医

学部放射線学科で2年半医学研究者として働

きました。 

 

議長： 

 議員の皆様方、岸田さんをご紹介します。

ソフトウエアのエンジニアとして 1990 年

代に活躍され、1997年にソフトウエアの会

社としては草分け的存在の SRA 株式会社を

設立されました。現在は最高顧問でいらっし

ゃいます。1970年代にソフトウエアの構造

化されたデザインプログラムを提唱され、ユ

ニックスをSRAに組み込まれました。1970

年代後半から国際的にも活動され、1987年

には第 9 回 ICSE(ソフトウェア工学国際会

議) プログラム委員長を務められ、1988年

の第10回ICSEでは基調講演を行いました。

その他にも、数多くの国際的なソフトウエア

の会議・ワークショップ等も主催なさってい

ます。また 2001 年の ACM/SIGSOFT の

功労賞を受賞されました。 

 岸田さん、宜しくお願い致します。 
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セッションセッションセッションセッション 4444    

社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減社会の変化とソフトウエア進化論：複雑性の拡大と縮減    

岸田孝一岸田孝一岸田孝一岸田孝一    

株式会社 SRA 最高顧問 

 

 

 皆様、こんにちは。このような機会をいた

だき大変光栄に思います。必ずしも人口問題

には関係ないかもしれませんが、コンピュー

ターソフトウエアの進化の過程と中身につい

てお話をしたいと思います。 

 議長からご紹介頂いたように、私は年老い

たプログラマーです、プログラマーとしての

キャリアを 1960 年代初めにスタートしま

した。その後、SRA という会社を設立しま

した。私の関心とは、ソフトウエアの開発の

哲学的な基盤です。またアルバイトで画家を

しています。プログラマーになる前は芸術家

になりたかったのですが、画家では生計は立

てられないので、プログラミングで収入を得

て、夜の間だけ画家になろうと決めました。 

さて、オーストリアのオットー・ノイラー

トは、1921 年、「私たちは乗船中の船を大

海原で改修しなければならない船乗りのよう

なものだ」といった有名な格言を残していま

す。 

この格言は、20 世紀初めの西洋哲学を反

映しているものですが、まさにソフトウエア

が今日直面しているような問題が、この航海

の状態ではないかと思います。 

わたしたち生活のあらゆる側面でソフトウ

エアを使っていますが、様々な問題に遭遇い

たしています。多くのトラブルに遭遇します。

航空券を予約したのに、仕組みそのものが故

障したり、株式を買おうと思ってもその仕組

みがショートしてしまうといったことです。

電気の供給が落ちてしまうという問題が起こ

ることもあります。こうしたエラーは、多く

の場合、ソフトの不具合によるものです。で

きることならば、こうした古いシステムを捨

てて、新しい立派なソフトを一から作り直す

ことができればと思います。しかし、それは

不可能です。とりあえず、今あるシステムを

直しつつ、使い続けなければなりません。 

 そもそもソフトの重要な特徴は何でしょう

か。有名なM.リーマン教授の定義があります。

数年前にリーマン教授の 80歳の誕生日をお

祝いしました。教授は 1970年半ば、アメリ

カの IBMでお勤めでしたが、有名な IBM360

オペレーティング・システムを目にし、私た

ちはソフトの進化の過程で。何らかの法規則

を持つべきだという結論を出しました。 

 リーマン教授によれば、2 つの種類のソフ

トがあります。一つは、Sタイプと呼ばれま

すが、仕様、つまりスペシフィケーションの

Sです。例えば、数式を解いたり、ルートの

解を出さなければならないという問題があっ

た場合、プログラムを特定し、美しいアルゴ

リズムによってそれを解決します。正式な仕

様は絶対に変わりません。そのため、数式の

答えも時が経っても変わることがありません。

例えば、ルート根を出す数式は、1年後でも、

100年後でも変わることはありません。正し

い仕様に基づいて、実在のプログラムを開発

すれば、プログラムは永遠に正しく作動しま

す。しかし、このような Sタイプのプログラ

ミングは例外的です。 

私たちが開発しているプログラムのほとん

どは Eタイプになります。Eというのは、エ

ンべット、組み込みという意味で、例えば、

会社の経営管理システムや、エアラインの予

約システム、政府の管理行政システム等の、
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現実世界のアプリケーションに組み込まれて

います。現実世界のアプリケーションは時間

とともに変わっていきますので、ソフトもそ

れに伴って変わっていかなければいけません。 

 E タイプでは、アプリケーションを導入し

たい場合、どのようなソフトウエアが必要か

という議論をします。おそらく、人によって

意見が異なります。例えば、これがとある会

社のソフトウェアシステムだとすれば、会社

の最高経営責任者、部長、マーケティングス

タッフ、製造部門のスタッフ、顧客、ユーザ

ー、バイヤーでも、それぞれ意見が分かれま

す。そのため、システム・アナリストがそれ

ぞれをインタビューし、仕様をまとめます。

その仕様に合わせて設計をし、プログラムを

作ります。プログラムが完成した後、仕様に

照らし合わせてテストします。しかし、そう

した仕様は、そういった人々の要求を部分的

に叶えるものでしかありません。 

オペレーションに乗せてから、問題が起こ

ると、どうなるのでしょうか。このソフトウ

エア・システムのオペレーションから影響を

受ける人々は文句を言います。このソフトは

様々な意見の総意を反映している開発内容な

ので、仕様は自分のニーズを部分的には反映

していますが、すべてではありません。結果

的に、誰もが不満を抱えてしまいます。 

 開発には時間がかかります。その開発をし

ている間、アプリケーションシステムの環境

もその間に変わってしまいます。これがビジ

ネスアプリケーションであれば、会社のビジ

ネス環境、業務そのものも時間とともに変わ

っていきます。昨年のスペックが、今年にな

ったら十分ではなくなることがあります。そ

の度に修正が必要となります。そこで、ステ

ム・アナリストが仕様について 2度目のイン

タビューをすることになります。 

現実世界では、E タイプのシステムがアプ

リケーションで使われています。この仕様決

めの関するインタビューとプログラミングの

サイクルは、延々と続いています。最初のサ

イクルは開発と呼ばれ、2 回目、3 回目、4

回目のサイクルはメンテナンスと言われます。

メンテナンスという言葉は、ハードウエア工

学の分野からきています。ハードウエアとは、

例えばマイク、パソコンや照明等です。 

E タイプはこのメンテナンスが必要となり

ます。しかしハードウエアのメンテナンスと
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異なり、ソフトのメンテナンスは簡単ではあ

りません。時が経って環境の変化に合わせて

メンテナンスをしなければならないので、進

化をしていく必要があります。 

 また、リーマン先生は、ソフトウエアの進

化について、10 の法則を発表しました。最

初の 3 つが有名です。一つ目は、「継続する

変化」です。ソフトウエアはオペレーション

環境の変化に適用しなければなりません。つ

まり、常に変化していかなければなりません。 

 2 つ目は、「増大する複雑性」です。これは 

ハードウエアのシステムにも当てはまります。

ハードウエアの一部は、経時的にどんどん廃

れてしまいます。RAM は遅くなり、キーボ

ードを叩いても何も反応がなくなったり、ま

たネジが緩んだりしてきます。ソフトウエア

が劣化していなくても、ハードに合わせて変

更していかなければなりませんが、これは、

ソフトウェアシステムにとって良いことでは

ありません。 

新しいソフトを開発する時に、システム設

計者は仕様を非常に注意深く分析して、その

機能を分類します。モジュラーごとに機能が

発揮できるように対応させます。異なる機能

は、また別のモジュールで対応させます。し

かし、メンテナンスを行うと何が起きるでし

ょうか。ユーザーは、メンテナンスの際に、

明日の朝までにこの機能をソフトに付け加え

欲しい、もしくはこの機能は削除して欲しい、

といったことを言ってきます。メンテナン

ス・プログラマーはそうしたリクエストに対

応しますが、機能の構造全体には全く注意を

払わずに、パッチワーク的に言われたとおり

にします。何年か経って、この顧客がまた機

能を変更して欲しいと言ってきたとき、以前

メンテした機能がソフトウエア全体に分散し

てしまっているため、すべてのモジュールを

かき集なければならなくなります。ソフトの

構造がどんどん経時的に廃れ、老朽化してし

まいます。それがソフトウエアのメンテナン

スの致命的な特徴だと言えます。 

 ソフトウエアの進化の3つ目の法則は、「自

己調整」です。すべての学者が同意している

わけではありませんが、リーマン先生は本当

だとおっしゃいました。先生は、「ソフトウエ

アの進化のプロセスは、今や人間のコントロ

ールを超えて、人間が管理できなくなってい

る」と言っています。これは、IBM360のよ

うな大規模なソフトウェア・システムは、人

間によって管理されているのではなく、人間

は単に進化の誕生、また成長の支援をしてい

るだけです。つまり、こうしたシステムは、

分たちなりのバイオリズムを持った別の生き

物だというのが、リーマン先生の主張です。 

 こういった基本的な問題にソフトウエアの

技術者は直面しています。古代ギリシャの哲

学者、ヘラクレイトスの思想で、「パンタレイ」

という表現があります。これは、「万物は流転

する」という意味です。また、スイスの言語

学者であるフェルディナン・ド・ソシュール

は、「時はすべてのものを変えてしまう。言語

もこの普遍的な法則を免れ得ない」と言いま

した。ソシュールは言語学者として、言語の

標準化には反対していました。言語の標準化

は 18世紀のフランスで真っ先に始められま

したが、言語は経時的に変わっていくと考え

ていました。ソフトウエアも同じで、この変

化を免れられないと思います。 

 時間は一体どういうものでしょう。これは

非常に重要な哲学的問題です。2500 年前、

儒学者の孔子が、黄河の畔で「ゆくものはか

くのごときか昼夜をおかず」、と過ぎゆく人生

は昼も夜も止まらない川のようなものかと言

いました。時は流れています。速度や方向は

どうなのでしょうか。1 時間は 1 時間でが、

時の流れをゆっくりと感じる時もあり、急速

にその流れを感じる時もあります。では方向

はどうでしょうか。私たちの前から私たちの

背後に振り返ることはできますが、将来を見

ることはできません。時間は私たちに向かっ

て流れているからです。将来を見ることはで

きません。つまり私たちは時の流れの中で、

振り返ることができるだけです。 

私のキャリアは 50年ほど前に始まりまし
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た。それから非常に多くの技術変革が起こり

ました。1960～70 年代には、私は構造プ

ログラミングに非常に深く関わりました。

1970 年代から 1990 年代に入りますと、

ソフトウエアのデザインシステムが色々と開

発されました。構造アナリストやデザインも

出てきました。 

今日では、プロダクトごとのアプローチが

主流です。つまり、ソフトウェアエンジニア

は、プロセスを重要視しています。本質的に、

ソフトウェアは何らかのプロセスを実行する

ものだからです。 

1960 年代のコンピューターのハードウ

エアは、非常に粗末なものでした。プログラ

ムの実行プロセスは、ハードウエアの中では、

メモリの容量に制限され、また非常にゆっく

り動くものでした。その中で、いかに実際に

効率的に効果的な計算プログラムを実行して

いけるかが我々の課題でした。1960年代終

わりからハードウエアが大型化・高速化しま

した。そのため、より現実世界の様々な問題

解決のツールになることができたのです。

1980 年代の問題はテクノロジーの転換で

した。ソフトウエアを活用できるように効率

的な活用を教育するという教育の課題になり

ました。 

1990年以降、インターネットの普及によ

り、コンピューターがあらゆるところに存在

するようになりました。ハードウエアも小さ

なマイクロチップになり、多くのものに組み

込まれている時代になりました。例えば、携

帯電話の中には2つか3つのマイクロコンピ

ューターが入っていて、そのマイコンの中で

多くのソフトウエアが運用されています。そ

のような時代になって、日々、ソフトウエア

のアプリケーションというのはソフトウエア

の進化に伴い、今、ツールとして人間の毎日

の活動をサポートするようなものになりまし

た。ですから人間の生活も、このように時間

を経て急激に変わってきました。システム進

化のプロセスというものが、今、ソフトウエ

アのエンジニアにとって大きな問題になって

います。 

 プロセスと構造、この 2 つのキーワードが

重要です。構造は時間から独立したものです。

しかし、プロセスは時間に依存します。私た

ちのプログラムは、このような継続的に進化

するシステムを、時間を経ていかに対処でき

るかが問題です。構造主義は、20 世紀の哲

学の中で 1つの主流でした。先程申し上げた

スイスの言語学者のソシュールは、この構造

主義のパイオニアでした。彼は言語学者とし

て、言語学は言葉の基準や規範を研究するも

のではなく、むしろ時間とともに変化してい

く言語の研究としました。 

ソフトウエア・エンジニアリングのコンセ

プトは、1960年代後半に、大規模なソフト

ウエアの開発が始まり、電気技師、土木技師、

建築技師といった、多方面の科学技師の分野

から学びたいと考えました。ソフトウエアの

エンジニアも、専門分野としてシステム開発

を応用し、結果として、過去 10年ほどでプ

ロセス標準化パラダイムが広く普及しました。 

プロセス改善とアセスメント手法を定めた

国際規格（SPICE）では、能力成熟度モデル

（CMM）が、社会開発と成熟度を 1から 5

段階で表します。 

活動論理も1つのソフトウエアのプロセス

の 1つです。先程申し上げました CMMは、

IBM でかなり長い間部長を務めたウォルタ

ー・ハンフリーという方が提案しましたが、

このCMMのコンセプトはハードウェアの製

造パラダイムに基づいて、非常に管理志向型

で、この点では古典的な管理枠組みです。あ

る意味で新儒教に似通っています。 

非常に偉大な中国の思想家である朱熹は、

16 世紀に「大学」という書物の中でこう述

べています。「もし世界を治めたければ、まず

自分の県を適切に統治しなければならない。

自分の県を適切に統治するためには、家族を

きちんと治めなければなりません。家族をき

ちんと治めるには、自分自身を培わなければ

なりません。自分を培うためには、まず自分

の考え方を正しくしなければなりません」。 
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この儒教の価値観と、ソフトウエアプロセ

スマネージメントは共通するものがあります。

ISO が世界に当たり、CMMが県に当たり、

あり、チームのソフトウエアプロセスが家族、

個人的なソフトウエアプロセスが、自己にあ

たります。 

また、同様に概念的に共通するのが、19

世から 20世紀にかけての有名なドイツの思

想家マックス・ウエーバーです。彼は「理想

的な官僚主義」を提案していますが、その中

で 5つの特徴を上げています。つまり、形式

の強調、階級の観念、仕事の専門化、特化さ

れた能力、そしてそれぞれの階級における行

動規範です。これらは共和制における君主制

を打ち負かすための道具とされていました。 

 いずれにしましても、孔子的な価値観もマ

ックス・ウェバーの官僚機構のパラダイムも、

論理的には美しい枠組みです。しかしこうし

た論理的に美しい枠組みを実行に移そうとす

ると、簡単に崩れ去ります。 

例えば、現在の日本の中国、韓国の政治を

見ると、これらは儒教の枠組みに基づいます

が、実行の段階になると非常に頼りないので

す。論理的には非常に美しいのですが、実行

に移すと非常に脆いことになります。そのた

め、孔子の儒教思想から一歩進んで考えてみ

たいと思います。 

 18 世紀初頭に、有名な日本の哲学者たち

がいました。荻生徂徠は徳川政府に仕え、も

う 1人は富永仲基という哲学者でした。荻生

徂徠は、徳川幕府は新儒教主義に基づいてい

ましたが、形而上学的で、自己鍛錬を強調し

すぎるため、新儒教は社会学的な形に再建す

べきだと考えていました。また「孔子はお殿

様の哲学」だと言いました。儒教の道という

概念は、曖昧で一般の人々にはわかりにくい

ため、中国のかつての君主は、儀式や音楽を

使って、民にわかり易くしました。私たちは、

こうした精神を引き継ぎ、自分たちの儀式と

音楽をつくりだすべきである、と徂徠は主張

しました。 

 もう一歩踏み込みこむと、富永仲基は、当

時の懐徳堂学派の哲学者の先駆者でした。懐

徳堂は、18 世紀に大阪で非常に裕福な豪商

の出資によって哲学の学校として開校されま

した。富永は、出資をした 5人の豪商の 1人

の息子でした。若くして亡くなりましたが、

数多くの書物を遺し、その中で、儒教、仏教、

日本神道のすべてを批判しました。仏教学者

も儒教学者も、彼の論理に反対しました。そ

のため、彼の書物は歴史に埋もれていました。

しかし、彼の死後から 200 年後の明治維新

後に、富永の名声は復権しました。彼は、誠

の道を追求することを道とすべきであり、孔

子も聖なる君主も必要ないと説きました。 

また、対話の際の言語は、3つの特徴を持

っていると述べています。1つは時の流れで

す。すべての人は、自分の住んでいる時代か

ら免れることはできません。2 つ目は民族の

好みです。3つ目は、基本的な表現の形式で

す。 

どのように言語を使うかを考えると、ソフ

トウエアのビジネスは、特別な言語を使って

ソフトウエアシステム書いています。 

 言語は文化を運びます。社会的なグループ

は、それぞれ独特の文化を持っています。文

化は国によって異なります。同じ国であって

も、企業、学校、プロジェクト、コミュニテ

ィによって文化は異なります。 

人間のそれぞれのグループはそれぞれの言

語を使っています。これはまさに基本的な条

件です。コミュニケーション上の問題が、基

本的なソフトウエアの問題だと思います。つ

まり、ユーザーが使う言語とシステムアナリ

ストの使う言語は異なります。開発者とデザ

イナーも異なる言語を使い、プログラマーと

ユーザーも違う言葉を使います。このような

別々のグループの間で、使っている言語が異

なるために、コミュニケーションの問題が生

じています。やがては、この問題を解決する

ためのコミュニケーション・エンジニアリン

グが必要になるでしょう。 

 今日のソフトウエア工学の問題は、ソフト

ウエア開発は有形の労働だと思われています
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が、実際は無形の労働です。これはつまり、

実体のないサービスや知識、コミュニケーシ

ョンを生産することです。例えば、ソフトウ

エアを開発し、そのソフトウエアをCD やフ

ロッピーディスクに書き込みます。CD やフ

ロッピーディスクは形のある商品ですが、そ

の媒体が大切なのではなく、そこに入ってい

る中身が重要になります。ファッションも同

様です。素材よりも、デザインや色、そして

見た目が大切です。これらが無形の労働とい

うことになります。 

ソフトウエアも無形の労働です。形がなく、

目で見ることもできません。情報と文化のコ

ンテンツを具現化しているものです。ソフト

ウエアはまた、他の無形の製品を実行するの

に非常に有効です。ソフトウエア開発は無形

の労働で、ソフトウエアのユーザーは、無形

の使用者です。様々な無形の労働の形があり

ます。コミュニケーションが生命線の生産業

や象徴的な分析、問題解決の知識労働があり

ます。また癒しや情熱など、その製品が無形

の労働もあります。 

 また、生産と消費の関係においても、こう

したことが言えると思います。例えば自動車

の生産において、有名なパラダイムがありま

す。フォードという自動車製造会社がありま

すが、標準化された製品の大量生産がフォー

ド主義で、以前はそれが主流でした。しかし、

過去 20～30年の間に、トヨタ主義がフォー

ド主義に取って代わりました。トヨタ式はコ

ミュニケーションを顧客ととることを基本に

しています。市場調査を実施し、それに基づ

いて多品種少量生産をタイムリーに行います。 

無形の生産は、いまや市場のための製品で

はなく、社会関係から生まれる製品です。生

産と消費を統合する社会プロセスが非常に重

要になります。現在、様々なウェブアプリケ

ーションがありますが、例えばユーチューブ

では、このユーザーは、実際に新しい製品の

開発者にもなります。この場合、消費は生産

と統合された一つの長いプロセスであり、分

離されたものではありません。そして、消費

が新しいニーズを生み出し、商品を永久的に

進化させていきます。また、消費は付加価値

を高めます。消費されればされるほど、さら

に価値が高まります。これが新しい無形の労

働の本質となっています。 

 ソフトウエア工学の分野では、このような

製品主導型からプロセス主導型のパラダイム

シフトを感じています。こうした現象は、

1980年代後半、クリスチャン・フロイド先

生が指摘しました。私たちは、品質というの

は、ハードウェア商品に対する特徴だと考え

ていますが、ソフトウエアに関しては、品質

が単なる商品の特色となるのではなく、実際

に商品を使う上でのプロセスと方法に関連し

ています。製品主導の観点からいえば、技術

やツールを開発し、アプリケーションの進化

とともに、このようなソフトウエアのプロセ

スの進化に対応していかなければいけません。 

このような進化の中では、あらゆる人間の

集団が、このような進化プロセスに関わって

おり、どのグループも違う言語を話していま

す。この点では、有名なロシアの哲学者であ

るミハエル・バフチンの『対話論』が非常に

重要です。彼は、ドストエフスキーの作品を

研究し、これらの小説を、複数の異なる動き

の声部が協和し合う多声音楽、また未完結化

という言葉で表現しました。ドストエフスキ

ーの小説の中では、あらゆる登場人物がそれ

ぞれ対等なところで、それぞれの文化的背景

に基づき、様々な意見を述べています。その

対話は永久的に続いていきます。物語には最

後がありますが、その対話は読者の中でずっ

と続いていくのです。そういった対話論、そ

して未完結化は、多文化に基づくソフトウェ

ア開発とソフトの観念を見ていく上で非常に

重要です。以上です。ありがとうございまし

た。 
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セッションセッションセッションセッション 4444    

討討討討        議議議議    

議長：ドーニャ・アジズ議員議長：ドーニャ・アジズ議員議長：ドーニャ・アジズ議員議長：ドーニャ・アジズ議員    

パキスタン 

 

 

議長： 

 非常に啓発的で、哲学的なお話をありがと

うございました。ソフトウエア開発に関連し

ての話でしたが、今までと同じような考え方

ではなく、新しい観点で見ていくことになる

と思います。私たちに馴染みのない分野でし

たが、ご質問等ございましたら、どうぞ。 

 ケニアの方、どうぞ。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

 大変哲学な深いお話をしてくださったと思

います。質問ですが、現在、コンピューター

のソフトウエアの開発において、新しいもの

がどんどん出てきているかと思いますが、今

も関わっていらっしゃるのですか。またご自

分で執筆された本はあるのでしょうか。 

 

岸田氏： 

 私は古くからの人間ですので、もうプログ

ラムは書いていません。現在は、新しいプロ

ジェクトの管理をしています。今、私が扱っ

ているのは、コミュニケーション・エンジニ

アリングと呼べるようなものです。ユーザー

と開発者、ウェブデザイナー間のやり取りで

す。特に、国際的な開発プログラムの場合は、

様々な国の人間が関わります。プロジェクト

のプログラムでも、それぞれが違った概念、

違った世界を持っており、文化的な違いもあ

る中で、ソフトウエアのシステムに関して、

そういった場合の開発プロセスをどのように

コーディネートしていけばいいのか、差異を

調整していくのかが重要になります。そうい

ったことに携わっていますのでプログラムは

書いていません。 

 

参加議員： 

 どういった組織とお仕事をされています

か？IBM や DELL といったコンピューター

企業に提供されているのでしょうか。 

 

岸田氏： 

 前世紀にプログラマーの運動で、2 つ、3

つ大きなものがありました。1つは、アメリ

カであれば IBM、日本だったら日立や富士通

や NEC で仕事をしている大企業のプログラ

マーがプログラムに対して知的所有権を有し

たいと訴え始めました。その一方で、アメリ

カのリチャード・ストールマンという人が代

表していたフリーソフトウエア運動がありま

した。オープンソフトウエア運動と呼ばれる

ものですが、リチャード・ストールマンもプ

ログラマーですが、彼がこのムーブメントを

始めました。例えば OSのようなソフトウエ

アや、プログラム言語といったソフトウエア

システムは、共通の知的所有物であるという

考え方です。ですから無料であるべきだと主

張しました。そその後若いフィンランドの大

学生だったリーナス・トーバルズが、リナッ

クスプロジェクトと呼ばれる、彼独自のバー

ジョンを開始したのです。リナックスは、小

さな OSですが、彼はリナックスの OSの中

核部を開発して、それをネットに載せ、この

プロジェクトへの参加を呼びかけました。一

緒にこの OSをもっと向上させていこうよと

いう話になりました。リナックスのベースで、

リナックスも無料です。このようなフリーソ
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フトウエアムーブメントと、その一方で、知

的所有権の伴うソフトウエアのムーブメント

がありますが、私はフリーソフトウエアムー

ブメントを後押しする側です。 

私の日本のソフトウエア業界に対する技術

的な貢献は何かというと、1980年に、私が

ユニックス・オペレーティングシステムを導

入しました。これは私たちの会社のソフトウ

エア開発環境を作るためのものでした。ユニ

ックスは、アメリカのベル研究所で作られた

もので、これもほぼ無料で、世界中に配布さ

れました。私がこのユニックスを導入しただ

けではなく、ユニックス革命といわれるもの

を日本で推進してきました。日本政府は、日

本のソフトウエア業界をさらに高めていくた

めの国家プロジェクトを始めたいと考えてい

ました。政府は、日立、富士通、NEC とい

ったメインフレーマー側でした。私たちはそ

れに反対するグループだったので、政府との

間に大きな対立が生じることになりました。 

 

議長： 

 他に何か質問ありますか。ラオスの方、ど

うでしょう。 

 

ドゥアンディー・ウッタチャック議員（ラオ

ス）： 

今お話くださったお考えを、何らかの形で

出版物、本として残されていますか。 

 

岸田氏： 

 1970 年代に日本語で何冊か本を出版し

ました。英語の本となりますと、学会向けに

いくつか論文は書いたことはあります。最近

では、共同執筆という形で、若い同僚と一緒

に書いた著書があります。今年11月に開か

れるワークショップ向けに書かれたものです

が、エンジニアリングの将来の方向性につい

て、先程の無形の労働について論文を書いて

います。後ほど、その論文をお渡しします。 

 

議長： 

 他に何かご質問は。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 岸田先生のプレゼンテーションと、私たち

の会議の目的の橋渡しをしておきたいと思い

ます。昨日 JICA に行き、PCM の話を聞き

ました。この PCMと岸田先生の考え方は大

変近く、例えばプログラムの開発に様々な社

会の変化が反映されるというお話ですが、あ

る意味、国会議員も無形の労働者であります。 

ソフトウエアと法律は大変似ています。法

律は、いくつかのプロセスを通じて、社会条

件に依存しているものです。それと同時に、

ソフトウエアも同じようなプロセスがありま

す。そこで岸田先生のお考えが大変面白いと

思いました。つまり、法も常に変わりつつあ

るものです。それはソフトウエアの特徴とよ

く似ています。このような難しい環境下で、

法律をより扱いやすいものにするために、私

たちは何らかの解決法を見つけていかなけれ

ばなりません。要約すると、このような関連

の下に先生にご講演をお願いいたしました。 

ありがとうございます。 

 

議長： 

 岸田先生、参加者を代表し感謝申し上げま

す。大変面白いご講演をお聞かせ頂きました。

大変生産的な1日を過ごすことができました。

ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 5555    

「日本の「日本の「日本の「日本の企業活動と企業統治」企業活動と企業統治」企業活動と企業統治」企業活動と企業統治」    

 

 

MC： 

このセッションでは、ベトナムのグェン・

ヴァン・ティエン議員に議長をお務めいただ

きます。ティエン議員はハノイの医学部を卒

業され、2000年に保健衛生の医師の資格を

取得されました。また保健衛生の修士号も持

っています。1994年から、VAPPD の事務

局長を務められ、2006年には国会議員に選

出されました。現在は、VAPPD副議長並び

にVAPPD 事務局長でいらっしゃいます。 

宜しくお願い致します。 

 

議長： 

それでは、セッション 5を始めたいと思い

ます。セッションの講演者をご紹介いたしま

す。東京電力株式会社常任監査役・日本監査

役協会会長の築舘勝利氏です。1966年東京

電力に入社され、取締役副社長を歴任されま

した。福島県のご出身で、京都大学の法学部

を卒業されました。それでは、お願いいたし

ます。 
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セッションセッションセッションセッション 5555    

「日本の企業活動と企業統治」「日本の企業活動と企業統治」「日本の企業活動と企業統治」「日本の企業活動と企業統治」    

築舘築舘築舘築舘勝利勝利勝利勝利 

東京電力株式会社常任監査役・社団法人日本監査役協会会長 

 

 

本日は、アジア・アフリカ地域各国の国会

議員として、指導的な立場でご活躍されてい

る皆様方にお話をさせて頂く機会を頂き、誠

にありがとうございます。 

 初めに、私のこれまでの略歴について簡単

に自己紹介させて頂きます。私は 1966年に

主に日本の関東地方を中心とした電気事業を

行っています、東京電力株式会社に入社をい

たしました。以降、業務執行部門として、企

画部門や原子力部門、経理部門等を主に担当

し、経済の発展に合わせた電気の着実な供給

事業に携わって参りました。そして、常務取

締役と副社長を経て、2007年より東京電力

株式会社の監査役・監査役会長に就任し、株

主の負託を受けた独立の機関として、これか

らご説明します企業統治の一環である取締役

の業務執行の監査を主に行っています。 

 こうした私の業務経験を踏まえ、本日のテ

ーマ「日本の企業活動と企業統治」について、

今日の日本の経済活動で極めて大きな役割を

占める株式会社と、それを巡る各種の法規制、

さらに最近の情勢の変化等についてお話をさ

せて頂き、法と企業統治の重要性についてご

理解を頂ければと思います。 

 日本のコーポレート・ガバナンスの特徴は、

経営の執行者である取締役を監査役が監査す

るというところにあり、皆様のお国の制度は

異なる仕組みです。 

全体の構成は三部構成です。始めに「Ⅰ．

総論」、として、「１．日本の会社」、「2．日

本の会社法制」の二項目についてお話をしま

す。次に「Ⅱ．各制度の概要」、として、「１．

会社法の定める株式会社の仕組み」、「2．金

融商品取引法の内部統制」、「3．東京証券取

引所等の上場ルール」の 3項目についてご説

明し、最後に「Ⅲ．最近の情勢」、として、「１．

企業統治強化の要請」、「2．法制審議会 会社

法制部会での議論」、「3．法と企業統治」の

三項目についてご説明をしたいと思います。 

  

Ⅰ．総論：１．日本の会社 

そもそも本日の中心的な論点である、「会

社」とはどういうものか。一般的には「複数

の出資者が共同して事業を営むことを目的と

する共同企業形態」を会社といっています。

会社には様々な類型がありますが、その中で、

「株式会社」は、「その構成員、すなわち株主

たる地位が株式という形をとること、その業

務執行が株主により選任された第三者機関、

すなわち取締役または取締役会により実施さ

れるもの」で、会社の類型の中核をなしてい

ます。 

日本においてこの株式会社がどれだけある

かといいますと、総務省統計局「日本統計年

鑑」によれば、約 250 万社にも上ります。

ちなみに、会社数の 99%はこの株式会社が

占めています。 

就業者数と企業従業員数という観点から申

し上げますと、総務省統計局「労働力調査」

によれば、日本の人口 約 1億 2700万人の

うち、就業者数は約 6,300 万人で、さらに

その中で雇用者、すなわち企業等の従業員数

は、約 5,500 万人と就業者数の大半を占め

ている状況です。こうした数字を見ましても、

日本の経済活動において、株式会社が極めて

大きな役割を占めていることがご理解頂ける
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かと思います。 

 

Ⅰ-2．日本の会社法制 

（1）会社法 

「会社法」とは、こうした会社の設立、組織、

運営および管理を定め、私的自治の原則に基

づいて、各私人間、すなわち、会社と株主、

債権者等との関係を規定する法律です。 

 この会社法の沿革は、1890年の日本にお

ける旧商法典の制定に遡る、大変歴史のある

法律で、以来 100 年余の間に社会情勢の変

化等に合わせて、極めて頻繁に改正が行われ

てきました。現行会社法は、2005年に制定

されたもので、その特徴といたしましては、

①それまで商法、有限会社法といった複数の

法律に重要事項が散在していたのを、1つの

法律にまとめたこと、②近時の短期間におけ

る多数回の法改正を整理し、全体的な整合性

を図る観点から体系的見直しを行ったこと、

③最近の社会経済情勢の変化に対応するため、

会社法制の各種制度の見直しを行ったこと、

が主要なものとして挙げられています。 

この会社法における株式会社の特徴は、①

すべての構成員が有限責任を持つ、②株式の

譲渡性、③資本多数決の原則によって物事が

決められる、の 3点です。これについての詳

細はⅡ-1にてご説明します。 

  

Ⅰ-2．日本の会社法制 

（2）金融商品取引法 

始めに金融商品取引法の目的についてです

が、会社が資金調達をしたり、投資家が資産

運用を行うための金融商品、証券等の発行、

流通市場を機能させること、具体的には、①

企業や証券の価値が情報に基づいて正しく評

価されること、②市場が投資家にとって信頼

され、アクセスが容易であること、の 2点を

実現させることが、この法律の目的です。 

それでは、金融商品取引法の概要は何か。

こうした市場の効率性と公正性の確保のため

に、①企業に情報を開示させるディスクロー

ジャー制度、②相場操縦やインサイダー取引

等の不公正な取引の禁止、③企業と投資家を

つなぐ証券取引所等の規制を定めた規制法に

なります。これについては、詳細はⅡ-2 にて

ご説明します。 

  

Ⅰ-2．日本の会社法制 

（3）証券取引所の上場ルール 

日本では、金融商品、証券等の発行、流通

市場として、東京証券取引所をはじめとした

各証券取引所が設けられています。こうした

証券取引所は、市場の公正性及び信頼性を確

保し、利便性と効率性の高い取引・決済のイ

ンフラを構築することにより、多数の市場利

用者の信認を得て証券市場が活性化すること

を目的としています。 

 この目的のために、証券取引所は、新規上

場にあたっての形式要件審査、適格要件審査、

上場企業に対する適時開示制度といった各種

の上場ルールを定めています。こうした上場

ルールは「ソフト・ロー」すなわち国家によ

る強制力がなく、自主的に遵守されることに

よって実現されるルールであることが特徴で

す。この詳細はⅡ-3にてご説明します。 

  

Ⅱ．各制度の概要：１．会社法の定める株式

会社の仕組み 

（1）機関設計の原則 

 これについては、会社法上、大きく 2 つの

原則があり、「すべての株式会社は、株主総会

の他、取締役を置かなければならない」こと

と、「定款の定めによって、その他の機関、す

なわち取締役会、監査役会、監査委員会等を

おくことができる」ことが定められています。 

 

Ⅱ-１．会社法の定める株式会社の仕組み 

（2）機関設計の実際 

日本における規模の大きな会社の場合の機

関設計は、以下の 2制度の選択が可能です。 

①監査役設置会社については、「取締役会＋

監査役会＋会計監査人」という構成をとるこ

ととされています。この3つの機関について、

主な役割をご説明しますと、取締役会は、業
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務執行の決定、取締役の職務執行の監督等を

行うものです。監査役（会）は、取締役の職

務執行の監査等を行うもので、会計監査人は

会計監査を行う、がそれぞれの主な役割です。

ちなみに上場会社の 90%以上がこの①の制

度を採用しているのが実態です。 

次が、②委員会設置会社であり、こちらは

「取締役会＋三委員会、すなわち、指名、報

酬、監査の三委員会＋会計監査人」という構

成をとること、とされています。このうち取

締役会、会計監査人については①と同様でし

て、委員会設置会社の特徴は、三つの委員会

を置き、監査については監査委員会が行う、

というところです。これについては、詳細は

（3）にてご説明します。 

  

Ⅱ-1.会社法の定める株式会社の仕組み 

（3）委員会設置会社の導入 

2002 年の法律改正により、「委員会等設

置会社制度」が導入されました。本制度は、

米国の制度をモデルにしたもので、これによ

り従来の監査役制度との選択が可能になりま

した。委員会設置会社では、会社法にて、各

委員会の委員の過半数を、社外取締役が占め

ることが義務づけられています。他方、先程

ご説明した監査役設置会社においては、社外

取締役の設置義務はありませんが、監査役の

半数以上が社外監査役であることが必要とさ

れています。 

 ここで両制度を比較してみますと、監査役

制度が、独立した監査役（ちなみに、監査役

と取締役との兼任は禁止されています）によ

り執行を監査する仕組みであるのに対しまし

て、監査委員会制度は、業務執行の決定を行

う取締役として、監査を行う制度である点が

大きな違いといえます。 

  

Ⅱ-1.会社法の定める株式会社の仕組み 

（4）経営者による業務執行と監査役・監査

委員会による牽制機能 

 株式会社において、株主から業務執行を委

ねられるのが取締役です。一方、株主の負託

を受けた独立の機関として、この取締役の業

務執行の監査を行うのが監査役になります。

ちなみに委員会設置会社では、取締役である

監査委員が、執行役等の職務執行を監査する

仕組みです。どちらも企業の健全で持続的な

成長を確保し、良質な企業統治体制を確立す

る責務を有しており、企業統治の一翼を担う

存在であることをご理解頂ければと思います。 

  

Ⅱ-1.会社法の定める株式会社の仕組み＜参

考＞ 

企業統治の基本構造と監査役会の位置づけ

についてご理解の一助として概念図をお付け

したものです。日本の株式会社の 90％以上

を占める監査役設置会社をモデルに、株式会

社における、株主総会、取締役会、監査役会、

会計監査人等の関係を図式化したものであり、

監査役がコーポレート・ガバナンスの一翼を

担う存在であることも、ご理解頂けるのでは

ないかと思います。 

  

Ⅱ-1.会社法の定める株式会社の仕組み 

（5）会社法の内部統制 

まず、内部統制システムとは何か、という

お話ですが、一般的に、内部統制システムと

は「組織における業務の適正を確保するため

の体制」を意味しています。会社法では、大

会社である取締役会設置会社を対象に、会社

業務の適正を確保するための体制の整備、す

なわち内部統制システムの基本方針について、

取締役会にて決議することが義務化されてい

ます。また、決議した内容の概要を、事業報

告に記載することも必要とされています。さ

らに、監査役会は、この事業報告等を監査す

るにあたり、内部統制システムの内容の相当

性を監査することが義務とされています。 

 なお、金融商品取引法上も、財務報告の信

頼性を確保する観点から、「財務報告に係る内

部統制」の規制が行われておりまして、これ

については次のⅡ-2 でご説明します。 
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Ⅱ-2．金融商品取引法の内部統制 

（1）内部統制報告書 

金融商品取引法上、上場会社に対しては、

事業年度ごとに「財務報告に係る内部統制の

整備、運用の状況」を評価した「内部統制報

告書」を、有価証券報告書と併せて作成・提

出することが義務づけられています。この「整

備・運用の状況の評価」については、（2）に

ありますように、「全社的な内部統制」、すな

わち組織全体に影響を及ぼす内部統制の6つ

の基本的要素が有効に機能しているか、を評

価することと、「業務プロセスに係る内部統

制」、すなわち、個々の業務毎において、発生

が予想されるリスクに対応した統制が有効に

機能しているか、を評価すること、の二つの

評価軸により評価を行うこととされています。

また、（3）にありますように、この、内部統

制報告書に対し監査法人が監査を行い、内部

統制監査報告書を作成・提出することも求め

られています。 

 

Ⅱ-3．東京証券取引所等の上場ルール 

（1）主なルール 

 まず第一に、新規上場にあたっては、「有価

証券上場規程」による株主数、流通株式数、

時価総額といった形式要件審査と、「上場審査

等に関するガイドライン」による企業の継続

性、収益性、企業経営の健全性、企業のコー

ポレート・ガバナンス及び内部管理体制の有

効性といった適格要件を、証券取引所が審査

します。 

 第二に、証券取引所は、上場企業に対して

は、重要な会社情報を投資家に提供する目的

で、適時開示制度を定め、有価証券の投資判

断に重要な影響を与える会社の業務、運営又

は業績に関する情報、例えば、発行する株式、

新たな事業の開始など多数のものについて、

開示を求めています。その他、四半期決算短

信やコーポレート・ガバナンス報告書等につ

いても、開示が求められています。 

 

Ⅱ-3．東京証券取引所等の上場ルール 

（2）最近のルール改正 

第一に、2009年8月に、第三者割当等に

対応した規則の改正、具体的には監査役の適

法性意見の義務付け等が行われています。続

いて同じく 2009年の 12月に「独立役員制

度」として、上場会社に 1名以上の独立役員

を確保することが義務付けられています。尚、

この時にコーポレート・ガバナンス体制に関

する開示の充実等も、合わせて導入されてい

るところです。 

  

Ⅲ．最近の情勢：１．企業統治強化の要請 

 ここまでご説明してきたように、日本では、

会社を中心とした経済活動の効率的で公正な

発展のために、各種法令等で企業統治や内部

統制の強化について様々な制度が整備されて

きています。しかしながら、現実には、国の

内外を問わず、投資家の信頼を揺るがす各種

の不祥事が後を絶たない状況です。 

具体的には、（1）企業不祥事を巡る状況、に

ありますように、米国では 2001年に架空取

引・債務を連結対象外の会社に計上するとい

う不正を行ったエンロン事件が発生し、同社

は破綻に至りました。さらに 2002年には、

利益水増しの結果、破綻したワールドコム事

件も発生しています。 

 ひるがえって日本では、2004年に有価証

券報告書の大株主の状況を虚偽記載した西武

鉄道事件が発生し、同社は、上場廃止にいた

りました。続いて翌 2005年にはカネボウ事

件が発生しました。同社も、売上過大計上、

経費過小計上を行った結果、上場廃止に至っ

ています。 

 さらに 2006年には 粉飾決算から上場廃

止に至ったライブドア事件、同年には同じく、

粉飾決算から他企業の子会社になり、最終的

に上場廃止に至った日興コーディアル事件も

発生しています。 
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Ⅲ-1.企業統治強化の要請 

（2）企業不祥事を見る社会の目の強まり 

 以上のような不祥事の発生を受けて、日本

でも、これまで見た会社法、金融商品取引法

の制定等によりまして、コーポレート・ガバ

ナンスの規制強化が行われてきました。しか

しながら、こうした法の制定後も、企業の不

祥事は後を絶たず、さらなる対応を求める声

が強まっています。 

 

Ⅲ-1.企業統治強化の要請 

（3）経済情勢の変化による企業統治強化の

要請 

さらに、2007年のサブプライムローン問

題に端を発しまして、欧米の金融危機・経済

的混乱、世界同時不況が発生いたしました。

我が国でも、名だたる大企業が相次ぎ赤字に

転落するなど、過去に類を見ない厳しい経営

状況に立たされ、 各社とも、この非常事態に

あたり、どのように会社の舵取りをしていく

か、という切実な問題に直面するに至りまし

た。こうした緊迫した状況下では、不正会計

など、企業不祥事が発生する懸念が高まりま

す。企業の決算に対する社会的関心もいつに

なく高まるうえ、さまざまな不祥事に対して

も、より一層厳しい目が向けられるという状

況です。 

 合わせまして、企業活動のグローバル化、

会計制度の国際標準化といった流れも強まり

つつあり、このような面からも企業統治強化

の要請が強まっているという状況です。 

 

Ⅲ-1.企業統治強化の要請 

（4）会社法制面からの対応要請 

 以上のような情勢を受けまして、昨年来、

関係省庁や団体等の研究会といった各方面よ

り、コーポレート・ガバナンスに関する報告・

提言等が公表され、会社法制面からの対応が

要請されているという状況です。具体的には、

こちらに記載してあるとおりです。 

日本経団連 「より良いコーポレート・ガバナ

ンスを目指して」（2009.4.14） 

日本公認会計士協会「上場会社のコーポレー

ト・ガバナンスとディスクロージャー制度の

あり方に関する提言」（2009.5.21） 

経済産業省企業統治研究会 「企業統治研究会

報告書」（2009.6.17） 

金融庁金融審議会金融分科会 「上場会社等の

コーポレート・ガバナンス の強化に向けて」

（2009.6.17） 

東京証券取引所上場制度整備懇談会 「安心し

て投資できる市場環境等の整備に向けて」

（2009.4.23） 

日本監査役協会「有識者懇談会の答申に対す

る最終報告書」（2009.4.8） など 

 

Ⅲ-2．法制審議会 会社法制部会での議論 

（1）法制審議会 会社法制部会 

法制審議会とは、日本の法務省に設置され

た審議会の一つであり、法務大臣の諮問に応

じて、民事法、刑事法その他法務に関する基

本的な事項を調査審議すること等を目的とし

ています。 

 上記のような状況を受け、本年 2月 24日

の法制審議会において、「会社法制について、

～企業統治の在り方や親子会社に関する規律

等を見直す必要があるのでその要綱を示され

たい。」との諮問があり、会社法制部会を開い

て今後議論していくこととされました。 

 以降、本年4月、5月、6月、8月と、こ

れまでに 4回の会社法制部会が開かれ、各委

員からのプレゼン等による論点の洗い出しが

行われています。これまでに提起された主要

な論点は、企業統治、および親会社・子会社

のあり方に関するものです。 

  

Ⅲ-2．法制審議会 会社法制部会での議論 

（2）企業統治についての主な論点 

 企業統治については、まず現行制度におけ

る改善提案として、監査役の権限強化、社外

取締役・独立役員の条件強化、内部統制シス

テムの運用状況の開示といった提案がなされ

ています。また、新たなガバナンス体制の機

関設計案としては、監査委員会設置会社、合
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同監査委員会設置会社などといった提案もな

されています。 

  

Ⅲ-2．法制審議会 会社法制部会での議論 

（3）親会社・子会社のあり方についての主

な論点 

親会社の株主の保護、子会社の上場のあり

方、グループガバナンスのあり方などが主要

な論点として挙げられています。 

 

Ⅲ-3．法と企業統治 

 これまでご説明申し上げてきたように、企

業は、日本の経済活動の主要な部分を占めて

おり、株主、債権者、従業員といった様々な

ステークホルダーの関わる、いわば社会的な

公器という存在です。近代社会では、ものご

とは法制度によって律せられるという法治主

義が原則であり、企業にとっても法令を遵守

すること、すなわちコンプライアンスは当然

の社会的責任です。従いまして、今まで申し

上げてきた会社法に則った企業統治や、金融

商品取引法に定められた各種の情報開示等を

適切に行うことは、企業にとって必要最低限

の義務になります。 

 しかしながら、単に法律を守っていればい

い、という消極的な姿勢では充分とはいえま

せん。こうした、社会的公器としての責任の

重大性を自覚して、自己規律としての内部統

制レベルの向上を常に模索しながら追求して

いくことが、私たち企業にとってのあるべき

姿だと考える次第です。 

 以上で本日の私のお話は終わりとさせて頂

きます。最後になりますが、本日のワークシ

ョップが、参加された皆様にとりまして実り

多いものになることを、心から祈念いたしま

して、私の結びの挨拶とさせて頂きます。 

ご清聴誠にありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 5555    

討討討討        議議議議    

議長：グェン・ヴァン・ティエン議員議長：グェン・ヴァン・ティエン議員議長：グェン・ヴァン・ティエン議員議長：グェン・ヴァン・ティエン議員    

ベトナム 

 

 

議長： 

 それでは討議に入りたいと思います。イン

ドネシアの方、どうぞ。 

 

レディア・アマリア・ハニファ議員（インド

ネシア）： 

日本の企業に関する規制について質問です。

インドネシアでは、多国籍企業、国営企業は、

利益の 2.5％を企業責任活動のために使わな

くてはなりません。例えば奨学金を出すとい

ったことに使わなくてはなりません。日本に

もそのような規制があるでしょうか。 

 

築館氏： 

 結論的にいえば、法律的な義務を定めてい

るものはありません。従って各企業の判断で

CSR やその他の社会貢献活動を行っていま

す。日本企業の CSR の活動状況を少しご説

明しますと、各企業の CSR 活動を評価する

様々な組織があります。これは自主的な

NGO であったり、もう少し公的な、各企業

が構成している産業団体であったりしますが、

いくつかの組織が個別の企業の CSR 活動の

評価をしています。例えば、年に 1度や半年

に1度、ランキングが出ます。そうしますと、

上位のランクに位置づけられた会社は、一般

国民から高い評価を受けます。 

一方で、低いランクに位置づけられた会社、

さらにはそのランキングから外れてしまうよ

うな会社は、国民の評価を得られないことに

なります。従って、各企業は CSR 活動の評

価を意識しながら、運営をしています。最近

で言いますと、特に環境問題にどのように貢

献しているかについてのランキング付がよく

行われています。例えば、私も電力会社の人

間ですが、電力会社では、火力発電所からは

CO2が出ますし、一方では原子力発電所、水

力発電所からは CO2は出ません。こうした事

業特性もありますので、環境面から見た自分

の企業に対する社会的な評価を大変気にしな

がら、事業運営をしています。当然の事なが

ら、そのために経営資源、いってみればお金

やマンパワーを投入します。 

 

議長： 

 よろしいでしょうか。ではインドの方。 

 

インド： 

 政治的な不安定性が企業の経営にどのよう

な影響を与えていますか。特に最近の日本の

政治的な動向、それがどのように市場の株式

に影響を与えたのか、選挙前、選挙後につい

てお知らせください。 

 

築館氏： 

 まず、日本の政治的な安定性を総論的に申

しますと、自由主義経済を基本とした経済行

動で、この日本の国を運営していくことにつ

いては、ほとんどの政党間で違いがないので、

そういう意味での安定性については、各企業

は不安を持っておりません。今後とも民間企

業の自立性、独創性、主体性を尊重した経済

運営をしていくべきだと各企業は考えており、

そこは揺らがないかと思います。一方で、ご

質問にありました、ごく最近の政治的な安定

性についてどう思うか、選挙の結果をどう受
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け止めるかですが、これは一口で言いまして、

早く政治状況が安定してほしいと思っていま

す。政治状況が安定することによって初めて

一貫性のある経済政策がとられると思います。

日本の産業界は、現時点で安定を切望してい

ます。このところ政権が短い期間でたびたび

代わり、その結果として自由民主党政権から

民主党政権になりましたが、政権が短命なた

め、どうしても経済政策の一貫性に関する国

民的な信頼感、諸外国の信頼感が十分に得ら

れませんでした。今現在もそういう状況かと

思います。為替の動向にしても、株価にして

も、国内政治の安定が非常に大きな要因にな

りますので、新しい政府が今、編成されつつ

ありますが、早く安定して、しっかりと経済

政策を運営して欲しいと思います。 

 

議長： 

 ケニアの方、どうぞ。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

 日本政府が株を持っていることはあるので

しょうか。汚職事件などがあった場合は、ど

のような制裁を与えるのでしょうか。 

 

築館氏： 

 日本では、政府は民間企業の株式会社の株

は保有しないが基本的な考え方であり、実情

です。いわゆる企業というものは、大きな自

由度で、意欲的に、発展にチャレンジするこ

とにより、より大きな成果をあげていけるは

ずだという理念に基づいて、日本の経済シス

テムは構成されています。従って、政府は個々

の企業の事業運営に必要以上に介入しないと

いう基本ポリシーがあります。しかしながら、

例外的に政府が株を保有しているというケー

スがございます。それは過去の歴史から、い

わゆる国営で行われていた事業があります。

それが徐々に民営化されてきています。 

実例的に申しますと、鉄道です。これは日

本の鉄道のほとんどは、政府が運営していま

した。通信、テレコミュニケーションも直接

管理運営する公社という形で運営してきてい

ました。郵便事業もまさに政府直営の形態で

行われてきました。百数十年間になると思い

ます。それを、より民間の活力を活用してい

くという理念の下に、この 20年程の間に、

民営化、いわゆる株式会社化してきました。

その過程で、最初のステップではどうしても

国営でやっていますから、政府が 100％の株

式を持った株式会社にする。それを徐々に経

済全体の状況を見ながら、その株式を放出し

ていく。結果として、一人ひとりの国民や、

企業が、通信会社の株式を持つ。そういうよ

うな流れにあります。そのプロセスの過程と

して、今現在も政府が株式を保有していると

いうケースが若干あります。しかし、大きな

流れとしては、政府は株式会社の株は有しな

いことで日本の経済は運営されています。 

 汚職については、大事な問題がありました。

汚職その他の違法な行為をとった人に対する

問題は、金融商品取引法、刑法という法律で

当然厳しく罰せられます。それは個人でも企

業でも罰せられます。特に経済犯罪、汚職や、

株の取引等を通じた違法行為については国民

の見る目が非常に厳しく、マスコミも大きく

採り上げます。従って、厳しい社会的な制裁

も受けます。法的な処罰するシステムは法的

に整備されていますが、重ねて社会的な制裁

も、報道機関、マスコミによる報道等を通じ

て加えられることで、私の考える限り、相当

厳しいと思います。従って、牽制効果が働く

ようになっていると思います。 

 

議長： 

 カンボジア、お願いします。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 大変素晴らしいお話をありがとうございま

した。15 枚目のスライドの第 42 条でしょ

うか、すべての企業からの提案に関して、ど

のように問題を解決するのでしょうか。何ら

かの会社法を適用するのでしょうか。 
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築館氏： 

会社のステークホルダーズ、つまり株主であ

ったり、債権者であったり、従業員であった

り、そういう人と会社の関係についてのご質

問なのでしょうか。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 そうです。ステークホルダーの話です。 

 

築館氏： 

 日本のステークホルダーズの調整について

は、まさに会社法が体系的に定めています。

約 1000条にわたる膨大な法律ですが、数多

くのステークホルダーの間の利害状況を想定

しまして、ほとんどのケースがカバーできる

ように、法律で細かく決められています。一

方で、その調整を公的な権力、つまり国の権

力に最初から依存するのではなく、ステーク

ホルダーズの間で自主的に、私的に調整をし

ていくことが会社法で決められています。自

主的に調整していくのでは決着がつかないも

のについては、司法システムにより、裁判と

いう場で解決していきます。最初から裁判に

訴えるのではなく、自分たちで調整するとい

う基本理念が、会社法に定められています。 

 

議長： 

 ラオスの方、お願いします。 

 

ドゥアンディー・ウッタチャック議員（ラオ

ス）： 

 ご意見をお伺いしたいのですが、ラオスで

は株式市場がありません。株式市場をラオス

で開設するために何をすればいいのでしょう

か。まず最初にそういった機関を作った方が

よろしいのでしょうか。 

 

築館氏： 

 初めて作っていこうとする時には、まず、

最初に行うべきことが 2 つあると思います。

1つは、法律的な面です。株式市場では、非

常に大勢の方が日々、株式を取引し、お金が

目まぐるしく動きまわっていきますので、間

違いがあったり不正があったりすると、大変

な混乱が生じます。従って、ある程度、混乱

の原因となった人、不正の原因になった人に

対する、いわば法的な国家的な取り扱いつい

てシステムを作る、また検討する必要がある

と思います。 

日本の場合は、金融商品取引法という法律

がそれに当たります。これは先程の会社法の

話と違いまして、不正なことをした個人や企

業に対しては、罰金や、重い場合には懲役刑

まで科するような、強制力を伴った法律です。

そういった法整備が必要かと思います。これ

も国の経済システムによって、法律の作り方

が変わってくるかと思いますが、その検討が

必要かと思います。 

もう 1つは、取引所を運営していかなけれ

ばいけませんので、その運営するためのルー

ル作りです。例えば、東京には東京証券取引

所があり、取引所に上場できる会社は、条件

を満たす必要があります、株を売り買いする

時には、こうしたお互いのルールで実施しま

しょうという、取引上のルールを作ります。

取引所のルールと法律の整備と両面を行う必

要があると思います。おそらく、こうした 2

本建てにどこの国もなっていると思いますが。

これからお作りになるのであれば、いくつか

の国の法律の実例や取引所のルールのお話を

聞かれることが一番近道なのではないでしょ

うか。 

 

議長： 

 フィリピンの議員の方、どうぞ。 

 

ジーザス・クリスピン・レミュラ議員（フィ

リピン）： 

 プレゼンの資料を拝見すると、内部統制に

非常に重きが置かれていることがわかりまし

た。内部統制にも関わらず、不祥事がありま

す。その監査役は不祥事の時に罰を受けるの

でしょうか。誰か内部監査をしていたにも関

わらず、不祥事が起きたことで、その監査役
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が罰せられることがありましたでしょうか。 

 

議長： 

 先にザンビアのご質問を受けてからお答え

を頂きたいと思います。 

 

ロンバニ・ムシチリ議員（ザンビア）： 

 外資系の会社を日本でスタートするという

のは、どれくらいたやすいことなのでしょう

か。数多くの規制があるようなので、立ち上

げるのは難しいことなのでしょうか。 

 

築館氏： 

 まずフィリピンの方のご質問にお答えした

いと思います。残念ながら、監査役の権限や

責任を強化しても、日本における企業のスキ

ャンダルが減ってきてないという実態はおっ

しゃるとおりです。日本の商法、今現在では

会社法ですが、百数十年の歴史がありますが、

特にこの 50～60年程の間の法律改正は、企

業の不祥事が起きるたびに、監査役の権限と

責任を強化する歴史といっても過言ではない

程です。ずっと監査役の権限と責任が強化さ

れてきましたが、不祥事はなくなりません。 

これは 1つの状況認識ですが、企業の経営

者や従業員が意図的に不正を働くという気持

ちになり、行動を起こした時に、監査役がそ

れをすべて事前にキャッチすることは相当に

難しいことではないかと思います。しかしそ

う言うと始まらない話なので、監査役は常に

そうしたことが起こらないよう、牽制的な雰

囲気と行動をとっていきます。 

不祥事が起きた会社の監査役が法律的な罰

則を受けたかどうかですが、数は多くありま

せんが、実際に罰金刑を受けたり、懲役刑を

受けているようなこともあります。それは監

査役が自分のベストを尽くしても、その不祥

事を事前にキャッチできなかったのか、また

は自分の努力がなくて見逃してしまったのか、

そこがペナルティを受けるか受けないかの分

かれ目になっていると思います。最近の傾向

としては、監査役も責任を問われるケースが

増えてきています。 

 

ジーザス・クリスピン・レミュラ議員（フィ

リピン）： 

 お答えありがとうございます。細かく質問

したいのですが、誰かが監査役として企業の

中で監査をしている場合、例えばお金が非常

に早く入ってくる、大金が入ってくる、簡単

に入ってくる、その場合はなぜこんなことが

起きているのか、これはおかしいと思うので

はないでしょうか。普通はあまりにもとんと

ん拍子に話が進む時はありません。簡単に入

ってくるお金は身につくお金ではないという

ことは、皆常識として分かっているのではな

いでしょうか。 

 

築館氏： 

 国を問わず、様々な事情で、例えば企業が

倒産に直面しているといった非常に厳しい状

況になりますと、法とルールに反することを

してしまうという誘惑に駆られることがあり

ます。現実に。監査役や委員会設置会社でい

えば、監査役は予兆といいますか、結果が起

きる前に状況観察をしていて、予防すること

がミッションだと思います。 

 次に、ザンビアの方からのご質問ですが、

建設関係の事業を日本で起業することが難し

いかどうかというお尋ねです。日本では一説

によると、建設労働者が 600万や 500万で

というくらい、非常に多くの建設会社があり

ます。1つ 1つの会社も、大きい会社から小

さい会社もあり、競争が厳しいのです。法律

的に会社を興すこと自体は、事情をよく知っ

ているところに相談をしながら進めれば、そ

れ程バリアは高くないと私は思いますが、た

だ、建設業界の競争が、日本の産業界の中で

も有数に厳しいというマーケット状況にある

ことだけは事実です。新しく設立する会社の

特徴や持ち味や、他の会社にないようなセー

ルスポイントがあると可能性が開けていくか

とは思います。 
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楠本 APDA 事務局長： 

 今回かなり無理を申し上げて講師をお務め

頂き、本当に感謝しています。私の質問です

が、コンプライアンスを重視して、監査をす

るのは当然の役割だと思いますが、内部監査

人の場合は、いかに企業経営を成功に向ける

かという視点も同時に入って来ると思います。

企業経営を成功に向けるところに対する秘訣

があれば、お教え頂きたいと思います。これ

は ODA プログラムも全く一緒で、もちろん

客観的な外部監査も必要ですが、成功させな

がら尚且つしっかりと法令を遵守していくこ

とが非常に重要になってくると思います。ご

経験から是非、お教え頂ければと思います。 

 

築館氏： 

 大事なポイントのご質問ありがとうござい

ます。日本の監査役制度では、監査役は企業

の執行部のコンプライアンス、つまり適合性、

法律ルールに反しないかどうかを見ることが

基本的なミッションだといわれてきています。

一方で、最近になりまして、これだけでは十

分ではなく、監査役も会社の役員の 1人です

ので、会社の発展という面から見れば、もう

少し幅広い意見を、経営執行部の間でやりと

りすべきではないかという意見が出てきてい

ます。私も同じ意見であり、これはかなり現

実に広まってきています。5～6 年前に会社

法が改正された時に、監査役会の半数以上は

監査役にするという義務付けがされました。

これにより、社外監査役の方は、外部の目と

いいますか、新鮮な目で会社の状況を見るこ

とができるようになってきました。」 

例えば、私たち東京電力の社外監査役は、

ついこの間まで、東京大学の総長を務めてい

た方や、資生堂という化粧品会社の監査役の

方や、弁護士の方や、元駐英大使を務められ

た方がいまして、単に法律に違反するかどう

かだけではなく、もっと会社の発展のために

経営執行部としての意見を言うようになって

います。 

これからもそのような状況を、より広げて

いく必要があるのと私は思います。 

 

議長： 

 外部監査人はどういう人でしょう。国際的

な基準になっているのでしょうか。2 つ目の

質問ですが、PCI のスキャンダルの結果はど

うなったのでしょう。これは外部監査人です

か、または内部監査人ですか。一般的には、

ベトナムでも企業は国際的な監査が入ってい

ます。それでもスキャンダルが起きます。ど

うしてでしょうか。 

 

築館氏： 

どういう条件を満たせば外部監査役となる

かは定められています。例えば、会社の取締

役や従業員ではなかった人や、経営幹部の近

い親族、血族関係ではない人、非常に濃密な

取引関係にはないといったように決められて

います。そういった外部性は、日本の法律で

決められております。 

しかしながら一方で、国際的にも認知され

ているのかという意味では、ある意味日本独

特の決め方になっていると思います。今現在、

特に欧米の投資家からは、外部の監査役だけ

ではなく、独立したディレクターであったり、

会計監査専門家であるべきではないかという

ご意見も頂いています。これは、先程プレゼ

ンテーションの中で申し上げました、法制審

議会の会社法制部会の中でも、これから論点

になっていくと思いますが、何らかの整備を

していかなければなりません。ただ、外部監

査役、独立監査役、独立取締役、こうした制

度を厳しく組み立てていけば、それで自動的

に企業の不祥事が減っていくかといいますと、

必ずしも密接な相関関係になるとは言い切れ

ないと思います。なぜならば、不正を働くの

は経営者だったり、従業員でありますが、大

きな会社では何千人、何万人という従業員が

いて、14 人か 20 人の経営者がいて、それ

を 5人か 7人の監査役が見るといっても、す

べての事は見きれません。従って、問題のポ

イントは誰かが全部を見ることだけではなく、
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コーポレート・ガバナンスが、会社の隅々ま

で浸透するような雰囲気作り、条件作りに重

点を置いていく必要があるのではないかと思

います。これは皆様のお国でも、日本でもそ

うですが、終わりのない努力だと思います。

とにかく一般国民、投資家から、企業という

株式会社というものに対する信頼を高めてい

く、それによって会社制度がきちんと回って

いくことだと思います。 

 PCI スキャンダルについては、私は具体的

な内容は承知しておりません。なぜそうなっ

たのか、誰が原因者なのか。PCI の中の状況

がどうだったのかは、詳しく承知しておりま

せんが、私が申し上げた会社全体としてコー

ポレート・ガバナンスをしっかり構築し、運

営していくというところで問題があったので

はと思います。 

議長： 

 築館さん、本当にありがとうございました。

このセッションは、どのメンバーも活発に参

加してくれました。リソースパーソンから本

当に多くの情報を頂きました。ありがとうご

ざいました。 

 

築館氏： 

 こうしたところでお話をする立場のもので

はないと自己評価をしていますが、楠本さん

との昔からのお付き合いがございまして、ご

指名を頂き、皆様のご要望、ご意向にはお応

えきれなかったと思いますが、お許しくださ

い。皆様、どうかこの先も、順調にスケジュ

ールをこなしていかれることをお祈りしてい

ます。ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 6666    
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セッションセッションセッションセッション６６６６    

実定法至上実定法至上実定法至上実定法至上主義と法の社会的妥当性主義と法の社会的妥当性主義と法の社会的妥当性主義と法の社会的妥当性    

    

    

MC： 

このセッションでは、フィリピンのジーザ

ス・クリスピン・レミュラ議員に議長をお務

めいただきます。レミュラ議員は、1988年

に司法試験に合格され、弁護士としてのキャ

リアをスタートしました。1992～1995年

までは、地方議員として活躍されました。そ

の後、大統領の任命を受け大統領直属の参謀

を務め、また 1998年から 2001年まで大

統領の補佐官を務められました。2002年か

ら 2003年には、上院事務長を務められまし

た。2004 年、2007 年、2010 年に再選

を果たしています。 

現在、副議長を務められています。宜しく

お願い致します。 

 

議長： 

それでは、セッション 6を始めたいと思い

ます。セッションの講演者をご紹介いたしま

す。佐賀大学教授の樫澤秀木先生です。 

先生は、九州大学法学部を卒業され、九州

大学大学院法学研究科修士課程を修了されま

した。佐賀大学には、1999年４月から経済

学部助教授として、2002年からは教授とし

てお務めです。 

2005 年から日本法社会学会理事を務め

られ、また日本法社会学会、日本法哲学会、

環境社会学会、環境法政策学会、九州法学会、 

西日本社会学会にも所属されています。それ

では、お願いいたします。 
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セッションセッションセッションセッション 6666    

実定法至上主義と法の社会的妥当性実定法至上主義と法の社会的妥当性実定法至上主義と法の社会的妥当性実定法至上主義と法の社会的妥当性    

樫澤秀木樫澤秀木樫澤秀木樫澤秀木        

佐賀大学教授 

 

 

本日はこのような講演の機会を頂き、誠に

ありがとうございます。 

さて、私は大学で環境法と法社会学の授業

を行っていますが、最近、学生のある傾向が

大変気がかりに思われます。それは、実定法

至上主義といいましょうか、実定法、つまり

法律ですが、それを大変強力なものと見なす

傾向です。言い換えれば、実定法が存在しさ

えすれば、社会はうまくいく、実定法がない

から問題が発生する、実定法で定められてい

ないことはほとんど無力だと考える傾向です。 

この実定法至上主義は、法律を大変強力な

もの、場合によっては万能なものと考える傾

向ですので、逆に、授業で「実定法はそんな

に力はないよ」という話をしますと、学生は

怪訝な顔をします。例を示しますと、大気汚

染防止法 25条の「無過失責任」の問題があ

ります。元々他人から損害を受けたとしてそ

の人に損害賠償を求める場合には、民法上、

「不法行為」を受けたとして裁判に訴えなけ

ればなりませんが、その際には、原告（被害

者）が被告（加害者）の「過失」を立証しな

ければなりません。しかし大気汚染の公害事

件において、一般住民が被告の企業の過失を

立証するのはまず不可能です。そのため幾多

の裁判での攻防を経て、判例上は公害事件に

おいては「無過失責任」が確立しており、被

害者は企業の過失を立証する必要はありませ

ん。従って、大気汚染防止法 25条の規定は、

司法において確立された法原則を、立法部が

「確認的に」明文化したものに過ぎないので

あり、立法部が新たに「創設」したのはない

のですが、この事が学生にはなかなか分かっ

てもらえません。学生にとっては、立法部が、

従って法律がそんなに「軽い」ものであって

よいのかという疑問が生じるようです。 

さて、もう少し詳しく見ていきますと、こ

の実定法至上主義は、法律が制定される前後

の社会的局面を軽視していることが分かりま

す。すなわち、それは、第一に、実定法が作

られる前の社会運動や社会的な議論の重要性

と、第二に実定法ができた後の執行および紛

争処理の過程の困難性を、あまり考慮してお

りません。第一の場面では、学生に、ある法

律ができるまでの社会運動の歴史を話しても、

あまり興味を持ちません。「結局、法律ができ

て問題は解決したのでしょう？」という反応

です。第二の法律制定後の執行の難しさを話

しても、「もっときちんと法律を執行すればよ

い」という反応が返ってくるだけです。 

以上の話は、結局、学生が、法律を社会か

ら独立し、それ自体で存立しうるものと考え

る傾向が強いことを意味します。つまり法律

と社会との関係についてなかなか考えが及び

ません。 

さて、今日は、第二の局面、すなわち実定

法ができた後の執行過程に話の焦点を絞りた

いと思いますが、先程申しました学生の反応

もあながち根拠のないものではありません。 

例を出しますと、日本では、風俗営業につ

いては、行政（地方政府）がコントロールを

かけており、行政の許可なしには営業できま

せん。それを定めた法律が風俗営業法です。

この法律は興味深いです。例えば、接客業の

お店の部屋の明るさがある一定以上ないと風

俗営業とみなすと書いてあります。風俗営業
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ならば行政の許可が必要になりますが、その

際、例えば病院や学校から一定距離離れてい

なければならないといった許可要件を満たし

ていなければなりません。 

その風俗営業法第13条は、営業時間の制限

を定めていますが、なんと「風俗営業者は、

午前零時から日出時までの時間においては、

その営業を営んではならない」と定めていま

す。この規定はどうでしょうか。風俗営業者

はこの規定を守って、午前零時に店を閉めて

いると思いますか。それで風俗営業者が儲か

ると思いますか。そんなことはないと思いま

す。歓楽街に行ってみればわかりますが、午

前零時にはまだまだ多くの風俗店が営業して

います。この風俗営業法第13条は、執行の可

能性など考えていないと言って良いかと思い

ます。この風営法のように、実際の執行過程

についてほとんど無頓着な法律があることを

考慮すれば、なるほど、法律ができた後の執

行過程について無頓着な学生を余り非難でき

ないかもしれません。 

さて、法社会学の議論においては、先進資

本主義国の傾向の一つとして「法化」が挙げ

られます。これは、法律、つまり実定法です

が、それを用いて社会問題に対応し、社会的

統合を確保しようとする傾向の事です。この

法化が進む原因としては、大きく言って二つ

考えられます。第一に、紛争処理の変容です。

紛争が発生した時に、以前なら地域共同体等

の社会集団によって処理されていたのが、そ

のような社会集団の衰退に伴い、紛争がすぐ

に、司法、すなわち国家機関に持ち出され、

法律に依拠して紛争処理が行われるようにな

ってきたことです。法化のこの側面を「司法

化」と言いますが、本日は、この「司法化」

については詳しく触れることはできません。 

第二は、福祉国家化です。先進資本主義国

家は、国民の貧困、福祉、健康、環境問題等

に対応するために、多かれ少なかれ福祉国家

ですが、そのために、多くの国は、政策目標

を定め、それを達成すべく法律を制定し、社

会の個人や企業の行動に規制をかけています。

こうして福祉国家においては「規制的法」が

大量に作られます。この規制的法は、言うま

でもなく実定法であり、より具体的に言えば

行政法です。従って、福祉国家とは社会問題

に積極的に介入しようとする「積極国家」で

あり、そのために行政部門を肥大化させた行

政国家です。環境法も、その中心は規制的法

であり、行政法です。 

ところで、環境法の規制は、通常、「命令と

執行（command and control）」で行われ

ます。水質汚濁防止法であれば、ある有害物

質について排水基準（例えば「排水1リット

ル中に0.1mg以下」という濃度規制です）を

定め、行政（地方政府）が不定期に抜き打ち

で工場排水を調べるというやり方を取ります。

すぐにお分かりと思いますが、濃度規制です

ので、工場が排水口の手前で水道水を大量に

混ぜると簡単にクリアできます。また、行政

は夜に排水を採取するのは困難ですので、夜

に排水基準を上回る排水を出しても容易には

分かりません。では、水質汚濁防止法は全く

無力か、といえばそうではありません。日本

の公害はこのような command and 

control 方式で大幅に改善することができ

ました。 

一見、無力なように見える規制が効果を発

揮する。不思議な気がします。そもそも、被

規制者は、規制を免れようとする誘因を常に

もっています。自分だけ規制を免れることが

できれば、その規制をクリアするためのコス

トを負担しなくて良いからです。言い換えれ

ば、被規制者は、自分だけコストを負担せず

に、良好な自然環境や事業環境を享受しよう

とするという意味で、フリーライダー（ただ

乗り）の誘因を常に持っています。ではなぜ

規制がうまくいくのでしょうか。 

第一に、規制を受ける側、すなわち被規制

者にその規制の必要性についての理解がおお

むね存在するからです。規制とは、規制者の

一方的命令ではなく、規制者と被規制者との

相互行為です。従って、規制がきちんと執行

されるには、被規制者の理解は不可欠です。
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被規制者には、規制者のサンクションがある

から法律に従うという態度ではなく、その法

律の規制が必要だからそれに従う、という実

質的正当性に支えられた態度が必要です。逆

に言えば、この被規制者の態度がなければ、

その法は執行段階で無視されます。先に示し

た風営法13条がその例です。そうでなく、執

行を強力に実行しようとすれば、大変なコス

トがかかります。 

第二に、中間団体の存在です。ここでは、

中間団体とは同業者団体を主に念頭に置いて

います。規制の執行にあたって被規制者の理

解が必要なことは先に述べましたが、この理

解を被規制者一人一人に求めることは、膨大

なコストを要します。従って、被規制者の団

体があれば、その団体との協議に資源を集中

できますので、コストを低減できます。また

このような被規制者の同業者団体は、メンバ

ーの被規制者のただ乗りを許さないよう、相

互監視や団体独自の自主的監視を行うことが

期待できます。 

この例としては、京都市景観条例の執行状

況を挙げることができます。京都市は、「古都」

という自己イメージにふさわしい町並みを形

成するために、商店等の屋外広告の大きさや

色、設置場所を規制しようとしていますが、

屋外広告に関する適切な同業者団体やテナン

ト所有者の団体がなく、個々のテナント所有

者と折衝しなければならないため、あまり効

果が上がっていないことが報告されています。 

第三に、社会的監視の存在です。これは、

先に述べた規制者と被規制者との相互行為を

外部から監視するマスコミやNGO、国民の存

在を意味します。規制が規制者と被規制者と

の相互行為だとすれば、規制者は被規制者の

理解を得るために、ともすれば過度に穏やか

な執行、場合によってはほとんど形だけの執

行となる怖れがあります。日本では、香川県

豊島の事件など、産業廃棄物の処理に関して、

このような事件が生じました。豊島事件にお

いては、規制者である香川県は、産廃業者と

やりとりをする中で、その産廃業者に迎合し

て、産廃の不法投棄を容認してきました。 

このような場合、規制者・被規制者の相互

行為を監視する機関が必要ですが、コストや

権限の点から国は地方政府を十分には監視で

きません。むしろ環境悪化の被害者となりう

る住民や、この問題に敏感なNGO、マスコミ

の力を強化することが求められます。そのた

めには行政の情報公開を幅広く義務づけるこ

とが必要です。 

以上を整理すれば、次のようになります。

今日、先進資本主義国では法化の一側面とし

て、規制的法が増大しているが、規制を国や

地方政府といった規制者の一方的な権力的行

為と考えてはなりません。それは、規制者と

被規制者との相互行為であり、そのかなりの

部分が被規制者の理解と自主的遵守に支えら

れています。また、規制の成功のためには、

被規制者の団体がある方が望ましい。さらに、

この規制者と被規制者との相互行為を監視す

る存在の強化が求められます。このように、

法律は常に社会的妥当性との関係で考えられ

なければならありません。 

ご清聴ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 6666    

討討討討        議議議議    

議長：ジーザス・クリスピン・レミュラ議員議長：ジーザス・クリスピン・レミュラ議員議長：ジーザス・クリスピン・レミュラ議員議長：ジーザス・クリスピン・レミュラ議員    

フィリピン 

 

 

議長： 

非常に興味深いプレゼンテーションをあり

がとうございました。インドからのご質問を

お受けしたいと思います。 

 

インド： 

 憲法上に修正条項が設けられていれば、そ

れだけでは十分ではないとのことでした。法

律が執行されなければ不十分ですが、でも先

生がおっしゃるには、憲法上の条項があれば、

法律は逆に必要ないと先生はおっしゃったと

私は解釈しています。日本の事はあまりよく

わからないのですが、憲法の条項はあくまで

目印で、実際に法律がその問題について執行

されなければ、条項は執行されないとのこと

でした。高等裁判所での場合はいいと思いま

すが、もっと下の裁判所では、憲法を実行す

ることまで至らないのではないかと思います。

いかがですか。 

 

樫澤教授： 

 ありがとうございます。憲法の問題をお話

になりましたが、今回私はあまり憲法につい

ては述べていません。もっと下位の法律につ

いてお話いたしました。下位の規制的法は、

直接社会と接すると言っていいかと思います

が、もちろん憲法も抽象的な形では下位と接

していますが、具体的な形で、誰々にこうし

たことをしろと命じる規制的法についてのお

話をしました。そうなると、常に社会からの

反応、反発がきます。執行がうまくいくため

には、社会においておおむねの理解が必要だ

と申したのはそういう意味です。今ので回答

になっていますか。 

 

インド： 

 例えば、表現の自由が憲法で定められてい

ます。憲法では表現の自由が認められていま

す。法律がないと好きなことを、言いたいこ

とを言う人を取り締まることができないので

はないかと思います。下級裁判所でおおまか

な規定を憲法で作って頂かないことには、権

利を執行するに当たって、適応できないこと

になるのではないでしょうか。 

 

樫澤教授： 

 もちろん憲法が保障しなければ難しいです。

憲法が表現の自由等を認めていなければ、社

会の側からの反応は難しいと思います。行政

が執行する時に、それに抵抗する社会の人々

に対して、人権が保障されていなければ難し

いとは思います。少し今の質問に関連して述

べておきますと、環境権がずっといわれてき

ています。良好な環境を享受する権利ですが、

裁判所は一貫して認めておりません。それは

その環境権の中身がはっきりしないことと、

権利を持っている人の範囲がはっきりしない

という理由で、裁判所は認めておりません。 

憲法学者のほとんどは、憲法上はこの環境

権は認められると述べています。ただし、そ

れは抽象的な国の目標で、環境権をおいてい

るだけで、個々の国民に与えた権利ではない

といわれています。憲法上の大枠で国民の基

本的人権が保障されていなければ、この執行

の相互作用は難しいと言えるかも知れません。 
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議長： 

 パキスタンの方、どうぞ。 

 

ドーニャ・アジズ議員（パキスタン）： 

 非常に興味深い講演をありがとうございま

す。私は、インドの方に補足するような形で

質問したいと思います。憲法の在りようにつ

いてですが、日本もパキスタンも憲法は、元々

母体が同じところから来ていますので、似通

っている特質を持っていると思いますが、教

育の権利が憲法には謳われていますが、これ

も基本的な権利としては謳われていません。

パキスタンは、国が責任を持って教育を子ど

もたちに提供することが義務付けられていま

すが、教師が長期間休職してしまう率が非常

に高いのです。幽霊学校と呼ばれ、書類上は

その学校がありますが、何も運営されていま

せん。また、医療機関がありますが、そこに

は医者がいないということがあります。今、

インドの方がおっしゃったように、もっと下

のレベルの法律がない時に、基本的な権利と

して憲法で謳われていなければ、どのように

アクセスできるのでしょうか。具体的には、

基本的な医療を提供される医療機関があり、

陣痛が始まったのですが、営業時間にも関わ

らず、医者がいないため、結局亡くなってし

まった場合、遺族はどのような保障を国から

受けられるのでしょうか。このようなことは、

法律ではきちんと決められていないので、完

全にグレーゾーンとして、教育や医療やが、

そういった形でおざなりにされている状況が

パキスタンではあります。 

 

樫澤教授： 

 ご質問ありがとうございます。憲法ではな

く下位の法律で具体的に定められていない場

合に、国民の権利はどのように保障できるの

かについて、これはまずは憲法の解釈から、

日本の場合には、幸福追求権というところか

ら引き出してくることが多いのですが、国民

が幸せになる、または生命の安全を保障され

ることについては、およそどこの憲法も定め

ていると思いますが、それの中身を具体化、

そこから憲法から解釈として、このような権

利がある。安全な医療を受ける、または学校

で教育を受ける権利があることをまず導き出

さないと難しいと思います。下位の法律がな

い場合です。ただし、憲法は、いわゆる立憲

主義で定められていますので、国家権力など

が自由に行動することはできません。必ず法

律に基づいて行わなければなりません。国民

からは憲法を基にして、こうした権利が国民

にあるので、それを政府は保証するよう要求

します。政府はそれを実際に執行しようとす

ると、具体的な法律に基づかなければ難しい。

権利の乱用がありうるからです。そのような

国民の要求に応じる形で、具体的な解法、法

律を作る必要があるのではないでしょうか。

それを作るためには、財政の問題等もあるか

と思います。それについては、法律学者はな

かなか口は出せないのですが、具体的な法律

をまず作る必要があるのではないかと思いま

す。それが憲法を実現するという意味でも、

そういった法律が必要と思います。 

 

議長： 

 私からも一言ディスカッションに寄与した

いと思います。私たちの国には司法の積極主

義があります。もし法律が具体的にない場合、

そういった場合どういった形で行動を義務化

するのか、そこでは裁判所が関わってきて、

命令を出します。これを行うようにと司法積

極主義と呼んでいますが、法律がなくても裁

判所が命令を出すことができます。例えば、

子どもに関して、かつて大変な抽象的な概念

しかなかったところで、裁判所が出てきて、

子どもに関しての権利をはっきり守るように

と言ったことがあります。実定法がない場合、

そういった場合は、司法積極主義が力を発揮

して、裁判所が命令を出すことがあります。

私の国では、それは最終的に人のためになる

ように行われています。最高裁判、政府の当

局が命令を出し、すべての関係省庁が、その

人のためになるように。その人々の権利を、
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実現するようにと言われています。よりよい

環境を次の世代に残していくのです。そのた

めに、地方政府がやっていないこと、法律に

書かれていないことでも実行しなくてはなら

ないといわれています。そこには人々の権利

が関わっています。環境権が法律に書かれて

いなくても、それを守らなければならず、そ

ういった意味で、司法積極主義が必要になっ

てくるのではないかと思います。樫澤先生、

どう思われますか。 

 

樫澤教授： 

 最高裁判所だけがその権利を執行すること

ができますか。 

 

議長： 

 はい、憲法の下に最高裁判所がその命令を

出すことができます。法律家として、このよ

うな司法積極主義はどのように考えられます

か。今の世界において、すべてを法律で決定

することができません。議員がすべてに関し

て合意することができないといった場合は、

司法積極主義が唯一の方策になってくるので

はないかと思いますが。 

 

樫澤教授： 

 大変有益なコメントです。確かに司法積極

主義が必要ではあります。しかしながら、も

う一方では、司法には、十分な情報、執行す

る、具体的に執行する時の手段がありません。

司法の場合は、判決の中で、このような権利

が国民にあり、これを政府は実現しなければ

ならないことはもちろん可能です。しかしな

がらそれを受けて、政府が具体的に法律、法

案を定め、立法機関がそれを通して、執行し

ようとする時には、具体的にどのようなやり

方で行うかを考えていかないといけなくなり

ます。それがやはり執行の問題につながって

いきます。もちろん日本の場合には、司法消

極主義と言われまして、最高裁はじめ裁判所

は、歴代の自民党政府にあまり強くものを申

すといいますか、自民党政府の政策を批判す

るような判決を出してきませんでした。これ

は裁判官の人事権等々を操っているという見

解もありますが、ともかく日本は司法消極主

義です。しかしながら。司法消極主義の中で

も公害事件などでは、先程申しましたように、

裁判所が過失責任を認め、積極的に対応いた

しました。それ程公害が深刻でした。国民の

裁判所に寄せる期待が大きかったからと言っ

ていいかと思います。司法消極主義、積極主

義も一概にこう決めつけるわけにはいかず、

司法消極主義の中でも積極的に行うことあり

ますでしょうし、司法積極主義の中でもあま

り裁判所があまり積極的に出て行かず、判決

を出さないこともあるとは思います。しかし

ながら、結論ですが、裁判所が違憲判決を出

したとしても、これを具体的にする時には、

国や国会が、具体的な規制的法を定めないと

いけませんし、その規制的法をまた執行しな

ければならないことになります。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 確認という感じですが、まず、憲法と普通

の法の関係について私が考える機会がありま

した。私の家の前に、44ｍも幅があり、高さ

が 10ｍもあるアパートができることになり、

この日照権闘争がしばらくありました。これ

は先程先生がおっしゃった環境権や、憲法に

おける幸福追求権で規定された、要するに市

民運動から出てきた法解釈、または裁判所で

定着した解釈として日照権があります。この

問題に関して、実は地域で様々な話し合いを

持ち、憲法の話等もいたしました。そこで調

べてきてわかったのは、憲法と普通の法がず

いぶん異なるということです。それは何かと

いうと、憲法は理念を謳うもの。他の法律は

基本法を除き実は理念を謳わないことに気づ

きました。日本の場合では、土地の所有権、

利用を制約することについての法規制は極め

て難しく、世界で一番、私的財産権、特に土

地に対する私的財産権の保護が行われている

と言われています。そのような中で、大きな

建物を建てる計画ができてから、それを制限
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しようとしても、できなくなっています。建

てる前には、誰もそういったことが起こると

思っていないから、結果的に自治体の合意を

作ることができません。今度は、計画が起こ

ってから作ろうと思ってもこれはもう間に合

いません。要するに、そうした中で規制でき

るのは、結局は、日本で言えば建築法におけ

る日影規制だけです。理念を形に落とすこと

が骨格の部分でできていないと、実は何もな

らないのではと強く感じました。 

理念を法という骨格に落とすのは憲法で規

定された、まさしく国会の仕事です。どこの

国でも憲法は非常に高尚な理念を謳っていま

す。それを具体化されていくのは、先生方、

一人ひとりのお力になってくのではとつくづ

く思っています。その中で民意をどのように

反映させながら、法を作っていくのか。今回

のある意味では、透明性や説明責任の話にも

なりますが、国民の人たちが納得できる、感

覚と一致できることに言語化していく。これ

は非常に難しい作業だと思いますが、必要な

のではないかと感じています。間違っていた

ら修正してください。よろしくお願いします。 

 

樫澤教授： 

 今の発言に関連して、少し付け加えておき

ますが、日照権は国民の間から作られた権利

です。もっと言いますと、先程お話にありま

したように、大きなビルが近くに建つと自分

の家が日陰になります。近隣の住民が反対運

動を起します。この反対運動がどこに向かう

かというと、もちろん業者にも向かうのです

が、もう 1つ、建築権限を持っています県の

行政にいくのです。県の行政は住民の言うこ

とはよくわかる。しかしながら、法律によれ

ば、その計画を止めさせる権限は、県にはな

いと言われます。業者も権利を持っています。

所有権に基づく設置計画です。つまり業者の

財産権を侵害することになります。これは法

律の権限がないと、県が訴えられた時に負け

てしまいます。県は非常に困りました。それ

で、どのような手法が使われたかというと、

行政指導と言われるもので、県が業者にお願

いします。住民には、今業者を指導している

から、しばらく待てというのです。その業者、

県の行政指導に対して、それを作るとつっぱ

ねることはできますが、行政機関はそれなり

に力を持っていますので、業者はそれに従う

ことが多かったそうです。もし今度これを業

者がそれでも作るとつっぱねたとしますと、

住民は裁判を起さないといけません。裁判を

起す時には、法律上の根拠はないので、これ

は憲法の理念から持ってくるしかありません。

これはよく言われることですが、憲法の条項

を引き合いに出して行います。憲法裁判に持

っていく弁護士は腕の立たない弁護士と言わ

れます。なぜかというと勝ち目がありません。

非常に、理念同士の争いになり、具体的な個

別の紛争の処理に対して、前向きな回答が得

られません。それでこうした日照権紛争は、

日本の全国あちこちで起きました。それでど

のようになったかというと、建築基準法の改

正が行われました。これは日影規制ですが、

一番太陽が低い冬至の時に、3時間は日が当

たらないといけないとなっています。このよ

うは明確な指針が、建築基準法という下位の

法律で作られることにより、住民は業者が建

築計画を立てるたびに、住民運動を組織して

裁判を起こすという労力をかける必要がなく

なります。つまり予測が立ちます。建築基準

法で明確に定められている冬至の日に3時間

の日照時間が確保されなければ、これは違法

であると分かります。それを根拠に業者と交

渉できますし、それを根拠に裁判を起すこと

ができ、その裁判に勝つ見込みが立ちます。

このようにして、確かに憲法は重要ではあり

ます。しかしながら憲法の理念からは、具体

的結論はなかなか出てきません。具体的な結

論が出てこないことは、そのたびに住民運動

が起こり、紛争が起こり、裁判にもっていき、

コストが非常にかかる。そのようなコストを

省略するために、具体的な法律を具体的に定

めて、実行しなければなりません。もちろん

この具体的な法律が、非常に不合理だという
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場合はありえます。その場合はまたそれを改

正する運動が必要になります。そのような国

会議員の議論も必要になりますが、差し当た

りはそのような基準となる具体的な法律がな

ければ、非常に難しいと言っていいかと思い

ます。 

 

議長： 

ではシフ・カレーさんとケニアの方。 

 

シフ・カレーAFPPD 事務局長（インド）： 

インドでは情報に対する権利法があります。

誰もが情報を政府に対して要求できる。どの

ようなプロジェクトがあってもその情報を請

求できる。どのようなこれまでの裁判の情報

も得られる。公の訴訟のケースがインドであ

り、マスコミは社会の中で、一定の役割をは

たしていますが、日本では、チェック＆バラ

ンスをマスメディアを使いながら、法の統治

をうまく行えているのでしょうか。法律とマ

スメディアの関係、マスコミがすべての事実

が法の統治と矛盾するような形で報道される

ことがあると思いますが、それについてはど

のように思われますか。 

 

樫澤教授： 

 マスコミに対して、権力的な規制をかける

ことについては、日本は非常に神経質です。

例えば、マスコミの記者が記事にするために

は何らかの証拠を持っています。しかし取材

源、取材の元々の出所がどこかについては、

強制的にそれを述べさせることは日本では認

められていません。そのような強制力で取材

源を明らかにすることは、裁判所もできませ

ん。ただし、そういう意味では、マスコミは

法律による規制を極力排しているといえるの

ですが、今度はマスコミの中での自律的な規

制は、強く求められています。例えば、マス

コミで法律に反する、社会的な習俗、倫理に

反するような報道がなされた場合には、マス

コミの内部で検証し、是正勧告を行い、公に

することが行われています。 

情報に対する権利ですが、日本の場合にも、

情報公開、行政の情報公開は進んできていま

す。基本的には行政が持っている情報は国民

の情報ですので、公開されなければなりませ

ん。しかしながら、先程、楠本さんのお話に

もありましたが、一般の住民からすれば、自

分の家の隣に大きなビルが建つという情報は、

そのビルが建てられ始めてからしかわかりま

せん。さらにいえば、行政が住民の求めに応

じて情報は出しても、積極的に住民に知らせ

ることはありません。つまり、近くの住民に

ここにこのようなビルが計画されている、と

いったことを行政が積極的に提供することは

ありません。住民がその計画を知った時には、

もう計画がもう固まっていまして、業者も柔

軟に対応できなくなります。情報については、

情報公開よりもっと積極的に情報提供が必要

なのではないかと思われます。 

 

黒川教授？： 

 後ほどお話をさせて頂きますが、私の議論

と少し関連があるかもしれません。国の法体

制は、これまでの伝統に基づいていいます。

例えば、18 世紀から 19 世紀にかけて、ま

たは 20世紀にかけてのイギリスの法制度、

大陸法、ナポレオン法典に基づいたものであ

ったり、なんらかの過去の法律の影響を受け

ています。各国の人々の価値観が、法律によ

ってどのように捉えられているかは国によっ

て異なります。グローバル化が起き、ビジネ

スや金融、すべてグローバル化されている中

で、法律の適用が遅れています。そこで議員

の方たちもそこでギャップやずれに苦しんで

いると思います。例えば、民主制度がその国

に引かれていても、議員は有権者によって選

ばれなければならないという定めにあります。

例えば雇用や経済を公約に掲げます。でも選

挙に勝ちますと、もっと全国レベルのグロー

バルな問題に対面しなければなりません。そ

ういったずれに苦しんでいると思います。過

去 20年間日本が変わってこなかったのは、

そういったことにあります。過去 4年間にお
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いて、4人も総理大臣が交代しています。昨

日もしかしたら 6 人目になるはずでしたが、

もしそうなっていたら本当に悲劇だったと思

います。そういったことをまさに私たちは課

題として解決していかなければなりません。

それぞれの省庁が非常に強く、縦割り行政で

す。変化に対してはアレルギー体質を持って

います。日本には厳格な大陸法の名残が残っ

ています。 

 

議長： 

 インドネシアの方、どうぞ。 

 

レディア・アマリア・ハニファ議員（インド

ネシア）： 

 法化社会についてもう少し、考えを進めて、

法律の社会学的なアプローチで考えてみます。

例えばインドネシアで、法案を議会で採択し

ようことになりますと、まず最初に多くの関

係者にお伺いを立てなければなりません。そ

れぞれ利害関係が違っています。それぞれの

関係者には権力があり、議員にも圧力をかけ

るような権力を持っているので、法案を通過

させる、させない、自分の思い通りに操る傾

向もあります。私が難しいなと思っているの

は、とにかく様々な利害関係やしがらみがか

らんでくるので、法案を採択するのが難しい。

メディアやNGO を使ったり、その人たちが

デモ行動をとったりすることで、私たちが意

思決定を議会でできない状況にあります。法

律を作り、立案して、通過させるのは非常に

大変な労力を要する仕事なのです。先生のコ

メントを頂きたいのですが、日本ではこのよ

うな状況にどのように対応していますか。日

本でのご経験をお聞かせ下さい。 

 

議長： 

 カンボジアの方からもご質問を頂いてから、

お答え頂きたいと思います。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 私の質問は、コメントでもありますが、一

番最後の先生のスライドに関わる部分です。

つまり人々が法に従う理由を話されたと思い

ますが、私が理解したいのは、相互のやりと

りです。つまり、規制する側とその規制、ま

た被規制者ですが、どういったプロセスがあ

りますか。例えば、何らかの苦情を提出する

場合は、一体どこに提出すればいいのか。そ

れが 1つ目の質問です。 

 2 つ目の質問ですが、社会的なモニタリン

グはどのようになっていますか。一体誰が社

会的なモニタリングを行っているのか。どう

いったプロセスを通して社会的モニタリング

を行っているのか教えてください。 

 

議長： 

最後の質問にしたいと思いますが、お答え

頂けますでしょうか。 

 

樫澤教授： 

 確かに最初の質問にありましたように、各

国の法律はいわゆる法系といいますかレガシ

ーがあります。イギリス、アングロサクソン

系と、フランスとドイツもまた違うのですが、

フランスとドイツまとめて大陸法系といいま

す。元々フランスの法律を明治の時に輸入し

ようとしたのですが、その後、ドイツのプロ

イセンに倣って法律を定めています。それぞ

れの法律や、憲法も含めてですが、法の体系、

法システムの元々の土台が違うというのはあ

ると思います。そういう中で、グローバル化

が進んでいます。それぞれの法律の中で、ど

ちらで処理するのかは緊急の課題になってい

ると思います。ところがもう一方で、自主規

制というか、皆様ご存知だと思いますが、ISO

等の基準が非常にグローバル化に対応して、

整備されています。 

ISO はスイスにある民間機関で、決して政

府の機関ではありません。もちろん ISO に対

抗して別の基準を作ることができるのでしょ

うが、しかし、事実上 ISO が大きな影響力を

持っていますので、ISO に対抗する基準は、

実際上意味を成さない状況です。グローバル
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化に対して、法律が十分に対応できていませ

ん。他方で自主規制の基準を民間機関が作る

ということが進んでいると思います。このよ

うな民間機関の基準をいってみれば、新しい

法律と考えることはできないか。それはイン

ターナショナルローではなく、グローバルロ

ーことになりますが。グローバルローとして

考えることはできないかという議論もありま

す。 

法化社会についてですが、非常に関係者に

対する根回しが大変で、議会の無力さを感じ

るとのことでしたが。これは議会だけで存立

すると考えれば、非常に無力感にさいなまれ

るかもしれませんが、大きな国民世論や大き

なマスコミやNGO 等々の力による支えがな

ければ、新しい法律を作るのは難しいと思い

ます。その意味では、労働問題が発生してい

る。この労働問題について、法律で整備して、

労働者の権利を確保すべきと、国民の大方の

一致がなければ、議会だけでは難しいと思い

ます。日本の場合、公害の例を出しましたが、

大変悲惨な公害を経験いたしました。裁判に

おいても、被害者が勝訴を重ねてきました。

そういう中で、国会は何をしているかと大き

な圧力がかかりまして、1970年に公害に対

する法律が数多くできました。その意味では、

広範な国民の世論、それを報じるマスコミが

なければ、難しいと思います。 

規制者と被規制者の相互作用について質問

がありましたが、苦情の提出はどうするのか。

これは環境について言えば、近隣住民が一番

敏感ですので、この近隣住民が規制を行う県

の担当部局に電話等をして苦情を言います。

それでも埒が明かない場合は、近くの住民に

声をかけ、住民運動、反対運動等が生じてき

ます。今度はそれをマスコミなどがニュース

にします。それでも埒が明かない時は、今度

は裁判を起します。裁判の大きな狙いは、自

分たちが抱えている問題を広く社会に知らせ、

社会問題として人々に認識させることです。

裁判でこうした判決が出た、または裁判自身

が提起されたことをマスコミが報じると、そ

れに対して似たような状況で困っている住民

たちを鼓舞します。そこでもまた裁判を起さ

れることで、より世論を喚起します。裁判に

ついては今の法制度上、勝ち目はないのです

が、社会的な議論を喚起するという意味で、

裁判が起されることはよくあります。 

 

議長： 

 樫澤秀木先生、どうもありがとうございま

した。大変実りのあるお話だったと思います。

参加者の皆様も本当にありがとうございます。 

 最後に私からコメントですが、私たちの野

心ですが、デファクト・スタンダードを作っ

ていきたいと思っています。そういった意味

で、来年はより実体のあるいくつかの条項等

について社会学者の観点から話をしていきた

いと思います。国会議員の立法権は非常に重

要なことで、国会議員の皆様が、秩序を作る

ことができます。この重要な役割をこの領域

で皆様に果たして頂きたいと願っております。

ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 7777    

保健分野保健分野保健分野保健分野 ODAODAODAODA に対する障害と克服：国会議員の役割に対する障害と克服：国会議員の役割に対する障害と克服：国会議員の役割に対する障害と克服：国会議員の役割    

 

 

ＭＣ： 

このセッションでは、パキスタンのドーニ

ャ・アジズ議員が議長を務めます。以前は人

口福祉省の政務次官をお務めになりました。

保健経済関連の常任委員会のメンバーで、女

性議員審議会で、所属政党の代表もお務めに

なっています。 

アジズ議員は、パンジャブ大学医学部の外

科学専攻を卒業され、カリフォルニア大学医

学部の放射線学科で2年半医学研究者として

働きました。 

 

議長： 

それでは、セッションを始めたいと思いま

す。このセッションでは黒川清先生にご講演

頂きます。黒川先生は、政策研究大学院の教

授であり、また東京大学の名誉教授でもあら

れます。内閣特別顧問にも就任され、医療政

策に関する提言も行っています。 

62年ですが、東京大学医学部で学位を取

得され、大変著名なアメリカや日本の大学で

勤務されました。ペンシルベニア大学、カリ

フォルニア大学 LA校です。私自身も、カリ

フォルニア大学 LA校で勉強しました。 

東海大学医学部学部長にお務めになられ、

様々な専門の内科学会や神経学会で活躍され

ました。国際的にも大変著名な学者でいらっ

しゃいます。紫綬褒章を 1990年に受章なさ

っています。黒川先生、お願い致します。 
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セッションセッションセッションセッション 7777    

保健分野保健分野保健分野保健分野 ODAODAODAODA に対する障害と克服：国会議に対する障害と克服：国会議に対する障害と克服：国会議に対する障害と克服：国会議員の役割員の役割員の役割員の役割    

黒川黒川黒川黒川    清清清清     

政策研究大学院教授 

 

 

皆様、こんにちは。各国の方々のお顔を見

ながら、対話形式で皆様にとって役に立つお

話をしたいと思います。 

 2000 年前まで振り返ってみましょう。

2000年前にはキリストが生まれました。世

界の人口はおよそ２～３億人でした。我々人

類は、再生産し続けて生存してきました。我々

飢餓とも闘ってきました。疾病とも闘ってき

ました。ダビンチの最後の晩餐が描かれた

1500年には、人口は 5億人になっていまし

た。つまり、人口が 2 倍になるのに 1500

年がかかりました。 

20世紀になる時には、16億なっていまし

た。つまり、400 年で人口は 3 倍になりま

した。今は 67億です。さらに 4倍になりま

した。人口爆発は我々の大きな課題の 1つで

す。2050年になりますとおよそ 90億にな

ります。地球が支えきれない程の規模です。

エネルギー、食料も水も、天然資源も必要で

すし、空間も必要です。これもまた 1つの大

きな課題です。 

 では寿命はどうでしょうか。2000 年前、

ローマ帝国時代の寿命はどのくらいだったで

しょうか。最も文明化していたローマ帝国で

も 25歳でした。子どもが 5歳以上生き残る

確率は 5人に 1人でした。様々な疾病があり

ました。イギリスやアメリカはどうでしょう

か。100年前では、およそ 40歳から 45歳

でした。1950年代でも日本などでは 60歳

でした。つまり、2000年かけてやっと寿命

が 15 年延びました。しかしこの 100 年間

で 40歳も延びたことになります。日本では、

100歳以上の人が4万人いるといわれます。

今年はさらに2万人増えるといわれています。

つまり 6万人が 100歳以上です。これは大

変な達成でもありますが、今我々が作りあげ

てきた社会保障や年金と両立できるのか、こ

れもまたもう 1つの課題です。 

 リーマンブラザースによる金融危機によっ

て経済は後退し、経済の成長も見られません。

これも大きな豊かな国における課題です。つ

まり、経済がこのように後退した時には、国

の赤字も増えます。1990年以降、すべてが

変わりました。なぜ、1990年、冷戦が終わ

りました。ソ連は 1991年に消失しました。

世界は本当の意味でもグローバル経済となり

ました。共産主義と社会主義と民主主義の対

立がなくなり、市場は大きくなりました。1

つになったといえます。また同時に豊かな国

では、PCを使っています。1991年にWWW

が使えるようになり、皆がつながるようにな

りました。携帯電話も登場しました。アフリ

カ人の 70％、またインド人の 60％が携帯を

持っています。皆が物理的にもつながってい

ます。そうしますと、新しいパラダイムがで

きました。インターネットの接続も大変高速

になりました。今の世界の状況ですが、フリ

ードマンが言っているように、ホット・フラ

ット・クラウディッド状況になっています。 

世界のどこかで紛争があれば、我々は影響

を受けずにはいられません。また貧困の問題

も我々とは無縁ではありません。1955年に

バンドン会議が開かれましたが、当時、アジ

アの諸国の1人当たりのGDP とアフリカの

GDP はおよそ同じでした。しかし、その後、

アジアは急速に発展しアフリカは開発が遅れ

ました。しかし、アフリカには様々な資源が
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あります。アフリカの成長率は、今年は 5.6％

になると見込まれています。これが今の状況

です。 

21世紀になる時、MDGs が作られました。 

ミレニアム開発目標（MDGｓ）には 8 つ

の目標があり、そのうち4つは保健関連です。 

1つが栄養の問題です。例えば生まれてき

た子供に最初の2年間十分な栄養を与えない

と、学習能力、能力に影響します。このよう

な中で小学教育を施しても、乳幼児期の栄養

が足りない、最初から遅れをとってしまいま

す。きちんとした政策と作り、ビタミンを含

む成長に必要な栄養を、新生児に与えなけれ

ばなりません。 

MDGsの進捗はかなり遅れており、2015

年の期限までに達成するのは困難だと言われ

ています。国会議員の皆様は投票によって選

ばれています。そしてみなさまを選ぶ有権者

の関心は主に自分たちの生活に直接係ること

です。しかし、議員として選ばれれば、自分

の選挙区の問題だけではなく、国全体の問題、

また世界全体の問題に心を砕き、世界の格差

を埋めていくことが大きな課題になるべきで

す。日本の国民がこうした問題にどのくらい

意識を持っているかを、まさに議員から突き

つけていかなくてはなりません。 

ODA の必要性、また説明責任の必要性を

考える上で、現在世界は密接に相互依存し、

国同士が共存しているという意識を高める必

要があります。しかし、この事を国民が理解

しているのか、日本であっても非常に疑わし

いところです。日本の現実を見ていますと、

過去4年間に5人の総理大臣が交代していま

す。1年に 1人という計算です。もしかした

ら、6人目が今日誕生したかもしれませんで

した。 

これまで日本は世界で第二の経済大国でし

た。これは数カ月前の話で、今やもう中国に

抜かれてしまいました。1 人当たりの GDP

は、ずっと横ばい状態です。20 年程、バブ

ルがはじけてから、ずっと横ばいです。本当

はマスコミも様々な意見を是非一般の人たち

に伝え、もっと意識を高めていくべきだと思

いますがそうなっていません。 

世界を見回し、この持てるもの、持たざる

ものの格差を縮めるための新しいメカニズム

が必要です。その一つは標準的な ODA プロ

グラムと意思決定プロセスです。日本は

2000年のG8サミットの場で、HIV、マラ

リア、結核を撲滅するためのグローバルファ

ンドを設立するという提案を行いました。翌

年イタリアのジェノバで開催された G8 サ

ミットで、このグローバルファンドに拠出す

ることが提唱されました。またビル＆メリン

ダ・ゲイツ財団も、この問題へのコミットメ

ントを表明しました。 

HIV が 2000 年にかけて脚光を浴びて、

エイズの患者に抗レトロウイルス療法が施さ

れるようになりました。5万人のエイズ患者

に、新しい治療法が適用されました。その結

果、数多くのエイズ患者に新しい治療法が適

用され、昨年エイズ患者は 4000万人になる

といわれていましたが、今は 3400万人と減

少傾向にあります。 

2 国間の ODA は、それぞれの政府が異な

った政策をとり、また政治のリーダーシップ、

法律も国によって違います。これに加え、多

国間援助がありますが、これは国連機関を介

して援助が供与され、プログラムが実施され

ます。このように援助には 2 つのメカニズム

がありますが、2 国間、多国間の場合でのい

ずれであっても、そこには非常に官僚的なせ

めぎあいがあります。まず予算を自分の国で

確保しなければなりません。数々の関係者に

働きかけて予算を確保し、援助受入国と交渉

を行い、世銀や国連に働きかけ、高い透明性

を確保しなければなりません。しかし国によ

っては、まだ透明性が確保できていない状況

です。官僚主義的なプロセスや、国によって

も異なる政策に対応しなければなりません 

 これまで、援助調整に関するコミュニケー

ションがとられない結果、重複する形で援助

が供与されるということが生じ、この問題に

批判が高まっています。多国間であれ、2 国
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間であれ、援助調整が全くなされていないこ

とは大きな問題です。 

 このような中で、ここ 10年の間で、NGO

が新たなプレーヤーとして活躍し始めました。

グローバル化に伴い、世界の貧困の問題や苦

境が非常に生々しく伝わってくるようになり

ました。多くのNGO が作られ、かなりの団

体では女性がトップを務めています。感情的

に人間の苦しみを癒してあげたいと思うのが、

それが生物学的に女性という性が持つ性質ら

しいのです。アメリカではNGO の半分以上

は女性が創立しています。 

また新しい傾向としては、例えばビル＆ゲ

イツ財団やロックフェラー財団は、潤沢な運

営資金とたけたビジネスセンスを生かして、

効果的にこうした問題に取り組むようになっ

ています。 

 とはいえ、政府の ODA は非常に大きな役

割を果たしているのも事実です。道路などの

社会的なインフラ整備などになると、ゲイツ

財団といえども十分な資金を持っていません。

例えば医療分野だけで見ても、75％が 2 カ

国間の援助でなされており、ゲイツ財団や他

の財団が占める割合は 20％程です。 

 国際貢献を拡大する新しいアイデアとして、

パブリック・プライベート・パートナーシッ

プ（PPP）があります。代表的な例はグラミ

ン銀行が行った事例があります。PPP を活用

して政府と民間部門と交渉し、安い価格でワ

クチンを提供しました。またグラミンはマイ

クロファイナンスのメカニズムを成功させま

した。 

 また、GAVI アライアンス(ワクチンと予防

接種のための世界同盟)は、非常に革新的なメ

カニズムを作り出しました。日本でも大和証

券が売っていますが、政府を信用できない人

は、この GAVI債券(ワクチン債)を買えば、

子どもの予防接種を途上国で進められます。 

もう一つは、民間部門で CSR を通して、

会社の社会的責任を果たすことです。CSRを

する場合でも、利他的に、慈善事業をすると

いうことではなく、会社の利益を図りながら

社会的責任を果たしていくことになります。 

例えば、日本で有名な製品は蚊帳です。マ

ラリアの蚊を防ぎために、タンザニアで 3つ

の工場が作られ、6000人の雇用が創出され

ています。ハイテクですが、コストが安く抑

えられます。住友化学のビジネスモデルは、

援助を寄付することではなく、コストを上回

る収益を上げることでもありません。1つの

蚊帳は 5ドルです。蚊帳は洗うこともできま

すし、洗っても効果が落ちません。国連では

2012 年までに、1 億 5000 万の蚊帳を必

要な人たちに届けます。 

例えば、世界経済フォーラムや国連総会で

マラリア話をした場合、ビル・ゲイツはいつ

も蚊帳を使えばいいと言います。ゲイツは世

界経済フォーラムで蚊帳を配ろうと提案した

のですが、住友化学の名前がいつも出てくる

のです。私は住友化学のトップの人たちに、

財界のトップが集まる世界経済フォーラムで、

住友化学の名前をビル・ゲイツの口から出そ

うとしたら、広告宣伝費は計り知れないもの

になると言いました。ブランドの確立にはぴ

ったりです。 

例えば武田薬品は、毎年100万ドル、10

年間グローバルファンドに寄付してくれるこ

とになりました。武田薬品のトップの長谷川

さんの鶴の一声で、それが可能になりました。

武田薬品にとって見れば、良いイメージやブ

ランド確立を通常の手段に比べて安くできる

ので、非常に良い機会となっています。会社

としては、これは CSR ではなく、戦略的な

投資だとしています。世界では、私たちが考

えている以上に、途上国でそのようなことが

起きています。 

 最後に、わたしが強調したい新しい動きが

あります。世界の主要な大学が学部の学生向

けにいろいろなプログラムを導入し、世界の

貧困地域へ赴き、何が起きているか実際に見

て学習させようとしています。やはり現場に

行かなければ、知識だけでは不十分です。直

接現実を見て、友達を作り、文化を理解する

ということが重要です。学生たちはその経験
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に刺激を受け、帰国し卒業した後も、明確な

ビジョンを持って、ビジネスを学んだり、起

業をして、貧困の地域を救うために役立とう

とします。彼らにとってビジネスは、あくま

でツールです。そういった将来、リーダーに

なって貧困地域の人たちを助けたいという思

いを持った若い学生がいます。アメリカはこ

うしたことを推し進めようとしています。 

 例えば、マサチューセッツ工科大の学生だ

ったデライトさんはインドに行き、照明が必

要だけども灯油を買うお金のない地域を旅し

ました。そこで彼は、ソーラーパネルとバッ

テリーと LED をつなぎ、これを 1つの箱に

入れたものを作りました。それを昼間蓄電し

ておけば、5～6時間は電気がついています。

このような経験から、いろいろなビジネスモ

デルを作り上げるわけです。別に大企業では

なくてもいいのです。需要からスタートする

イノベーションがあります。このように将来

のリーダーたりうる若い人たちを啓発し教育

して、どんなチャンスがあって、いかにそれ

を追求し、自分のキャリアを高めていこうか

ということを考えさせるわけです。 

例えばアフガニスタンのカブールから来て

いた男子学生ですが、カブールの高校を卒業

して奨学金をもらい、エール大学医学部に進

みました。休みになるとカブールの自分の高

校に戻って、理科などを教えています。そう

いったボランティア精神を持った若い世代の

人たちを将来のリーダーとして育てていくこ

とは非常に素晴らしいと思います。国際協力

を拡大するためにはこのような新しい考え方

を拡大していく必要があります。 

皆様、ご清聴ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション７７７７    

討討討討        議議議議    

議長：ドーニャ・アジズ議員議長：ドーニャ・アジズ議員議長：ドーニャ・アジズ議員議長：ドーニャ・アジズ議員    

パキスタン 

    

 

議長： 

 黒川先生、ありがとうございました。 

 

黒川教授： 

 グローバルヘルスという話をしていますが、

政策立案者、政府のリーダーにはなかなか理

解できないみたいです。どうしてグローバル

ヘルスなのかという話ですが、G8からG20

に話の場を移していかなければならないと思

います。これは将来への投資なので、保健と

開発で考えていかなければならないと思いま

す。1つのつながった世界で、パートナーシ

ップを組んで考えていかなければなりません。 

 

議長： 

 黒川清先生、エネルギーに溢れるセッショ

ンをありがとうございました。では、インド

の代表者の方、どうぞ。 

 

インド： 

 保健関連の ODA で、どの国でも良いので、

一体何が障害になっていて、国会議員として

どういった解決を考えることができるのか、

2 つ程教えてください。 

 

黒川教授： 

 おそらくすべての女の子が初等教育を受け

ることができると思います。男の子ももちろ

ん重要ですが、特に女の子にとって初等教育

を受けることは重要です。ユネスコが今、持

続可能な開発のための教育の 10年というの

実施しておりまして、特に女の子の受ける初

等教育にフォーカスを当てています。 

 

議長： 

もう 1つの例はありますか。 

 

黒川教授： 

 国によっても違うと思いますが、栄養不良、

水の問題が重要だと思います。5歳未満の子

どもは毎年 900 万人が亡くなっています。

その理由は、HIV／エイズではなく、下痢で

亡くなっています。きれいな水を与えること

が重要です。 

 

議長： 

どの国でもいいですが、保障をターゲット

にした ODA はありますか。 

 

黒川教授： 

 最近日本の内閣府が、日本国民がどのよう

な事を希望しているのかについて調査をしま

した。トップは、第一位が、保健関係でした。

ただそれをいかに実施していくのかに関して

は、優先順位を考えないといけません。例え

ば、世界銀行が行っているのは、単にお金を

扱っているだけはなく、データのファイリン

グも行っています。これは非常に重要です。 

 

議長： 

 どの国でもいいのですが、水のろ過のプロ

グラムを行っている国はありますか。先程先

生からお話がありましたように、多くの子ど

もが下痢で亡くなっています。パキスタンで

も多くのプログラムが脱水状態という問題が

あり、子どもたちが亡くなるのは下痢だけで
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はなく、脱水があります。私たちの文化にお

いて母親はあまりにもミルクを与えすぎる。

それで下痢になってしまいます。それでミル

クを飲ませなくなれば、逆に下痢で脱水状態

になり、多くが脱水で亡くなります。他にど

うぞ、タンザニアの方。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

 単純な質問です。しかし非常に重要な問題

です。グローバルヘルスの側面で国会議員が

果たせる役割は一体何なのでしょうか。 

2 つ目の質問は、私が見る限り、MDGsの

目標3が非常に重要だと思っています。つま

り、ジェンダー平等、女性のエンパワーメン

トです。私の経験を少しお話させて頂きます

と、ゴール 3に関して、私たちの国ではかな

りの進捗が見られます。初等教育数は、男女

間でおよそ 50対 50になってきています。

しかし、初等教育レベルから中等教育へのレ

ベルにあまり女児が進めないという問題があ

ります。中等教育のほとんどの学校には特に

女の子の寮がなく、思春期にさしかかります

から、心理的にもそういった状況に置かれた

くないといった状況になり、そこで脱落して

しまいます。私の考えでは、MDGsの目標3

に対して、ドナー国にとってももっと努力を

して頂いて、達成できるようにして頂きたい

と思います。 

 

議長： 

 1番目の質問に答えて頂いて、その後、目

標3について少しコメントして頂ければと思

います。 

 

黒川教授： 

 ジェンダーの問題に関しては、確かにおっ

しゃるとおりだと思います。UNDP のジェン

ダー・エンパワーメント指数がありますが、

日本は今、このジェンダー・エンパワーメン

ト指数に関しては、おそらく 120カ国中 60

位くらいです。日本はジェンダー・エンパワ

ーメントが非常に遅れており、いかにそれを

進めていくことができるかという時に、私よ

くこのようなことを引用します。日本では年

功序列、終身雇用という状況がありますが、

官僚主義、大学において、20％は女性にする

といったことを促進していかなければなりま

せん。もっと高い目標を掲げなければなりま

せん。例えば、ケンブリッジ大学、大変高名

な大学ですが、アリソン・リチャードと呼ば

れる女性の方が学長を務められております。

MITも女性が学長に選ばれています。これは

素晴らしいメッセージです。アイビーリーグ

を構成する 8校のうち4校、プリンストン大

学、ブラウン大学や、ハーバード大学にも女

性の学長がいます。それは規則があるからで

はなく、自発的にこのような学長をほしいと

のことで行っています。その結果として、世

界にメッセージを送っています。そうしたこ

とが 10年間の間でアメリカで起こっていま

すが、日本では女性が学長に就任している大

学はほとんどなく、89 の大学のうちでお茶

の水大学の一校だけです。国民に対して、メ

ッセージを送ることは非常に大事です。その

結果として、国会議員がその意思をサポート

できるようにすることが最も重要です。皆様

が何かするだけではなく、メッセージを私た

ちに送ることも大事だと思います。 

 

議長： 

 ODA に関して、この運営の仕方は変えて

いくべきなのでしょうか、それともこのまま

でよいのでしょうか。過去 50 年、ODA 資

金は政府のところに渡りますが、その結果、

本当にうまく運用されているのでしょうか。

例えばお金を他の機関に渡した方がいいので

しょうか。 

 

黒川教授： 

 1つ作られたメカニズムとして、GAVIア

ライアンスと思います。政府が支援する債権

ができており、日本でもワクチン債という形

で販売されています。このワクチン債の
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98％は、日本の個人が買っています。日本の

個人はどうせお金を出すのなら、政府にあげ

るのではなく、ギャビーに渡したいといいま

す。それは透明性が一番カギになってくると

思います。運営を透明にすることなしには、

多くの人が自分のポケットからお金を出そう

とうとは思わないと思います。多くの政府が

多数の問題を抱えていると思います。また予

算も限られています。ただ、代替案としての

チャンネルがいると思います。税金だけでは

なく、様々な形で援助する方法があると思い

ます。特に今は、インターネットの世界でも

ありますから、ユニークな形で行うことがで

きると思います。 

 

参加議員： 

 インドの南部やパキスタン、ナイジェリア

等で、ポリオがまた根絶できていないという

問題があります。ポリオはGAVIの対象には

入ってきません。このような問題も対処して

いかなければなりません。 

 

議長： 

 他に何か質問ありますか。インドネシアの

方、ありますか。 

 

レディア・アマリア・ハニファ議員（インド

ネシア）： 

 インドネシアでは、ファンディングの問題

があります。例えば、医療現場におけるファ

ンディング、ワクチンや薬に対するファンデ

ィングは好まれません。援助国ではワクチン

を受け取ってくれと言ってきますが、それは

もうすでに有効期限がほとんど1カ月しか残

っていなかったりするので、インドネシア国

土全体に渡していくことが難しいことがあり

ます。また医薬品等でも、インドネシアで作

ればいいのですが、配布の問題が難しいので

す。配布の費用はもらえません。こうした問

題が長年ありました。援助国に対して要望も

出していますが、どう考えられますか。 

 

黒川教授： 

 世界的に変わってきているのは、医薬品企

業がインドといった国にあり、そういった国

が同じような効果のあるワクチンを低コスト

で作っています。ゲイツ財団等も、より安い

ワクチンを大企業から仕入れています。市場

を見てもインド等の製薬企業が大変品質の高

いものを作っているので、やり方はあると思

います。今おっしゃったワクチンに関しては、

より安い同じような品質のワクチンが手に入

るようになればいいと思います。 

 

議長： 

 我々の国の多くは、非常に官僚的な国です。

官僚は、官僚になった日から退職する日まで

官僚としては、NO を言うように教育されて

います。何かアイデアがあればNO といいま

す。何かするためには我々の政治的キャリア

をかけて行っていかなければなりません。

我々は選挙民がいます。彼らの人生を次の選

挙までに変えなくてはいけません。でも官僚

はそのような見方はしません。そうしますと、

こうした革新的なことを行う場合、どうして

も不透明な現実に直面します。医療に関する

ODA も同じような問題があります。医療に

関する指標で、5～10年間の期間で測れるも

のは限られています。普通は 1世代かかりま

す。日本から今頂いているお金について、20

年後にどうなっているか。今までのやり方で

いいではないかという議論がでてきます。20

年後、我々が責任を持つことはできません。

お金は有効に使われるべきですが、そう使わ

れなくても仕方がないとなります。今まで、

国会議員としてこうしたことを目にしてきま

した。また官僚は、建物や、目に見える形の

ものが好きです。例えば保健関係の ODA で

も、建物を作る、厚生省で何台車を買ったり

します。例えば、パキスタンで医療関係はラ

ンドクルーザーをもらうのです。こうした

ODA の使い方に対して、我々国会議員とし

てチャレンジしていかなくてはいけません。 

また、革新的な若い学生のアイデアという
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ことでお話頂きました。私も 2 つ事例を出し

たいと思います。パキスタンは洪水で多くの

犠牲がでました。2年前も同じ地方でタリバ

ンの制圧があり、200万人の人が家を追われ

ました。5 年前には地震がありました。建物

が倒壊しまして、200～300 万人の人が家

を失くしました。地震の際、どのようなシェ

ルターを作るべきかという議論がなされ、私

は閣僚会議で大きなコンテナを使うべきだと

いいました。つまり輸送に使うカーゴ等に使

うコンテナです。コンテナは動かすことがで

きます。最初はシェルターとして使い、女の

子の学校や医療施設として使えると提案しま

した。ところが私の省では、これは馬鹿げて

いると言われました。本当に残念なことです

が、5 年経って、私が言っていたアイデアが

やっと実行されることになっています。つま

り 2 つ災害と 1つ紛争で、やっと私のアイデ

アが受け入れられつつあります。人は様々な

ところに移動します。 

 もう 1つの事例は、水のろ過です。安全な

飲料水は大きな問題です。今、ある会社が、

30ドルのライフストローを売っています。5

人家族用に、3年間きれいな飲み水がこれで

確保できます。1つの地域に設けるろ過装置

のコストは、たぶんこの 30ドルのライフス

トローを皆に渡すのと同じようなコストにな

ると思います。一旦もしそのような大きな施

設を作りますと、それの保守管理がかかりま

すし、こうした大きな施設は、いつの日か稼

動しなくなるでしょう。この小さなろ過装置

は、ラジオで聞いたのですが、トイレの水で

さえもここでろ過し、きれいに飲める水にな

るというのです。これは持ち運びもできます。

私たち国会議員として、そういう点に取り組

むべきだと思います。ろ過施設は遠隔地に建

設しようとすると、非常にコストがかかりま

す。そのような時は、コスト効果の高い小さ

な発明を使うのも方法だと思います。 

 最後の点です。黒川先生にも是非言って頂

きたいのですが、医療分野において様々な技

術が出てきています。ワクチンもそうです。

製薬企業はこれを第三世界には技術移転して

くれません。そのような技術を必要としてい

ます。噴射式のものや、簡単なものが必要で

す。ゲイツ財団でもチャレンジブランと呼ん

で行っています。G8 のサミットの場合、カ

ナダ政府がグランド・チャレンジ・カナダを

実施しました。本当に簡単な装置を紹介した

のです。世界中の頭のいい人たちを巻き込め

ば、数多くのアイデア出てくると思います。

安全な飲料水にしても、5ドルでできるはず

です。例えばアフリカのような地域では、バ

ケツで日に2回も子どもが水汲みに行ってい

ます。他には、三輪車を作り、水を載せれば、

2時間を 1時間に短縮でき、しかも三輪車を

こぐうちに、水がろ過されるという装置もあ

りました。これは独創的な素晴らしい装置だ

と思います。起業家精神の発揮だと思います。

このような新しい装置等がでてきています。

どのようにこのプログラムを展開していくの

かが重要です。 

また女性のリーダーシップですが、大変素

晴らしい記事が、「フォーリンアフェアーズ」

に出ていました。2年前の 5月号だったと思

います。またグラミン銀行のユヌスさんも言

っていました。女性はお金を教育や家族のた

めに使うけれど、男性に貸すと飲んでしまっ

たり、ろくなことはないといいます。リベリ

アでも同じです。財務大臣が女性になったと

ころ、プロセスが透明になりました。ノルウ

ェーでは民間企業の役員会と言うのは 40％

女性でなくてはならないという規制があるそ

うです。フランスでも同じような法を立法化

しているようです。このように女性が増える

と、企業文化が変わると思います。これは是

非日本でも話したいトピックだと思います。 

  

参加議員： 

 質問の繰り返しになりますが、今の ODA

の実施方法を変える取り組みはありますか。

他の政府ではないチャンネルを通して ODA

をするという考え方がありますか。 
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黒川教授： 

 ODA は政府間のものです。政府のプロセ

スは官僚的なものです。受益国の政府も官僚

的なものです。いかなる形でどういった信頼

のできる組織を通ることができるのかが問題

です。インドではボトムアップのやり方もあ

り素晴らしいと思います。そういった実績を

作っていくことが非常に重要だと思います。 

 

議長： 

 ベトナムお願いします。 

 

グエン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 グローバルヘルスの様々なメカニズムの話

をしてくださいましたが、ベトナムでは今懸

念しているのが政策です。特にアジアの途上

国において、どのような政策が考えられるの

でしょうか。PPP も大変よいメカニズムです

が、今後 PPP のメカニズムを途上国で進め

ていくために、どのように実施していけばよ

いのでしょうか。 

 

黒川教授： 

 特にベトナムやインドネシアにおいては、

急速に経済が発展している国です。大きな投

資機会ですので、単に ODA だけではなく、

それ以外の民間企業も参画すべきだと思いま

す。これは成長の大きな機会なのです。民間

にもどんどん参画してもらえればと思います。

多くの企業が、また、もっと若者に海外に行

って頂きたいと思います。1カ月や 1年でも

いいので、友達を作って頂きたいと思います。

それがこの先 10 年、20 年後に、世界のリ

ーダーのネットワークになると思います。 

 

参加議員： 

商業的な医療政策に対して、一体何ができ

ますか。ドクターや医療関係の人が大変大き

く儲けている実態があります。グローバルな

保健政策を考えた時、あまり商業主義の話は

出てこないのですが、どうでしょう。 

 

黒川教授： 

 国が行っている健康保健対、民間が行って

いる健康保険の話になります。医療政策を民

営化すべきだといっているわけではありませ

ん。まずは公共のネットワークを作り、医療

に対するアクセスを確保しなければなりませ

ん。例えば、水のシステムを導入し、下痢を

防ぐ、そういったところでこそ、民間が参画

すべきだと思います。ただ、最初は儲けるこ

とではないと思います。新株発行を行い、受

益国と一緒に行えば、成長することができま

す。財務的なメカニズムを使い、そういった

状況を改善することはできると思います。財

務大臣や民間にも、私はいつもそうしたこと

を言っています。素晴らしい投機機会だと思

います。 

 

参加議員： 

 途上国において、国の健康保険があるべき

だとおっしゃったのですか？ それとも民間

が健康保険を提供すべきですか？ 

 

黒川教授： 

 いえ、違います。患者さんが多額のお金を

払い、医者だけが儲けたり、そういった商業

主義をどのように改善できるかだと思います。

今、オバマ政権の下で皆保険制度を導入した

いと考えています。貧困指標を OECD で見

ると、アメリカはずっと下です。それは医療

が民営化されてきたからです。しかし、ヨー

ロッパには、いい国民皆保険制度があります。

イギリスも改革をしてきましたし、透明性も

高まっていますから。どういったプロセスを

踏んできたのか、私たちとしても教訓とでき

ることがあると思います。 

 

議長： 

 皆を代表して、黒川先生に感謝を申し上げ

たいと思います。大変刺激的な話し合いでし

た。ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 8888        

国連機関の事業監査の妥当性と透明性国連機関の事業監査の妥当性と透明性国連機関の事業監査の妥当性と透明性国連機関の事業監査の妥当性と透明性    

 

 

MC: 

今日最後のセッションになりました、この

セッションでも是非活発に議論を繰り広げて

頂きたいと思います。 

 議長は、インドネシアのハニファ議員にお

務め頂きます。ハニファ議員は、2009年に

当選され、2014 年まで任期があります。

IFPPD のメンバーであり、インドネシアの女

性集会の会長です。社会介入の修士号をイン

ドネシア大学で取得なさっています。それで

は、宜しくお願い致します。 

 

議長： 

国際機関から支援を受けている割合、それ

ぞれの説明責任の基準は、機関によって異な

ります。また外部の監査人がいますが、受入

国によって基準が違っています。このセッシ

ョンでは、世界銀行グローバルパートナーシ

ップ信託銀行基金局の局長を務めていらっし

ゃるジュンフィ・ウーさんにお話しを伺いま

す。銀行全体の信託マネージメント枠組を提

供したり、様々なセクターやプログラム向け

の信託基金を管理し、援助供与国との関係も

強化されています。 

 それでは皆様、ジュンフィ・ウーさんのプ

レゼンテーションに移らせて頂きます。 
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セッションセッションセッションセッション 8888    

国連機関の事業監査の妥当性と透明性国連機関の事業監査の妥当性と透明性国連機関の事業監査の妥当性と透明性国連機関の事業監査の妥当性と透明性    

ジュンフィ・ウージュンフィ・ウージュンフィ・ウージュンフィ・ウー    

世界銀行グローバルパートナーシップ・信託基金業務局長（CFPTO） 

 

 

議員の皆様、このような場でお話をさせて

頂き光栄です。世銀での監視、モニタリング、

また評価についてお話したいと思います。顔

なじみの方たち、国ごとにお知り合いの方が

大勢いて非常に嬉しく思います。タンザニア

の議員の方は、ガス電力開発プロジェクトに

個人的に関わっていました。タンザニアで成

果を上げました。ラオスでも農村部の送電事

業にも携わっていました。 

また、セッション議長とお話をしましたが、

JSTF という日本の社会開発の基金、パッカ

ープロジェクトに携わりました、後でこの成

果についてプレゼンテーションの中でお話を

させて頂きます。すべての国についてお話は

できませんが、ほとんどの国で個人的な関わ

り合いがあり、様々なプロジェクトに携わっ

てきましたので、皆様と共有させて頂きたい

と思います。 

 世銀でどのように監視し、また評価を行っ

ているかについてのお話ですが、まず世銀に

ついてご説明したいと思います。多くの方が

もうご存知かと思いますので、要点だけ述べ

させていただきます。 

世銀グループ形成する機関は、国際復興開

発銀行（IBRD）、国際開発協会（IDA）、国際

金融公社（IFC）、多国間投資保証機関（MIGA）

です。2009 年の世界金融危機では、580

億ドル貢献いたしました。これは通常の 2倍

を介入として貢献いたしました。 

私は信託基金業務局長として、信託基金の

管理をしております。世銀の信託基金は業務

の中でも重要になりました。2009年会計年

度は 69億ドルの金額で、この基金を使い、

加盟国の貧困緩和に役立ててきました。 

 世銀の監視・評価方法について、制度的な

側面、また機構的な側面をお話しします。近

年、世銀の内部で理念的な変化がありました

1990年には、どれだけプロジェクトの数を

実施できたかという事業規模が最も重要な関

心でしたが、この 10年間で評価、計測、監

視、モニタリング、成果管理に重点を移して

います。内部で成果を重視する姿勢と、開発

を実施するパートナーとともに、モニタリン

グの結果の報告方法、成果の計測、また評価

の基準の統一に努力してきました。そうする

ことで整合性のある成果の評価ができるよう

になります。しかし、これは世銀のすべての

業務に関わるので、容易な事ではありませ

ん。 

 まず、対象国の対応能力どのように強化す

るかが重要な課題です。そのためには、援助

の受入国自らが、成果ベースのアプローチに

対して、自分たちが主導権を持って実施する

のだという意識を持ってもらうことが重要で

す。その成果ですが、成果って一体どういう

意味なのでしょうか。いくつか具体的に見て

みますと、例えば教育の面で世銀は 300 万

人以上の教員を採用し、200万の教室を建設

や改築し、その結果、1 億 500 万人の子ど

もたちがその教室で学ぶことができるように

なりました。また成果ベースでの予算編成を

12 カ国で可能にしました。また医療保健分

野では、4700万人に保健、栄養サービスの

基本的なパッケージを提供しました。さらに

人口サービスの政策を立案、提供しました。

これはあくまでいくつかの例に過ぎません。
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その他にもいくつも大きな成果を上げていま

す。 

別の具体例として、6～7 年前、ラオスで

は電力を利用できる人口はわずかに 30％に

しかすぎませんでした。ラオスの政府と国民

の努力、そして世銀の支援によって、人口の

50％が電力を利用できるようになりました。

これは顕著な進歩だと思います。電気が自分

の家に届くようになった結果、市場に参入す

ることができるようになりました。その結果、

自分の製品もより高い値段で売れるようにな

り、収入も所得も倍増していました。ザンビ

アでも同じような成功を収めています。 

さて、成果が 1つ生まれますと、どのよう

な連鎖反応があるのでしょうか。まず最初に

戦略企画を世銀で実施します。国を援助する

上での優先順位を戦略的に話し合って決めま

す。予算レベルで、戦略と予算活動の整合性

があるかを検証し、戦略的に考えて優先順位

を受入国と検討し、予算をつけていきます。

また投資、経済活動、さまざまプログラムの

整合性についても検討します。このような検

討を経て、明確かつ現実的な目的をプログラ

ムごとに設けるようにしています。 

過去 5年間にわたって、評価の基盤となる

データ（ベースライン・データ）を集め、目

標を設定しました。そのプロジェクトごとに

ベースラインや KPI（主要パフォーマンスイ

ンディケーター：主要観察指標）を設けまし

た。指標となるデータをチェックし、そのデ

ータをモニターし、実行段階でそれを追跡し

ます。最後に評価を行い、学習サイクルに反

映させ、評価の成果を将来の決定に生かすよ

うにしています。ここに成果の連鎖が形成さ

れます。まず正しいことを適切な方法で行い、

次に求める成果の入手できているかを検証し、

それを反映させ、新しい戦略のデザインにつ

なげていくのです。 

世銀の中にはこのすべてを実現するために、

7つのセクターごとに基準となる指標を設け

ています。事業の性格によって、様々な指標

がありますので、そのうちいくつかを選び、

同じ定義を使って、プロジェクト評価を行い

ます。そうすることで比較も可能になり、評

価指標も確立します。これは、成果の達成度

やモニターについても同様で、事業ごとにい

くつかの尺度が形成されています。 

また、国際開発協会（IDA）は、貧しい国

に開発資金を供給する機関ですが、現在、

IDA16 という段階で、成果枠組みに焦点を

当てています。 

開発資金を使い、貧困国への援助に当てま

すので、成果の計測は非常に重要です。援助

供与国は議会も、常に具体的な成果を求めま

す。先進国も国内でいろいろ問題を抱えてい

るのに、何で外国に融資や援助を送らなけれ

ばいけないのか、という国民の声があり、成

果を見せなければ援助を実施する説明ができ

ません。このような点から、具体的な成果を

求めています。 

そのため、評価方法は、具体的な構成にな

っています。まずプロジェクトのレビューと

また実行状況の報告、成果の報告があります。

プロジェクトごとに監督ミッションがあり、

タスクマネージャーが半年に 1回、実行の状

況を報告し、評価指標を提示します。また国

レベルでは、問題を明らかにする作業を行い

ます。国によっては、事業完了の是非につい

ての報告もきます。これらの評価資料をもと

いうことを検証し、それを理事会に報告する

ことになります。 

 100万ドル以下の助成金に関しては、報告

とモニタリング、そして 100 万ドル以上の

場合は、実行を完了させた報告を義務付けて

います。その中に評価が必ず入っているとい

うことを確認しますし、系統的に検討し、対

処すべき問題をあぶりだし、その成果を事業

に反映させ、新しいプロジェクトや援助を行

うときに、これまで学んだ内容を生かすよう

にしています。これを実行評価と言います。 

 このような制度的評価に加え、独立した立

場からの評価もあります。IEGという評価グ

ループは、理事会に対して責任を持つという

立場で世銀に対して独立した形で評価を行っ
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ています。また外部の機関に評価を依頼する

こともあります。例えば日本 PHRD、JSDF、

Post-conflict Fund、Aceh MDTF といっ

た機関があります。 

援助受入国の対応能力の構築については、

世銀の内部のモニタリングや評価の機能を強

化するだけでは不十分です。最も大切なのは、

国ごとの対応能力を強化することで、各国自

身が自分でモニタリングを行うという、当事

者意識を持って実施することが重要です。 

世銀では、受入国の対応能力支援のための

助成金を出していますが、それは各国のモニ

タリング、また評価システム、開発の成果を

管理するチェック機能を向上させるために使

われています。また、主要な政府の担当者や

国によって実行評価をするルールを形成し、

その結果わかる“ずれ”や“行動を改善する

ための要素”を特定することができるように

なってきています。その結果、アフリカ、ア

ジア、アメリカ地域等で実際のコミュニティ

を形成し、参加型アプローチなどを通じた草

の根の能力向上が可能になっています。 

 現在、日本政府から世銀に出されている信

託基金は非常に大きな成果を上げています。

この場を借りて、日本政府からの支援に深い

感謝を申し述べたいと思います。去何年にも

わたり、ODA に日本は大きく貢献してくだ

さいました。特に日本の信託資金に対する寄

付金が高まっていることを、国内問題も数多

くある中で、感謝を申し上げたいと思います。

2004 年から一番のピークを迎えたのでが、

日本の貢献のほとんどは医療関連のグローバ

ルファンドに対する貢献でし。しかしそれだ

けではなく、JSDF、PHRD 等のプログラム

に対して貢献いただいています。 

 この機会に、JSDF、日本社会開発資金に

ついてお話させていただきたいと思います。

10 年前に、貧困者に対するエンパワーメン

トを提供しようと、日本の政府、世銀が一緒

になって設立したものです。これはひも付き

ではないメカニズムで、最も貧困で最も社会

的弱者である加盟国に対して直接的な支援を

するというものです。いくつか例があります

が、ベトナム、インド、スリランカ、またフ

ィリピンにおいてもこのプログラムが導入さ

れています。 

具体的な話では、もう議長もよくご存知だ

と思いますが、インドネシアの JSDF の資金

提供として、これは夫を亡くした女性に対す

る支援が行われています。家長としての女性

は社会的地位が低く、例えば融資を受けると

いった機会が非常に限られていました。それ

に対して、このプログラムでは、女性をエン

パワーメントしています。議長からも先程お

聞きしたのですが、3つの州でこのプログラ

ムを開始して、今では、10 の州にまで拡大

されています。女性は地方選挙にも出るよう

になり、実際に当選しています。社会的地位

が低かったにも関わらず、立ち上がり、地方

選挙に勝つこと、それ自体が素晴らしい結果

だと思います。 

今まで大変ポジティブな話ばかりしてきま

したが、もちろん課題もあれば、私たちの目

の前にも機会もあるという話をしておきたい

と思います。データの品質、データの欠如、

能力のばらつき、当事者意識、このようなも

のが欠けている部分もありますし、またドナ

ー国の期待をいかに管理するのかも非常に重

要です。これらすべてが私たちが直面してい

る課題です。資金も十分ではありません。気

候変動や伝染病といったグローバルな問題も

絡んでくることで、このようなことすべてが

私たちの目の前にある課題となっています。 

しかし、それと同時に目の前には大きな機

会も横たわっているのです。つまり成果に焦

点を当てることで、限られた資源の優先順位

をつけることができ、現場での実際的な進捗

を促すことができると思います。参加者の皆

さまには国会議員として、公共の資金や資源

が本当に適切に使用されているか、本当にそ

の国の支援になっているのか、経済的な開発

や貧困撲滅につながっているのかをしっかり

見て頂きたいと思います。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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セッションセッションセッションセッション 8888    

討討討討        議議議議    

議長：レディア・アマリア・ハニファ議員議長：レディア・アマリア・ハニファ議員議長：レディア・アマリア・ハニファ議員議長：レディア・アマリア・ハニファ議員    

インドネシア 

 

 

議長： 

ありがとうございます。皆様、私からいく

つかプレゼンテーションに言及したいことが

あります。1つは世銀のパラダイムが変わっ

てきています。2 つ目はコミュニケーション

を十分に行って、ドナー国と、受入国をつな

いでシステムの橋渡しをしなければなりませ

ん。システムが違うことにより、その橋渡し

が難しいこともあるというお話だったと思い

ます。インドネシアにおいても、そういった

困難があります。といいますのも、外部の監

査、内部の監査、政府の監査のタイムフレー

ムが違うことで、評価が行われたのにも関わ

らず、他の機関による評価がまたあり、そこ

で非常に混乱し、プログラムの評価者がいつ

も次々とやって来るという問題に直面してい

ます。 

それでは、皆様、何かコメントや質問あれ

ばどうぞ。インドからどうぞ。 

 

インド： 

 説明責任に関してお聞きしたいことがあり

ます。どの国、どのプロジェクトでもいいの

ですが、何らかの問題がある場合、それはど

ういった形で扱っていくのですか。そのプロ

セスを教えてください。 

 

議長： 

 他にありますか、もう 1つ。コメントでも

質問でも。どうぞ。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

 素晴らしいプレゼンテーションありがとう

ございました。世銀に対して教えて頂きたい

ことがあります。大変官僚主義的な、資金供

与におけるプロセスがあると思います。かな

り長期間かかり、その国にプロジェクトを導

入することが難しいことがあると思います。

グローバルなファンディングがあったとして

も、かなり時間がかかることに私も気づきま

した。世銀から支援を頂きたいと思ったとし

てもその資源が届かず、ようやくお金がきた

ころには、例えば、医療問題などであれば、

遅すぎるということもあります。その中で、

世銀はどのような形で官僚主義を変えようと

しているのでしょうか。 

 2 つ目の質問は、ある国がお金を借りたい

時、ベンチマークがありますが、それが高す

ぎて達成するのは不可能だという場合、例え

ば金利は大変高いので、その高い金利を払う

ことによって、その国は依存をせざるを得な

くなる状況があります。その国は開発資金を

使う中で、ベンチマークを満たしていかなけ

ればなりません。どのように変えていこうと

しているのでしょうか。まだ途上国において、

どのように扱おうと考えていますか。 

 

ウー局長： 

 まず第 1 点、インドネシアの問題ですが、

議長がおっしゃっていることはよくわかりま

した。私個人的にもその問題に対処しようと

関わってきた人間です。ドナー国によっては、

さまざまなモニタリングのミッションや、評

価のミッションや、どういった名前でもいい

のですが、その当事国に送り込み、その評価

をしようとします。しかし、その国では、国
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会の説明責任にも応えていかなければなりま

せん。毎年、いくらいくらがどこで使われた

かを説明しなければなりません。国会が一方

であり、受入国にもあり、ドナー国からの要

求もあり、その橋渡しをどのように行ってい

くのかですが、具体的なケースにおいては、

私たちはドナー国に対して枠組みを設定した

ことがあります。例えば、モニターのための

ミッションを現場に送り込むのであれば、ど

ういったことを測定しに行くのかをはっきり

とさせることです。その事によって受入国の

負担を下げようとします。もう評価がされて

いるのにまた評価をすることになれば、重複

が数多く出てきます。その重複を避ければ、

資金をより生産的に使うことができます。そ

の事に関しては真剣な取り組みをしています。 

支援の効果という話が出てきますが、いか

に協調して、支援を効果的なものにしていく

のかという話もしています。解決は難しいと

思いますが、この枠組みアプローチを使い、

世銀の側からも改善をみようと考えています。

双方頑張っていますので、何らかの解決をす

ることができると思います。こうした問題に

関して、私たちも認識をしており、単に世銀

としては実施をすることだけではなく、その

国の国会議員からのフィードバックも得なが

ら、取り組みをしています。 

 もう 1つ、インドの説明責任に関する質問

ですが、内部であれ外部であれ、世銀の中に

特別チームがあり、汚職や何らかの不法なこ

とが行われている場合、調査するチームがあ

り、調査を行い、その調査の結果が明らかに

しています。もし、スタッフが関わる場合は、

そのスタッフには規律を守るように伝えられ

ますし、またそれが外部の人間の場合、例え

ば、2年間や 3年間、その結果の重大さによ

って、入札参加権利の剥奪もあり、この問題

に関しても真剣な取り組みをしています。 

 ケニアの方の質問で、世銀のお金は遅れて

くるという話ですが、最近私たちはクライシ

ス・ウィンドウ（空白期間）と呼ばれるもの

を作ろうとしています。過去においては、パ

フォーマンスベースで、長い時間がかかりま

したが、例えば感染症や流行病があった場合

は、私たちも迅速に対応しなければならない

ことをよく分かっていますので、空白期間を

作っておりまして、できるだけ迅速に資金を

提供することを考えています。この点も真剣

に取り組みをしています。世銀内部において

タスクフォースも作り、例えば洪水管理や流

行病といったグローバルな問題に関しては、

できる限り迅速に対応ができるような体制を

とろうとしています。また、ベンチマークの

話をされたと思います。金利が高いという話

をされたと思いますが、質問の趣旨が少しわ

かりませんでした。といいますのも、金利は

ゼロです。私たちフィーを請求することはあ

りますが、金利は特に請求しておりませんの

で、明確にして頂けますか。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

例えば、ケニアに対して、開発資金を提供

します。それを返さなければなりませんが、

これまで私が見てきたことですが、ケニアが

世銀に返すお金には、金利がありました。そ

れは支援ではなく、融資です。それを返すた

めにかなり長期に時間がかかり、それを返さ

なければまた別の開発資金を得ることができ

ないという状況があります。そうではない助

成金ようなものはないのですか。ある期間限

定で、何らかの開発資金を助成金として得る

ことができないのかお聞きしたかったのです。 

 

ウー局長： 

 ケニアの場合は2つの部分から成っていま

す。1つはフロント部、もう 1つの場合は国

際開発協会の部分から成っています。金利は

つかないのですが、40 年間の返済期間があ

り、10 年間の猶予期間があります。100％

の無償資金ではありません。また信託基金も

数多くあります。これは無償基金で、ケニア

にも与えられています、詳細の数は本部に戻

ってから調べてお伝えしたいと思います。 

 



 116 

議長： 

 ザンビアとベトナムの方、お願いします。 

 

ロンバニ・ムシチリ議員（ザンビア）： 

 世界銀行が、我が国の持続可能な開発に資

金を供給してくださっていることに感謝の念

を表したいと思います。また、様々なプロジ

ェクトの実施にあたり、課題に直面していま

す。道路建設やダムの建設、電力、こうした

プロジェクトも必要かと思いますが、貧しい

ところに直接資金供与をする、この社会開発

基金のようなものは非常に重要だと思います。

プレゼンテーションでは、日本の政府が

ODA をどのセクターで行っているかのお話

がありました。社会開発基金の額はほんのわ

ずかです。日本政府は社会開発基金の額を、

増額する予定があるのかどうかお聞きたいと

思います。 

 

議長： 

 ベトナムの方、どうぞ。 

 

グエン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 ベトナムは、世銀から多額のお金を頂いて

います。この 3日間、ODA に関すること、

また議員の役割について話してきました。そ

こで世銀の方にお尋ねしたいのは、プロジェ

クトを契約する前に、議会に対して情報を提

供するのでしょうか。15 年前私は社会事業

を国会で担当していました。ベトナムのカブ

ールでダム建設のプロジェクトがありました

が、72 ㎡のものしか作れないということで

した。そこで議会はそれぞれの州に行き、な

ぜこのようになっているのかと言われました。

つまり、プロジェクトを行う方が議会に何も

報告してなかったのです。今は、ダムなどを

建設する場合は、本当にその額が妥当なのか

どうか議会に報告させるようにしています。

去年、ラオスに行ったのです。水力発電所を

見ました。これは他の国際機関などが作って

いたようですが、始める前にまず議会が承認

しないとこのプロジェクトはできないと聞き

ました。ラオス国会が 2、3日かけてプロジ

ェクトを承認し、承認されて始めて、プロジ

ェクトが実施されるというお話でした。どう

思われますか。 

 

ウー局長： 

 大変興味深い質問でした。タンザニアの方

からは、日本の貢献のうちに社会開発基金が

少ないという指摘をされました。1つの要素

は、基金が始まって 10年しか経っておらず、

他のプログラムはかなり長年行っていること

だと思います。貧しい人に直接融資すること

が非常に重要なのは、我々もそう思います。

我々チームとなって尽力し、この JSDF も

10 年目を迎えました。日本政府に対して

我々からも、もっと資金を JSDF に割いてく

れと言っています。今の段階では、まだ、本

当に資金が本当に増えるかどうかは、私たち

の口から言うことではありません。ただ、こ

のプログラムは非常に成功していますので、

もう少しお金を頂ければと思いますが、これ

は日本政府が決めることです。 

 2 つ目のベトナムの方のお話ですが、これ

は国によって異なります。国によっては事前

に議会の承認が必要なところもあれば、必要

ないところもあります。皆様方が決めること

です。世銀としては皆様方のやり方を尊重し

ます。ただどのような制度になっていようと、

世銀は色々な意味でアウトリーチをしていま

す。なるべくアウトリーチをして、本当に重

要な受け取り手の事を考えています。村人や、

もちろんその人たちとも協議しなくてはなり

ません。プロセスは国が決めることですが、

アウトリーチとなりますと、世銀はもっとも

っとやるべきことがあると思います。 

 

議長： 

 カンボジアの方、どうぞ。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

 無償資金の優先順位を教えてください。貧

困削減等がプライオリティなのでしょうか。
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ワシントンの女性会議においては、大変緊急

性があった場合は、医療、保健、つまり母親

の健康、リプロダクティブ・ヘルスが重要に

なると議論されていました。皆様、ご存じの

ように、毎年多くの女性が出産の際に死亡し

ています。世銀はこのような緊急事態にはど

のように考えておられるのでしょうか。 

 

議長： 

 シフ・カレーさん。 

 

シフ・カレーAFPPD 事務局長（タイ）： 

 ベトナムの方が言っていたことと関連する

のですが、議会がまずプロジェクトを承認す

るのかどうか、世銀は実は国に対してうるさ

く言う、命令するので有名です。もし、世銀

の言うことをきかないとお金がもらえないと

か、グッドガバナンスを行わないと融資しな

いよ、というように言わないのでしょうか。 

 

議長： 

 パキスタンの方。 

 

ドーニャ・アジズ議員（パキスタン）： 

 私はパキスタン出身で、ここにいる皆様方

と同様、世銀からは多くの資金を頂いていま

す。例えば 1960年代に造られた水力発電で、

非常によいプロジェクトがあります。しかし、

今、資金がなく、IMF からローンを借りてい

ます。世銀の報告書が出ましたが、どのよう

に金融改革を行っていくのかという報告でし

た。この報告書の中には、明確に合理化が必

要だと、つまりパキスタンはこのプロジェク

トを議会にかけるのをやめるべきだと書いて

あったのです。シフさんが言っていたことと

関連しますが、これは本当に我が国に起きて

いる目に見える事柄です。 

最近の6月の予算審議の時にも出てきたの

ですが、つまり、多国籍の援助機関から、議

会にプロジェクトを図らないように、議会は

素通りするように言われたことが何度も指摘

されていました。議員として、これは受け入

れ難い事です。 

 

議長： 

 では、お答えください。 

 

ウー局長： 

 まずカンボジアの方の質問です。優先に事

項について我々どう行っているのか。世銀に

おいては保健の問題、また女性、リプロダク

ティブ・ヘルスの問題、これは大変優先項目

が高いと認識しています。無償資金にするの

か、融資にするのか、信託基金するのかです

が、通常、保健は一番高い優先項目になりま

すので、ほとんどは無償資金が与えられます。

また我々の理事会の中でも、女性の健康、リ

プロダクティブ・ヘルスに関しては、声高に

いっています。 

 また議会の承認についてです。この事に関

しては、手続きは意見を述べることはできま

せん。私からのメッセージとしては、なるべ

く多くの人たちにアウトリーチしていきます。 

パキスタンの方の質問ですが、先程の報告

書があると言っていました。もしそうであれ

ば、本当に申し訳ないと思います。私はパキ

スタンと直接関わってはいないのですが、調

べてみて、本当にそうであるのかどうか、こ

れは私でやります。もし言っていられるよう

なやり方が取られているとすれば、お怒りの

理由はよくわかります。 

ラオスの議会でどのような作業をしている

のですか。 

 

ドゥアンディー・ウッタチャック議員（ラオ

ス）： 

電気事業プロジェクトはラオスで行われま

したが、すべてのプロジェクトが必ずしも議

会に図られているわけではありません。大き

なプロジェクトだけが図られます。ベトナム

の方がおっしゃったように、ナムタン 2 とい

う大きなプロジェクトを実施しました。これ

はタイに電力を輸出するというプロジェクト

です。ステークホルダーや政府は、議会に対
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して図りました。ステークホルダーとその他

のラオスから電気を買っている国に対して、

この議会は、このプロジェクトは非常に重要

だと表明しました。 

 ラオスでは大きなプロジェクトは国家プロ

ジェクトと呼ばれています。ステークホルダ

ーと投資家、また政府はこのプロジェクトを

議会に諮ります。また国民の生活に関わるよ

うなプロジェクトや、環境にまつわるような

プロジェクトであれば、これも議会に諮らな

ければならないと取り決められています。 

 また、ラオスの法律に関わるような場合は、

議会に相談しなければなりません。例えば、

ラオスでは川の方向を変えることは禁止され

ていますが、ビジネスの目的のために川の流

れる方向をたまに変えなければならないこと

もあります。このプロジェクトではステーク

ホルダーも議会に対して働きかけ、このプロ

ジェクトを支持するようにお願いしています。 

 

議長： 

 フィリピンの議員の方、お願いします。 

 

ジーザス・クリスピン・レミュラ議員（フィ

リピン）： 

 20 年前ですが、世銀はフィリピンでプロ

ジェクトを実施しました。保健サービスを発

展させるには、私たち保健医療は厚生省を通

じて、すべてが中央に集められていましたの

で、そう意味では失敗したのです。地方自治

体は、結局保健サービスが分散化したことに

より、かえって行き届かなくなりました。 

また条件付きの現金譲渡ですが、学童たち

を学校に通わせて、貧困撲滅を目指すもので

すが、男の子はわりと早く落ちこぼれてしま

い、条件付きの現金譲渡が条件で、少年たち

をなるべく学校に行かせるというプロジェク

トにしてはいかがでしょうか。 

 

ウー局長： 

 ラオスの方から、ラオスでは非常に重要な

プロジェクトは必ず議会にかけることをお話

してくださいました。ナムタン 2 のような大

きなプロジェクトは非常にいい実例ではない

かと思います。教えてくださってありがとう

ございます。 

 さてフィリピンのご質問ですが、私は個人

的に保健サービスの提案を世銀が行い、中央

で一括していたものを地方に分散しましたが、

今のご意見をフィリピンのカントリーチーム

に必ずお伝えして、アクションをとっている

かを振り返り、間違った対策ではなかったか

と反省してもらえるように聞いてみます。現

金譲渡の条件については、確かに中南米諸国

で学んだ教訓を生かそうとしたものですが、

私は個人的にはあまりこれについては深い知

識は持っていないのですが、基金の間で数多

くの国々がそれを実際に使ってみて、条件付

の現金譲渡はいろいろ学んでいます。私の個

人的な意見ですが、その国の実情にもよりま

すが、プログラムの設計の仕方にかかってく

ると思います。ご心配の内容は、必ず同僚に

持ち帰り、話し合いたいと思います。 

 

参加議員： 

私は条件付の現金譲渡プログラムは予算に

関わるのではないかと思います。各国の予算

の管理者が、プログラムは 5年間しか有功で

はないと言っています。現金譲渡はきっとう

まくいくと言いつつも、むしろぶらぶらして

お金をもらった方が得ですので、どうなので

しょうか。勤勉という価値観とどちらをとる

べきなのでしょうか。 

 

ウー局長：： 

 ご心配は非常によくわかります。意図せざ

る結果だったと思いますが、勤勉よりもむし

ろぶらぶらしていた方がお金を貰えるという

考え方です。ご心配をカントリーチームの方

に必ずお話しておきます。そういった問題を

すでに他の国で体験している実例があるかも

しれませんので、その事もお伝えしたいと思

います。 
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参加議員： 

 小さな質問ですが、大きな危機が、今人口

が急速に増大していますので、世界中で、特

に貧困国、アフリカの国々は、このような問

題に対処するためのリソースはあるのでしょ

うか。国によってはとにかく自分たちの優先

順位だけを考えて、特に持続可能な開発のプ

ロジェクト、例えば道路建設等のプロジェク

トがありますが、世銀は世界中で人口が爆発

的に増えている状況について、予算を少し配

分してくださるというご準備はありますでし

ょうか。 

 

ウー局長： 

 この問題を提起して頂き、ありがとうござ

います。私が申し上げられることは、リソー

スは非常に少ないのです、優先順位を使って

いかなければならないと思います。どのよう

な優先順位をつければいいのでしょうか。特

に貧困削減や、貧しい人たちの基本的なニー

ズを増やす、そういった世銀の主だった優先

順位項目を優先していかなければなりません。

何とか資源をかき集めようとしています。 

 インドネシアの現金移転の話をさせて頂き

たいと思います。最初はお金を家族のお父さ

んに渡していたのですが、今はお母さんに渡

しています。新婚家庭の 70％の支出はタバ

コに使われていることがわかったので、お父

さんではなく、お母さんに渡すことにしまし

た。そうなるともっと教育や食料等にお金が

使われるからです。それぞれの文化ごとに、

適切なプログラムを作っていく必要があるか

と思います。 

 

議長： 

 それでは皆様、ご参加ありがとうございま

した。非常に実りあるディスカッションがで

きたことを非常に感謝しています。それでは

ウーさんにしてください。プレゼンテーショ

ンありがとうございました。 

 

ウー局長： 

 このディスカッションで、皆様から学ばせ

て頂きました。今皆様から頂いたご意見は必

ず世銀のスタッフに伝えて、一生懸命努力し

て解決していきたいと思います。 

 

議長： 

 ウー先生、ありがとうございます。皆様も

ありがとうございました。 
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セッション９セッション９セッション９セッション９    

日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言    

 

 

MC: 

セッション 9の議長は、インドのナイク議員

にお務め頂きます。ナイク上院議員は、司法・

法務常任委員会の委員でいらっしゃいます。

また、食料消費常任委員会、財政常任委員会

の委員でもいらっしゃいます。インド国民会

議派委員会の事務局長でもあり、IAPPD の大

変熱心なメンバーでもいらっしゃいます。そ

れでは、宜しくお願い致します。 

 

議長： 

このセッションでは、島尻安伊子参議院議

員にお話いただきます。島尻安伊子議員は外

交防衛委員会の委員でいらっしゃり、国際人

口問題議員懇談会の幹事でもいらっしゃいま

す。米国の高校にも留学され、上智大学文学

部新聞学科卒業後、シェアソンリーマン証券

会社(現･リーマンブラザース)で勤務されま

した。 

2004 年  那覇市議会議員で初当選、

2007 年に参議院議員補欠選挙にて初当選

されました。島尻安伊子議員、宜しくお願い

いたします。 
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セッションセッションセッションセッション 9999    

日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言日本国国会議員からのＯＤＡ拡大への提言    

島尻安伊島尻安伊島尻安伊島尻安伊子子子子    参議院議員参議院議員参議院議員参議院議員    

参議院外交防衛委員会委員 

国際人口問題議員懇談会幹事 

 

 

皆様、こんにちは。私は沖縄選出の議員で

す。日本は極端な少子高齢化に直面していま

すが、沖縄の出生率（TFR）は 1.79と、日

本で一番高くなっています。日本のような社

会では、出生率は、若者が結婚でき、世帯を

持てるかどうかに大きく影響を受けます。沖

縄ですら、置換水準を下回っており、人口の

減少傾向に歯止めはかかっておりませんが、

東京のように 0.98というような極端な状況

にはなっていません。これは沖縄にまだ地域

社会が残っており、人間らしい生活が残って

いることだと誇りを感じています。日本の他

の地域に比べて出生率が高いことは、これか

ら産業の面でも沖縄に発展の大きな機会があ

るのではないかと考えています。 

まず、なぜ私が国際人口問題議員懇談会で

活動しているか簡単にお話させて頂きます。 

直接的な理由は、今年残念ながら引退されま

したが、人口分野で幅広い活動をされた南野

知恵子先生に誘われて、エチオピアを訪問し

たことにあります。エチオピアのフィスチュ

ラ病院で、女性が新しい命を産むために、大

変につらい状況に追いやられている現状を目

の当たりにしました。新しい命をこの世に送

り出したにも関わらず、文化的な理由や女性

の地位の低さから適切な医療を受けることが

できず、フィスチュラを患い苦しんでいる姿

を目の当たりにして、同じ女性として衝撃を

受けました。かつて想像もしなかったことで

あり、基本的な権利として、すべての人々が

リプロダクティブ・ヘルス・サービスを受け

ることができなければならないと、その必要

性を痛感しましたし、女性としてリプロダク

ティブ・ライツに共感しました。これが人口

問題に関心を持った直接の契機となりました。 

その後、このような活動の一環として、昨

年、APDA の主催で、「人口・環境・女性」

をテーマにセミナーを沖縄で実施しました。

その際に、日本が第二次世界大戦に入ってい

った背景に、日本における明治期からの人口

増加と、それに伴う農村の貧困があったとい

う報告がありました。人口問題と社会変動に

は大きな関係があります。 

150年ほど前まで日本は鎖国を行い、自給

自足の生活をしていました。沖縄は特殊な事

情もあり、事実上中国を始めとする現在のア

ジア地域と広く交易を行っていましたが、日

本を全体では自給自足の生活をしてきたとい

えます。江戸時代の人口を見てみると、興味

深いことがわかります。江戸時代に入る寸前

の 1600年代の日本人口は 1227万人、そ

の後、平和な時代が続き、新田開発等も行っ

た結果、1721年（享保6年）の人口が3128

万人、その 1867 年の明治維新の至っても

3330 万人程度であったと考えられていま

す。つまり 130年で 170万人ほどしか増え

ていません。これは江戸時代中期には人口扶

養力は限界に達し、人口が増えることができ

なかったことを意味しています。 

人口が増えることができない中で、過酷な

制度が生まれました。沖縄の場合には、久部

良割（くぶらばり）という事例が近年まで残

っていました。これは、与那国の久部良地区

の岩場にある幅3m、深さ 7mほどの割れ目
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です。かつて妊婦を集めてこれを飛び越えさ

せ、飛び越えたものだけが生きて子を産むこ

とが出来たという、風習があったそうです。

超えられなかった妊婦は子どももろとも命を

失っていました。 

このように、家族計画や、現在で言えばリ

プロダクティブ・ヘルスが使えない中で、人

口の安定化を図るのは極めて過酷な経験を

人々に強いることでもありました。これが明

治になり開国が行われ、人口の国内移動も容

易になり、国民皆結制度とでも言うべきもの

が一気に広がりました。また富国強兵、殖産

興業の中で、人口は国力だという考え方も広

まり、日本の人口は一気に増加しました。

1852 年に 2700 万人であった人口が、約

50年後の1900年（明治33年）には4380

万人に増加し、第二次世界大戦前夜の 1940

年（昭和 15年）には 7200万人にまで増加

しました。 

負けるとわかっていた第二次世界大戦にな

ぜ日本が突入していったのか。いまだにさま

ざまな議論があります。しかし忘れられてい

るのは、経済成長を超えた人口増加が農村の

極端な貧困を生み、それが大きな影響力を与

えたことです。人口の増加に伴い、地方の困

窮が進み、どうしようもなくなった中で、郷

里の若い女性たちが売られていく、はてはカ

ラユキさんとして海外に身売りされているよ

うな現状がそこにはあったのです。今でも東

南アジアに行くと、近代化されたビルの谷間

に、カラユキさんたちのお墓がひっそりと建

っています。日本人の若い観光客などが観光

を楽しんでいるすぐその裏通りに、誰にも省

みられることなく多くの日本人女性が眠って

います。その悲しみを思う時、改めて涙がこ

み上げてきます。売られていった人たちとは

別に、日本で急増する人口を扶養するために、

満蒙開拓や東南アジアへの進出も起こりまし

た。当然、満蒙を領していた中国や、当時、

植民地を抱えていたアメリカ、イギリス、オ

ランダ、フランスなどと敵対するようになり

ます。そのような中で、ABCD包囲網といわ

れる経済封鎖が起こり、自殺とも言える第二

次世界大戦に突入していったのです。これは

日本だけではなく、世界の歴史を見ても、社

会の巨大な変動の背景には人口の大きな変化

があったことがわかっています。有名なジャ

レド・ダイヤモンドの『文明崩壊』にも、数

多くの事例が示されています。 

このように、人口問題は、まさしく私たち

の日々の生活から国際紛争、さらには環境問

題にわたるまで非常に大きな影響力を持って

います。非常にミクロな領域から国家安全保

障にわたるまで大きな関わりを持っています。

このような点からいえば、人口問題を解決す

ることなく、持続可能な開発を実現すること

はできないといえます。 

日本政府としてもこの視点を共有しており、

政府の ODA の基本方針として「人間の安全

保障」を掲げていますが、これは、まさしく

このような視点から構築されたものです。日

本政府としても、人口問題の持つ重要性は十

分理解していますが、我が国では極端な少子

高齢化やさまざまな事情から、財政状態が極

めて悪化しており、ODA 拠出を維持するの

は非常に難しい状況にあります。本年度も

10％削減の方針が示され、減額の方向は変わ

りません。昨年、民主党が政権を取り、この

大きな変化の中で、人口分野の拠出が大幅に

減額されてしまいました。大変残念なことで

す。ただこれほど極端な減額ではありません

が、この減額傾向は自民党政権時代から始ま

っていました。 

減額傾向の最も大きな要因は、先程述べた

財政の悪化と同時に、人口問題の成果を国民

に示しにくいという点が正直あると思います。

例えば、「子供たちが飢えているので食料を与

えなければならない」、「感染症の予防が 30

セントでできる」等、わかりやすい形で、国

民の感情に訴えかける形で、人口問題への対

策を示すことは容易ではありません。飢えて

いる人たちに食料を供給することはもちろん

重要です。またワクチンを接種することで、

助かる命を助けることも非常に重要です。し
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かし、望まない妊娠が防止できない結果、人

口増加が起こることは悲劇です。そのような

環境の下で、何とか子供たちが生き延びたと

しても、貧しい環境から抜け出すことは非常

に難しいことになります。この意味で、望ま

ない妊娠を避けるという人口問題への対処が

なされない限り、いかなる問題に対しても根

源的な対策はできないことを、いかに国民に

訴えかけ理解してもらうことができるかとい

う点が重要になります。 

これまでのアジア諸国の努力、まさしくこ

こにご参加されている各国の国会議員皆様の

ご努力で、アジアにおける人口問題は劇的に

改善しました。例えば、ベトナムではわずか

15 年で人口増加率が半減するなど、非常に

大きな成果を挙げたのです。このように大き

な視点でアジアの人口問題を振り返ってみれ

ば、むしろ奇跡的とも言えるほどの大きな成

果が上がっているといえます。 

本日、アジア地域の議連である人口と開発

に関するアジア議員フォーラム（AFPPD）

が本年度の国連人口賞を受賞したことを記念

し、祝賀レセプションが開催されますが、こ

の受賞はまさしくアジア地域における国会議

員活動が国際的に評価されたことを示してい

ます。 

このように、冷静に考えれば、人口問題へ

の対処は途上国自身の懸命な努力もあり、大

変な成果を収めていますが、その成果が国民

に伝わっているかといえば、残念ながらそう

ではありません。もちろん、この会議を主催

している APDA をはじめ、国民に対して啓

発活動を行い、国民の努力を得る努力をして

きました。国際人口問題議員懇談会の会員議

員だけでなく、全議員に対して、ODA クオ

ータリーを配布する等の努力を行ってきまし

た。ただ、国民が求めている情報は、このよ

うなマクロの情報というよりも、もっと生々

しい、人々の心を揺り動かすような、具体的

な事例であろうと思います。 

これまでこのような情報の提供を、人口プ

ログラムを実際に実施している団体に対して

求めてきましたが、望むような情報が入手で

きません。ODA を拡大するために、国民の

理解が必要であることを考えると、まさしく

国民の代表である国会議員が、国民の目線で

このようなプログラムに関わることが非常に

重要なのではないかと考えています。 

幸いなことに、これまでの先輩議員の努力

により、アジア太平洋地域、アメリカ地域、

アフリカ・アラブ地域、ヨーロッパ地域に議

連が作られ、その議連の下に各国の人口・開

発に関わる議員グループが形成されるにいた

っています。このような議員グループのネッ

トワークを活用することで、直接的な優良事

例を、途上国のプログラムの現場から先進国

の国会議員に伝えることができます。このよ

うな事例を提供することは、先進国の国民の

人口問題への理解を得る上で大変有益なもの

となると思います。先頃、大変興味深い世論

調査が内閣府から発表されました。日本国民

に ODA のあり方を聞いたところ、今後重点

を置くべき国際協力分野として 73.1％の人

が「保健医療」分野、68.2％が「水と衛生」

分野、54.7％が「教育」分野をあげました。

これらの 3分野とも、人口プログラムの実施

に不可欠な分野であり、財政難の中でも日本

の国民は人口分野を重点化すべきだと考えて

いることがわかりました。同時に、保健医療

分野に重点を置くべきと答えなかった人たち

にその理由を聞いたところ、最も多かった回

答が、「具体的な支援内容がわからないから」

というものでした。まさしくここで議論して

いる私たちの問題意識が正しかったことを示

しています。 

このような具体的な事例を示すためには、

国民に説明すべき立場にある私たち国会議員

が、ネットワーク化をより進めていくことが

非常に重要なのとは明らかだと思います。こ

れと同時に、援助が具体的に有効に機能して

いることを示す必要があることはいうまでも

ありません。どれだけの投資が行われて、ど

れだけの効果があったのかを明確に示すこと

なく、厳しい経済環境の中で有権者の理解を
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得ることは難しいと思います。ODA 資金が

途上国で汚職に使われたというニュースが流

れることがあります。ほとんどの ODA は先

進国の専門家と途上国の人たちが懸命に汗を

流し、有効に活用されていると思います。た

だ不幸にして、ODA 資金が途上国の汚職に

つながる事例が皆無というわけではありませ

ん。一旦そのようなニュースが流れれば、国

民は ODA に不信の目を向けます。国民の信

頼を再び取り戻すためには、長い時間と努力

が必要になります。その意味で、ODA と汚

職の問題は注意しすぎても注意しすぎること

はないといえます。同時に、現在ではこれま

での経験から学んだ結果、このような汚職の

起こる余地はあまりなくなっているのではな

いかと思います。 

現在、課題になっているのは、このような

汚職を防止するための監査制度を含めた制度

が非常に複雑になった結果、援助の費用対効

果が薄れているのではないかという点です。

援助の主体である国際機関は、各国の出資で

運営されており、その出資に対する説明責任

を果たすために、国際機関の出資する資金で

実施されるプログラムには、さまざまな条件

や報告義務があります。これらの条件の中に

は必要なもののありますが、制度のための制

度としか思えないようなものが増えているこ

とも事実です。また、今回のセミナーの中で

も樫澤先生からご講演がありましたが、立法

され、文章化された法に反しなければ、何を

してもよいという風潮も生まれています。こ

の法制度の整備による規制の精緻化は、一見

良い事尽くめのようですが、そうではありま

せん。複雑になることで、事業実施のコスト

が極めて上昇するという結果を招きます。法

律が精緻化することで、それに抵触しない方

法が理解できるのは法律家だけという状況が

生まれてきます。 

さらに言えば、現在、民主党政権下で政治

主導という言葉が声高に叫ばれていますが、

実現は決して容易なことではありません。私

たちは政治家であり、政治主導は民主主義の

社会を前提として考えるならば、党派を超え

て当たり前の話です。ではいかにすれば、そ

れを実現できるかは別の話です。 

現在の法システムの中で非常に精緻化され、

複雑化した法を踏まえながら、政治的な意志

を通さなければなりません。皮肉なことに、

この政治主導を阻んでいるかに見える複雑な

法を立法したのは私たち国会議員です。私た

ちが立法した法によって、政治主導が難しく

なるというジレンマに陥っています。また、

実際に政策を実行する官僚は、法に定められ

た範囲でその職務を実行します。言葉を代え

れば、官僚にとって法を遵守してさえいれば、

その責任を問われることはありません。どの

ようなに事業が失敗しようとも、その結果膨

大な資金が失われても、法に従っている限り、

その責任は問われません。 

具体的な事例を挙げますと、恥ずかしい話

ですが、日本では年金記録が不完全であった

ために大変な社会問題が起こりました。昨年

の政権交代の一つの原動力になったのが、こ

の年金記録問題でした。日本の年金は給与所

得者の場合、事業主と従業員が折半する形で

納付され、ある一定年月に達したところで、

申請すれば年金がもらえるようになっていま

す。ところが事業主の中には従業員に対して、

国庫に年金を納付したように見せかけ、実際

は収めていなかった等という事例が存在した

のです。さらに年金記録をコンピューターで

管理するためにデータ化した時点で、手書き

の文字が正確に入力されなかったり、誤って

入力された事例が相次ぎ、その結果、年金に

対する国民の不信が一気に拡大しました。今

から考えれば、なぜ納付を証明する連絡を、

国家から年金加入者に出さなかったのか、さ

らに年金記録を入力する際のデータをマイク

ロフィルムで記録し容易に照合できるように

しておかなかったのか等、当たり前の措置を

取らなかったことが悔やまれます。しかしお

そらく、その当時はこれほど大問題となると

は誰も想像していないので、確認のハガキの

送付やバーコードつきのマイクロフィルムで
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の記録を誰かが提案しても、「費用がかかる」

として拒否されたのかもしれません。ここで

言いたいのは、これらすべてが法の下で行わ

れ、不完全なデータを作った役人も、確認し

なければならないと考えなかった役人も誰も

責任を取らされていません。 

その結果責任を取るのは、私たち政治家で

す。ここに、役人と政治家の違いがあります。

役人は行政の執行が仕事ですので、法に定め

られた範囲を守っていれば、その責任は問わ

れませんが、政治家は結果責任です。言葉を

変えれば、結果責任を取らなければならない

政治家が、十分考えて結果責任が取れるよう

な仕組みにしていく必要があると思います。 

もちろん良心的な役人の方がほとんどなの

ですが、現在ではこの風潮が非常に進み、役

人の中には、法を遵守してさえすれば責任を

問われないという、「責任逃れの構造」、「後ろ

向きの姿勢」が強まっているように思えます。

私たち国民の代表である国会議員の目から見

た時、責任は問われないかもしれませんが、

大きな損失を引き起こした時に、倫理的に自

ら悩むことはないのだろうかと疑問に思うこ

ともあります。 

いずれにしても、この法を作るのは国会議

員ですので、国会議員が、役人の人たちが責

任の取れるような立法をしていく必要がある

と思います。ただこの立法は法の専門家の意

見だけに従い、形式合理性だけを追求すれば

良い訳ではありません。昨年の会議でも、多

くのアジア、アフリカの国会議員の皆様から

問題として提示されていますが、ODA の資

金として供与され、結果として先進国のコン

サルタント会社を通して先進国に還流し、途

上国に残るのは負債だけという状況があると

聞きます。これも法の精緻化やコンプライア

ンス遵守の問題と深く関わる問題だと思いま

す。先進国の基準で運営されている国際機関

が求める事業計画・報告・会計システム等の

すべての条件を満たそうとすれば、勢い先進

国のコンサルタント会社を使った方が早くな

ります。しかし問題は、その費用が非常に高

額になります。 

例えば 10万ドルの事業を実施するのに、

この間接経費が仮に 8 万ドルかかった場合、

先進国の有権者としては 10万ドルを援助し

たつもりですが、実際途上国の国民にしてみ

れば2万ドル分しか援助してもらっていない、

と言われてしまいます。このようなことが日

常茶飯で起こっています。法は人々の生活を

守るためにあるものです。コンプライアンス

が専門家しかわからないという事態は、社会

的に見ておかしいと思います。 

私自身、金融の世界にいましたが、精緻化

すれば透明化するのは必ずしも正しくありま

せん。木を隠すなら林の中に、人を隠すなら

人の中に等という言葉がありますが、専門家

にかかれば、その精緻な体系の合間を縫って

思い通りに情報を隠すこともできます。その

専門家だけが利益を得ますが、多くの貧しい

人々は貧しいまま置かれてしまうことになり

ます。今進んでいるコンプライアンス強化の

流れの中の法の精緻化は、非常な費用を必要

とします。この費用対効果も厳しく吟味する

必要があります。 

専門家しかわからない法は、何かおかしい

もののような気がします。素人が考えても、

正しいことを正しく行っていく、必要な透明

性を確保しながら費用対効果を考える、この

ような立法を国会議員として考えていく必要

があると思います。ODA を拡大し、先進国

と途上国が真のパートナーとして、この人類

の問題に取り組むためにも、政治家として、

立法者として、透明性を確保し、説明責任を

果たすために、妥当な基準とはどのような基

準が必要なのかぜひ衆知を集めて考えていき

たいと思います。国会議員自らが、自分の問

題としてこの問題に取り組むことは、結果と

してグッドガバナンスを構築し、人類の未来

のために手を取り合って活動する基盤を構築

するものだと考えています。 

ぜひ一緒に考えていこうではありませんか。

ありがとうございました。 
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インド 

    

 

議長： 

 それでは討議を始めます。フィリピン、ど

うぞ。 

 

ジーザス・クリスピン・レミュラ議員（フィ

リピン）： 

おはようございます。ご講演ありがとうご

ざいました。日本人の皆さまが、リプロダク

ティプ・ヘルス、また人口増加、人口減少の

問題についてどう考えていらっしゃるのか教

えていただけますか。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

私の意見ですが、いわゆる急激な人口変動

というもの避けなければいけないと思います。

それが安定した社会の基盤として当然のこと

ではないかと思います。 

 

グエン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

ODA に関して質問です。ODA がどのよう

な効果をあげているかどうかを査察するため

に、何人くらいの国会議員が外国にいらして

いるのでしょうか。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

具体的な数は、今手元に資料がないのです

が、事務局の方から、ODA の委員が具体的

にどのような国に年に何回派遣をしているか

はすぐに調べていただけるのではないかと思

いますので、お願いしたいと思います。 

先ほどプレゼンテーションの中でお話させ

ていただきましたが、私は人口問題に関する

議員派遣でエチオピアに派遣されました。こ

のような形で日本の国会議員が様々な機会で

海外に行っているかと思います。これはとて

も良い問題提起だと思いますので、ドナー国

が査察的な活動をどのようにしているのかに

ついては、私も大変興味がありますので、ぜ

ひまた情報共有をしていきたいと思います。 

 

ダムリー・オック議員（カンボジア）： 

私は今、島尻先生のお話伺って大変嬉しく

思いました。この人口問題と開発について、

大変深い関心を寄せられているとのお話でし

た。質問は、母子保健やリプロダクティブ・

ヘルスについて、日本からの援助を拡大すべ

きだとお考えですか？ 

 

シフ・カレーAFPPD 事務局長（インド）： 

アジアでもアフリカでも、人口問題はとま

だ非常に難しい問題です。しかし、日本は人

口に関する ODA を減額しています。

UNFPAへの拠出金も減らしましたし、また

IPPFへの拠出も減らしました。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

最初の質問ですが、やはり草の根的な運動

が必要だと思います。それとともに国際機関

の連携というのが大変必要だと考えています。

私がエチオピアで見た現状からお話をさせて

いただきますと、例えばジェンダーや女性の

地位に関する、その地域に残る悪しき習慣に

ついては、本当に草の根から一歩一歩カタツ

ムリが前に進むようなスピードかもしれませ

んが、根気よく進めていく必要があると思い

ます。そうした活動と、やはり力強い国際機
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関との連携が不可欠だと思っています。 

もう1つの質問ですが、大変残念なことに、

我々人類の根源に関わるようなこの人口問題

に対する理解がない場合、拠出金の減額に繋

がってしまいます。だからこそ、今日この場

で我々が議論しているように、各国の国民に

対してアピールというのがまず必要なのでは

ないかと思います。 

 

ドゥアンディー・ウッタチャック議員（ラオ

ス）： 

援助国と受入国の議員が一緒に一同に会し、

ODA のプロジェクトを査察するというのは

どうでしょうか。例えばラオスでは、ラオス

の国会議員が援助で行われている JICA のプ

ロジェクトなどを視察に行きます。もし日本

の国会議員がラオスの国会議員と一緒になっ

てこのようなラオスで行われているプロジェ

クトをチェックすれば、効果があるのではな

いかと思います。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

大変いいアイデアだと思います。もっとそ

ういったことを活発に行っていかなければな

らないと思います。これまで APDA の視察

によってもそうした査察の一端を担ってきま

したが、この APDA の活動をもっと活発に

していかなければならないのではないかと思

います。大変いいアイデアだと私は考えてい

ます。 

 

議長： 

先ほど年金の問題についてお話がありまし

たが、政府は何らかの対策をとっているので

しょうか。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

私は自民党員ですが、それこそ政権交代の

あとトントンと進むのではないかと思われた

わけですが、今、法律をどう改正していくか

ということが問題になっています。その作業

を厚生労働省が行っているところです。一日

も早く、国民が皆納得できる法改正というも

のに進んでいくよう尽力しています。 

 

議長： 

多くの側面について何が悪いかという点も

伺いました。何らかの行政改革のための委員

会は作られたのでしょうか。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

委員会が作られていますが、まだまだ動い

ていない状況です。我が国の政治状況がなか

なか安定しておりませんので、本当の意味で

国民が納得する政治改革にはまだ向かってい

ません。私も国会議員として、これを各国の

国会議員の前でご披露してしまうのも大変残

念な話ではありますが、しかし隠さずに、見

える形で進んでいかなければならないと思っ

ています。 

 

ジェニスタ・ジョアキン・マガマ議員（タン

ザニア）： 

タンザニアにおいては、日本社会開発基金

（JSDF）の開発の下で、多額の支援を頂い

て、女性の社会的地位向上等の事業が実施さ

れています。この基金は非常にうまくいって

います。島尻先生にお願いですが、今こそ、

この JSDF の拠出を増やして頂くことによ

り、一番貧しい人たちに直接援助を送ること

ができると思いますので、日本の議員の方た

ちと共有して頂き、日本政府にもお話して頂

きたいと思います。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

 まさにおっしゃるとおりだと思います。そ

のためにも、多くの議員が現地に飛び、私が

そうであったように、援助や活動の実態を目

にし、自分の耳で聞いて頂きたいと思います。

議員がその場に行けるという機会を多くして

いくことが重要だと思います。 

 

グエン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 私の提案ですが、将来的に JICA の ODA
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予算の 6～7％を監視に使ってはいかがでし

ょうか。受入国を監視することができれば、

もっと厳格に ODA の管理が行われると思い

ます。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

 今 6～7％というお話でしたが、一定の金

額を監視に持っていくという事については、

議論が必要だと思います。では一体いくら必

要なのかといった時の根拠についても、議論

が必要なのかなと思います。いずれにしても、

その監視に関しては、これからシステムを作

っていかなければなりません。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 島尻先生の発表に少し追加します。日本の

ODA 特別委員会の派遣は1年間に7回程あ

り、各 3名ずつぐらいだったと理解していま

す。それぞれに報告書は出ています。ただそ

れは、3×7＝21名程度で、APDA の 1回

の会議よりも小さいくらいの規模でしかあり

ません。APDA としても、島尻先生にお願い

して、国会の委員会と連携が取れるようにし

たいと思います。 

もう 1つ、ティエンさんからご提案があっ

た監査費用に関していいますと、なぜ私たち

がこのような会議を開いているかという問題

に関わります。要するに、ODA は国と国の

外交なので、基本的には政府対政府です。つ

まり、合意ができていなければ内政干渉にな

る可能性があります。そこであくまで議員の

ベース、議会ベースでお互い理解していくと

いう、この活動の意義があると思います。内

政干渉しない形で行うために、議員同士が理

解を深め、お互いの国で立法していくことが

非常に重要だと思います。これがこの会議の

目的でもあります。各国の主権や価値観を尊

重することが、活動の基本中の基本ですので、

供与国が何か押し付けるような感覚は、日本

の国会議員はお持ちではないと思います。 

 

グエン・ヴァン・ティエン議員（ベトナム）： 

 私の意見としては、ODA の使途の監視を

すれば、受入国の政府はプレッシャーがかか

り、きちんと約束通りに使わなければならな

いと思うと思います。日本の政府はベトナム

の政府についてはわからないと思いますが、

ベトナム議会は、ベトナム政府の操り方がわ

かっています。ODA の効率を上げるために

は、そういったやり方が良いと思いました。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

 1つご提案がありますが、APDA と JPFP

の活動を、ODA 特別委員、外交防衛の議会

活動と有機的に連携させる方法があるのでは

ないかと思います。 

 

楠本 APDA 事務局長： 

 ぜひそうしたいと考えています。 

先程の日本の予算が非常に ODA減額してい

ることに関して補足します。世論調査の結果

として、人口問題に対して日本の国民は非常

に支持をしています。また、厚生労働副大臣

の長浜先生や、経産副大臣の増子先生等、人

口懇の有力メンバーが政府に入っています。 

ところが、先程申し上げましたように、財

政をどのようにするか、政治主導をどのよう

に実現するかという手段のところでご苦労さ

れています。これからまた島尻先生を中心に

して、是非働きかけて頂きたいと思いますが、

民意を大事にするというのであるならば、そ

うした点を強く反映させて頂きたいと思いま

す。 

APDA としても JPFP の活動を強力に支

援したいと思っています。世論調査の結果を

受けて、「ODA クォータリー特別号」を出し

て、民意はこれを望んでいることを全員に配

布しました。しかしいくら民意が望んでも政

府のロジックの中で、なかなか動かないこと

も事実なので、人口懇でも協議の対象にして

頂くことを私としてお願いしたいと考えてい

ます。 

 

参加議員： 
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 これまでお話してきた問題の中で、ODA

は政府を通して実行されるとの話でした。

ODA のプロジェクトが実際に各州で実行さ

れています。何かメカニズム的に、ODA の

実施方法をそれぞれの国で変える方法はない

のでしょうか。今は全部政府を通さなければ

ならないので議員の立場から言えば有効活用

できません。もっと議会や議員が、またエン

ドユーザーが、直接 ODA を受ける仕組みづ

くりはできないものでしょうか。 

 

島尻安伊子議員（日本）： 

 日本において企業の CSR という考え方が

定着しつつあります。もう 1つ踏み込んで言

うと、日本の中で市民社会といいますか、シ

チズンシップという考え方を、もう少し根付

かせなければならないのではないかと思いま

す。どのようにするかというと、教育ではな

いかと思います。今、消費者市民教育の推進

を集中的に頑張っています。次の国会での立

法化を考えています。日本の昔からあった助

け合いの精神や、いわゆる道徳的な考え方、

これが大変薄れてきてしまった感がありまし

て、それを取り戻すためには何をしたらいい

のかを考えています。つまり、世界を構成し

ている一人ひとりだという意識、シチズンシ

ップを植えつけて教育をしていくことが、ま

ず必要だと思います。むしろ各国の国会議員

の皆様方にお聞きをしたいのは、各国の中で

こうした道徳やシチズンシップに関する教育

的な指導を行っているかどうか、お聞きした

いと思います。 

 

議長： 

 議員はそこまでは関わっていないのですが、

少しずつそうしたことにも関わり始めました。

ODA の実行は難しく、それを改善していく

のは難しいという状況があります。ODA の

プロジェクトは、将来議員が必ずもっとオー

ナーシップを持って、受け入れていくことを

考えたいと思います。 

 島尻先生変率直なご意見を頂きました。あ

りがとうございました。 
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アフリカグループの協議結果についてお話

ししたいと思います。 まず「事実」の 1点

目で す が 、共通の目標を 人 口 問 題 と

ICPD-POA との関連で取り上げていくとい

う点ですが、これは私たちも同意しています。

ただ、追加として、これは地域によって地域

特有の様々な要素があると思います。貧困レ

ベルも各国によってばらつきがあり、疾病の

種類や文化、経済状況や政治意思も各国異な

るという状況があります。そういった違いを

きちんと認識した上で、結論を出すことが必

要だと思います。 

2点目ですが、MDGsに対して、対応を可

及的速やかに行う必要があります。特に遅れ

をとっている妊産婦の健康に力を入れていく

必要がります。国際的に 2015年のデッドラ

インが設定されていますが、達成が危ぶまれ

ています。また、これに加えて、目標3のジ

ェンダー平等についても、大きな努力を払う

必要があると思います。アフリカに比べて、

アジアやヨーロッパ諸国の一部では十分に取

り組んでいらっしゃらない印象があります。

是非とも、同僚議員皆様に、この目標に関し

ても、遅れをとらないようにして頂きたいと

願っています。 

3点目、国際協力の促進についてですが、

世界の差し迫った課題の根底にあるのは人口

問題であり、この問題を取り上げていく上で、

国際協力は不可欠です。この点に対して、私

たちからは全く異論はありません。 

4 点目は、これは議員の関与を強めること

によって国際協力を得るということですが、

特に人口問題は強制することができませんの

で、議員としてきちんとした能力開発をして

いく必要があると思います。そして、特別な

ファンドを設けることにより、議員がこのよ

うな分野にきちんと参加することができるよ

うにすることが必要だと思います。大抵の場

合、議員等は資金がないために、活動できな

い状況があります。そういった意味で、資金

があればより参加しやすくなり、目標達成へ

尽力できると思います。 

5 点目ですが、グッド・プラクティスをド

ナー国と共有し、ドナー国の国民に正当化で

きるようにする、という点ですが、これを可

能にするためには、ODA の供与国と受入国

の議員の訪問交流が不可欠だと思います。そ

うした交流を通じて、グッド・プラクティス

や進展を共有できると思います。 

6 番目は、ODA の効果と費用対効果を援

助国に対してこれを示すことです。そのため

には、適切なメカニズムを実施し、ODA の

情報へのアクセスを可能にしなければなりま

せん。それによって、効果、費用対効果、効

率を見ていかなくてはなりません。これまで

も議論されているように、大きな問題は、私

たち議員に情報が入らないことです。情報が

ないために、チェックをするのが難しい状況

にあります。情報があれば、プロジェクトに

ついてチェックすることができます。 

7番目は、この分野におけるアジア議員、

アフリカ議員のネットワークを強化するとい

うことです。アフリカ議員のネットワークに

加えて、是非強調しておきたいのは、人口に
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関するネットワークを強化したいということ

です。これができれば、頻繁に会合を持って、

もっと頻繁に議論もできます。 

8番目の点にも同意します。9番と 10番

目の点は、もうすでに 1、3、5 で述べられ

ていると思います。 

 「行動」に移ります。国内、国外の連携を

改善して、国民にとって適切な ODA の透明

性を確保するという点です。これはその通り

だと思いますが、これを行うために第一に取

り組まなくてはならないのは、議員における

意識の向上だと思います。例えば、ワークシ

ョップの開催等を通じて、様々なコンセプト

を理解できるようになる機会を与えるべきで

す。そうすることで、国会議員が適切なプロ

セスとはどのようなものかを示す基準を作る

ことができるようになり、また同時に議員の

能力構築にも貢献して、ODA プロセスに積

極的に関わることができると思います。援助

国も参加し、こうしたガイドラインや情報に

ついて、我々が欠如している点について指導

して頂きたいと思います。 

「行動」の 2、３、４、５、６番目には全

く同感です。 

 7 番目ですが、ODA の効果、費用対効果

を検証し、援助国にそれを示す、という点に

関して、4 年間でこのようなプログラムを行

うには十分と考えます。 

8番目の援助国のコミットメントについて

ですが、我々のグループは結論に達していま

せん。コミットメントが履行されない場合の

罰則等の案が出ましたが、これは議員の能力

を超えることですので、私たちは結論には達

しませんでした。これは政府レベルで検討す

べきことだと思います。 

9 番目、立法を通して、シンプルで適切な

監視の基準を作成し遵守させる、ということ

ですが、必要なのは、もうすでにある政策の

強化だと思います。 

10 番目の反汚職の強化について、汚職は

我々の国において今も存在し、この対策を強

化しようと目指しています。ただ、請負業者

が援助国の業者の場合、どのようにこのよう

な問題に対処するのか、難しい状況がありま

す。我々の政策や法律を強化して、こうした

問題に対応できるようにしたいと思います。 

以上がアフリカからの提言でした。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

それに加えまして、去年の「課題と提言」

の要素も、今年の提言の中に含まれるべきだ

と思います。またプライオリティの中に。去

年は 4つあったと思います。これらも今後実

施されるべきだと思います。 
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セッションセッションセッションセッション 10101010    

グループディスカッション発表グループディスカッション発表グループディスカッション発表グループディスカッション発表    

アジア議員代表アジア議員代表アジア議員代表アジア議員代表    

ジーザス・クリスピン・レミュラ議員ジーザス・クリスピン・レミュラ議員ジーザス・クリスピン・レミュラ議員ジーザス・クリスピン・レミュラ議員 

フィリピン 

    

    

 アジアグループの協議結果について、まず、

「事実」の 1、２、３、４番目について同意

いたします。 

5番目と 6番目は、2 つをまとめて 1点に

することを提案したいと思います。つまり、

「ODA のプロジェクトの効果、コスト効率、

費用対効果を検討し、優良事例を共有し、そ

れを援助国に示す」としたらどうでしょうか。

これはこの開会式の日、日本の議員の方がお

っしゃったことを反映しています。ODA を

国民にとって正当化できるような形で示して

いく、という点を強調しました。 

10番目と 7番目もまとめて、「議員間のチ

ャネルとネットワークを強化し、それによっ

て国、地域、グローバルな共通の問題、特に

人口や開発に関する問題、また ODA の活用

に対処する」としました。 

最後の点は、我々がここまで議論してきた

ことをまとめました。「計画の段階、運用の段

階、実施の段階、ファンディングの段階での

ODA の透明性の確保」です。そうすれば情

報がすべて皆に行き渡ることもできます。 

 最後の点ですが、3つの合意の点にまとめ

ました。1番目は、「国内、国外協力・調整を

改善し、ODA 実施の透明性や説明責任を高

めていく」。このために我々はすべてのステー

クホルダーと協議をし、ODA プロジェクト

の測定や評価をしていくための基準を定義す

る。 

2番目は、「透明性とアカウンタビリティを

効率よく図るために、a.）コスト効率や国民

の理解を考慮に入れながら、適切な法や規則

を作り、ｂ）援助国と被援助国の議員が密接

に協議することで、適切な評価をしていく」。 

3点目は、すべての要約になりますが、我々

の立法府の監視の役割を鑑み、「立法府の監視

の役割を活用し、プロジェクトが最も透明性

高く、アカウンタビリティを伴っていること

を確保する」。 

協力・調整の改善通じて、透明性や説明責

任を監視し、国会議員による立法的な監督を

実行することが重要です。このような枠組み

において私たちは合意に達したいと思います。 
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閉会式閉会式閉会式閉会式 

挨挨挨挨    拶拶拶拶    

福田康夫福田康夫福田康夫福田康夫    

財団法人アジア人口・開発協会（APDA）理事長 

国際人口問題議員懇談会（JPFP）会長 

人口と開発に関するアジア議員フォーラム（AFPPD）議長 

 

 

皆様、4日にわたるプログラムお疲れ様で

した。このプログラムは、具体的に ODA を

拡大するためにはどうしたらよいか、ODA

の効果を最大に活用するにはどうしたらよい

か、国民に説明責任を果たすためにはどうし

たらよいかという、切実な問題意識から企画

されました。 

今回、この難しい問題に取り組むために、

通常、人口と開発に関する国会議員セミナー

ではお呼びしないような分野の専門家も交え、

相当意欲的なプログラム構成でしたが、皆様

の間で熱心な議論が行われ、意義深いものと

なりました。 

 目的は、国民の目から見た時の妥当性の 

ある監査基準を、国会議員が各国で自ら作り

上げていくためのロードマップだといえます。

皆様がご帰国された後、ぜひ同僚の方々と、

今回のセミナーの内容についてお話して頂き

たいと思います。国民の立場から見て、どの

ような ODA が本当に必要で、どのような点

を必ず守られなければならないかを検討して

ください。 

 ODA を効果的に、説明責任と透明性を持

って活用するために必要な条件や、適切な監

査基準とはいかなるものかについても、ご協

議頂きたいと思います。 

事務局が限られた人員で運営しているため

に、色々とご迷惑をおかけしたと思いますが、

事情をご理解の上、御容赦くださいますよう

御願い申し上げます。 

本日は夕刻より、AFPPD の国連人口賞受

賞の祝賀レセプションが開かれます。この受

賞は、人口分野で献身的に働かれている皆様

方の活動が讃えられたものでもあります。ぜ

ひご参加下さいますよう御願い申し上げます。 

これで閉会と致します。また皆様とお会い

できるのを楽しみにしています。セミナーに

ご参加頂き有り難うございました。 
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閉会閉会閉会閉会式式式式    

挨挨挨挨    拶拶拶拶    

P.J.P.J.P.J.P.J.    クリエン議員クリエン議員クリエン議員クリエン議員    

インド 

 

 

閉会に当たり、一言述べさせて頂きます。

まず福田康夫 APDA 理事長に対して、今回

の会議を主催して頂きましたことに御礼申し

上げたいと思います。非常に素晴らしい会議

でした。福田理事長はいつもこの人口と開発

の前線にいらっしゃる方です。先生が会長を

務められているJPFPの皆様方にも今回の会

議の御礼を申し上げたいと思います。 

今回、本当に素晴らしいセミナーでした。

このセミナーは、3年間のプログラムと伺っ

ています。パート 1が去年行われました。今

回がパート 2 で、パート 3は来年になると思

います。最初のセミナーでの協議結果をさら

に分析・拡大することができ、大変役に立つ

内容でした。大変広範な話題にわたって学ぶ

ことができて、我々意識を高めることができ

たと思います。福田先生が今おっしゃいまし

たように、我々は帰国後、こちらで学んだこ

とを同僚議員たちと共有し、ODA のプロジ

ェクトが、より高い説明責任と透明性の下で

行われるように力を尽くします。 

今日、ODA の契約は政府と政府との間で

結ばれており、主に官僚がこのような契約に

署名し、実施しています。国会議員には何の

役割もありません。国会議員の多くは、実際

どのような ODA のプロジェクトが行われて

いるのかを知りません。今回、我々が採択し

た行動計画の中に、すべての ODA のプログ

ラムを Web サイトに載せるべきだと、提言

しています。 

国会議員はこのようなことを十分に学ばな

くてはなりません。そうすれば、議員はもう

一歩踏み出して、この ODA のプロジェクト

の実施にも関わるようになると思います。国

民参加も重要です。官僚だけが実施するだけ

の ODA では、財政的な数値だけを管理する

ものになってしまいます。国民が受益者です

から、議員はすべての段階で関わり、しっか

りと監視していくべきです。 

今回の会議は非常に役に立つものでしたの

で、我々これから力を尽くしまして、ODA

のプロジェクトが説明責任と透明性をもって

行われることに向けて努力をします。 

また、ODA予算は、削減傾向にあります。

何人かがこのことに懸念を表明されましたが、

私が理解するに ODA は援助国の利益にもな

ります。我々は、国民が尊厳を持って、より

よい生活、貧困なく生活できるように努力し

ています。貧困と人口は、相互に関連してい

ます。貧困対策をとることで、途上国が発展

し市場となれば、これは先進国の利益にもな

ることであり、発展途上国の利益にもなるこ

とです。 

援助国は ODA を削減すべきではないと思

います。もちろん財政的な制約があるのはわ

かります。しかしながら、個人的な意見です

が、ODA は増額して頂きたいと思います。

本質的に重要なことは、腐敗のない良い統治

を実現することです。国会議員は、もっとこ

うしたことに関与して、国民の関与、汚職の

ないプロジェクトを推進していく必要があり

ます。そうすれば ODA は必ず成功します。 

改めまして、今回の素晴らしい会議に対し

まして、福田理事長に御礼を申し上げたいと

思います。ありがとうございました。 
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「人口・開発分野「人口・開発分野「人口・開発分野「人口・開発分野 ODAODAODAODA 実施における説明責任の向上に向けた国会議員能力実施における説明責任の向上に向けた国会議員能力実施における説明責任の向上に向けた国会議員能力実施における説明責任の向上に向けた国会議員能力

構築プロジェクト構築プロジェクト構築プロジェクト構築プロジェクト    ----    Part IIPart IIPart IIPart II」」」」    

行動計画行動計画行動計画行動計画    

 

2010 年 9 月 16 日 

東京 

 

 

１． 前文 

 

「人口と開発に関するアジア議員フォーラム（AFPPD）」および「人口と開発に関す

るアフリカ・アラブ議員フォーラム（FAAPPD）」の代表として、私たち 11 カ国の

国会議員が、2010 年 9 月 13 日～16 日に財団法人アジア人口・開発協会、国際人

口問題議員懇談会が東京で開催した「人口・開発分野 ODA 実施における説明責任の向

上に向けた国会議員能力構築プロジェクト-Part II」に参加し、昨年開かれた同プロジ

ェクト - Part I で採択された「直面している課題」、「課題と勧告」を踏まえ、「行動計

画」を採択した。 

 

２． 以下の事柄が必要である 

 

（１） 人々の福利を向上し、尊厳を確保し、持続可能な開発を実現するために、地域

ごとの貧困水準、疾病、文化および経済的な状況の違いに基づいた地域ごとに

異なるニーズを考慮に入れて、カイロ行動計画に従った、人口問題を解決に向

けるという共通の目標を共有すること。 

（２） 国際的な合意として 2015 年までに達成するとしたミレニアム開発目標、特

に目標３、目標 5、そして目標 5ｂを達成するために緊急な対応をすること。 

（３） 人口問題への対処は、地球規模的課題に取り組む上で基礎となるものであり、

各国が人口問題の解決に向け、対処を最大限行うことができるよう国際協力を

拡大すること。 

（４） 国民の代表である国会議員の積極的関与を拡大し、彼らが人口問題において果

たすべき役割を効果的に果たすための対応能力を向上すること。 

（５） ODA 関連の情報と事業は公開に付すようすべきである（例えば政府のウエッ

ブ・サイトへの掲示など）。 

（６） ODA の効果、費用対成果および費用対効率性を検証し、ODA の優良事例と

成果を先進国とともに共有することで、先進国においてその国民に国際協力に

必要性を納得させること。 

（７） 特に人口、開発そして ODA の適切な活用といった各国、各地域が直面する課

題、そして私たちすべてにとって共通の地球規模の課題に対応するために、国

会議員間のチャンネルを創出し、ネットワークを強化すること。 
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（８） ODA プロジェクトとプログラムの計画、管理、実施そして資金について透明

性を確保すること。 

 

３． 以上のことから、下記の行動にコミットする 

 

（１） 国民にとって適切な視点から透明性と説明責任を向上させることで、ODA の

実施における国内外の協力と調整を改善する。この目的にために、すべての関

係者との協議のもと、ODA 関連プログラムの適切な進捗および成果の評価基

準を定義する。 

（２） 以下のような方法を用い、効果的に透明性と説明責任をモニターする 

a)費用対効果および国民の理解という点から適切な法や規則を立法する。 

b)ドナー国および援助受入国の国会議員の密接な協議に基づいて適切な評価

を実施する。 

（３） すべての ODA プロジェクトとプログラムが最大限の透明性、明確性、そして

説明責任を果たせるよう立法権限を活用する。 
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参加者リスト 

 

アジア・アフリカ国会議員アジア・アフリカ国会議員アジア・アフリカ国会議員アジア・アフリカ国会議員                

1 ダムリー・オック CAPPD 事務総長 カンボジア 
カンボジア人口・開発議連 

(CAPPD) 

2 P.J. クリエン AFPPD 副議長 インド 
インド人口・開発議連 

(IAPPD) 

3 
シュリ・シャンタラム・ラックスマン・

ナイク 
国会議員 インド 

インド人口・開発議連 

(IAPPD) 

4 レディア・アマリア・ハニファ 国会議員 インドネシア 
インドネシア人口・開発議連 

(IFPPD) 

5 ドゥアンディー・ウッタチャック  LAPPD 議長 ラオス 
ラオス人口・開発議連 

(LAPPD) 

6 ドーニャ・アジズ 国会議員 パキスタン パキスタン国会 

7 ジーザス・クリスピン・レミュラ PLCPD 副議長 フィリピン 
フィリピン人口・開発議連 

(PLCPD)  

8 グェン・ヴァン・ティエン 
VAPPD 副議長/VAPPD

事務局長 
ベトナム 

ベトナム人口・開発議連 

(VAPPD) 

9 フレデリック・オウタ 国会議員 ケニア ケニア国会 

10 ジェニスタ・ジョアキン・マガマ 地域開発委員会委員長 タンザニア タンザニア国会 

11 ロンバニ・ムシチリ ZAPPD 役員 ザンビア 
ザンビア人口・開発議連 

(ZAPPD) 

日本国国会議員日本国国会議員日本国国会議員日本国国会議員                

12 福田康夫 
APDA 理事長/JPFP 会

長/AFPPD 議長 
日本 

国際人口問題議員懇談会 

(JPFP) 

13 小宮山洋子 JPFP 副会長 日本 
国際人口問題議員懇談会 

(JPFP) 

14 島尻安伊子 JPFP 幹事 日本 
国際人口問題議員懇談会 

(JPFP) 

15 高橋千秋 JPFP 副事務総長 日本 
国際人口問題議員懇談会 

(JPFP) 

16 林芳正 JPFP 会員 日本 
国際人口問題議員懇談会 

(JPFP) 

17 秋葉賢也 (代理出席） 日本 
国際人口問題議員懇談会 

(JPFP) 

18 行田邦子 （代理出席） 日本 
国際人口問題議員懇談会 

(JPFP) 

国内委員会国内委員会国内委員会国内委員会                            

19 ヘレン・ツルオン CAPPD アシスタント カンボジア 
カンボジア人口・開発議連 

(CAPPD) 



 141 

20 マンモハン・シャルマ IAPPD 事務局長 インド 
インド人口・開発議連 

(IAPPD) 

21 ブンラート・ロンドゥアンチャン LAPPD 事務局長 ラオス 
ラオス人口・開発議連 

(LAPPD) 

22 ジョセフィナ・レミュラ PLCPD アシスタント フィリピン 
フィリピン人口・開発議連 

(PLCPD)  

23 シフ・カレー AFPPD 事務局長 タイ 
人口と開発に関するアジア

議員フォーラム（AFPPD） 

リソースパーソンリソースパーソンリソースパーソンリソースパーソン                

24 岸田孝一  最高顧問 日本 株式会社 SRA 

25 築舘勝利  

日本監査役協会会長 

東京電力常任監査役・

監査役会会長 

日本 
東京電力株式会社 

(TEPCO) 

26 樫澤秀木  教授 日本 佐賀大学 

27 黒川清  教授 日本 政策研究大学院 (GRIPS) 

外務省外務省外務省外務省    (MOFA)(MOFA)(MOFA)(MOFA)                            

28 須永和男 国際協力局審議官 日本  

29 中原直人 
国際協力局地球規模総

括課主席事務官 
日本  

30 秋山ゆり子 
国際協力局地球規模総

括課外務事務官 
日本  

31 木塚俊博  外交実務研究員 日本  

国際協力国際協力国際協力国際協力機構（機構（機構（機構（JICAJICAJICAJICA））））                            

32 山本愛一郎  JICA 地球ひろば副所長 日本  

33 堀内好夫 JICA 地球ひろば次長 日本  

国連人口基金（国連人口基金（国連人口基金（国連人口基金（UNFPAUNFPAUNFPAUNFPA））））            

34 池上清子 東京事務所長 日本  

35 西間木紫乃 インターン 日本  

36 中村真愉子 インターン 日本  

世界銀行世界銀行世界銀行世界銀行          

37  ジュンフイ・ウー 

グローバルパートナーシ

ップ・信託基金業務局

（CFPTO）局長 

米国  

38 谷口和繁 駐日特別代表 日本  

39 中川真 
譲許性資金・グローバ

ルパートナーシップ局 
米国  

40 ワヒダ・ハック 
シニア・オペレーション・

オフィサー 
米国  
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41 寺田真一郎 業務調整官 日本  

APDAAPDAAPDAAPDA 理事・評議員理事・評議員理事・評議員理事・評議員                

42 広中和歌子 理事 日本  

43 谷津義男 理事 日本  

アジア人口・開発協会アジア人口・開発協会アジア人口・開発協会アジア人口・開発協会    (APDA)(APDA)(APDA)(APDA)                

44 楠本修 常務理事・事務局長 日本  

45 竹本将規 業務課長・研究員 日本  

46 恒川ひとみ 国際課長 日本  

47 ケイティ・ドンゼルマン 国際課職員 日本  

通訳通訳通訳通訳            

48 筒井伸子 日英 日本  

49 山田真理 日英 日本  

50 長井聡子 日英 日本  

51 小寺裕子 日英 日本  

52 町田公代 日英 日本  

 


